
















生ラーメンの保存性向上に関する研究        (H10～ H12)

加工食品部農産食品科 山 本一史 中 野敦博 岩 下敦子 槙 賢治

1.研 究の目的と概要

近年流通システムの変化により生ラーメンは販売環境が多様化し、全国への出荷の他

に贈答品、お土産品として市場が拡大したため、保存性に一層の向上が求められている。

そこで、本研究では生ラーメンの保存性改善を目的として、流通における生ラーメンを

取 り巻 く様々な要因を包装材料や販売環境などの視点から検討を行つた。特に

店頭において商品価値を下げている生ラーメンの包装袋内結露に注目し、発生要因の解

明、添加物による改良効果、さらに包装形態による差異について検討を行つた。

予定される成果

(例)。保存性の優れた生ラーメンの開発

2.試 験研究の方法

(1)ア ルコールの影響調査 (試験 1)

アルコール無添加 lNo.1)
15

と、アルコール 2%鰤 o。2)、

プロピレングリコール(PG)  β 10
2%lNo。3)、アルコール1%   撻

PGl%lNo。のを、添加した  鴨 5
ラーメンを試作し、これらを   経

ポリプロピレンの袋に詰めた     0

後、恒温器内の蛍光灯の直下

に置き、強制的に結露を発生

させる環境に保存した (図1)。保存期間は14日 間とし、麺の水分と袋内に結露した

水分量 (結露水量)、さらに袋内の上部と下部の麺についても水分を測定した。

(2)包 装形態の影響調査 (試験2)

添加物によらない物理的な処理による方法

として包装形態を変更させたものおよび、包

装前に急速冷却を行つたラーメンを試作し

た (表)。いずれの試験区も、アルコールを

2%添 カロしたラーメンを用いた。これらの試

表 試 験2の 条件

作ラーメンについて (1)と 同様の条件で10日 間の保存試験を実施した。

3.実 験結果

(1)試 験 1の結果を図2、 3に示す。いずれの試験区においても、結露は保存期間中ずつ

と発生した。特にアルコールを添カロしたものに著しい発生が見られた。PG配 合のもの

は結露の発生が比較的抑えられたが、袋の下部において麺線が接着するという、いわゆ

時間

図1 設 定温度条件

サンプル

No.9

No.10

No.11

No.12

箱詰めしたもの

アルミ蒸着袋に内包したもの

包装前に急速冷却したもの

無処理
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る 「麺溶け」現象が強く現れた。

(2)試 験 2の結果を図4、 5に示す。箱詰めとアルミ蒸着袋で包装したものは、ほとんど

結露が発生しなかった。急速冷却処理は保存日数が短期の場合には効果があつた。この

ことから、結露発生は温度変化と光によるエネルギーが関与することが判明した。

4.要 約

包装袋内の結露発生の条件について、各種の検討を行つた。その結果、結露自体には

アルコールが強く関与すること、発生の要因は温度変化と光エネルギーの相互作用によ

ることがわかった。
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図2 部 位別による水分の変化 (試験 1)
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図 4 部 位別による水分の変化 (試験 2)
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図3 結 露水量の変化 (試験 1)
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シール性 を有する強化オブラー トの開発 (Hll～13)

加工食品部 農 産食品科 岩 下敦子 山 木一史 中 野敦博 槙 賢治

応用技術部 食 品工学科 清 水英樹 河 野慎一 熊 林義晃 山 崎邦雄

1.研 究の目的と概要

ォブラー トはデンプンから製造される安価で安全な優れた可食性フィルムである。しか

し、ポリエチレンフイルム等に比較して加工性 (特にシール性)が 低いことから、利用の

範囲が制限されている。そこで、道産馬鈴薯デンプンの需要拡大、付加価値向上を目的と

して、シール性付与および物性を強化したオブラー トを開発する。

予定される成果

インスタント食品等の小袋包装に利用するなど、廃棄物の少ない製品の開発が可能

となる。また、そのまま飲用可能な薬品分包用包材としての利用等が期待できる。

2.試 験研究の方法

マイクロカプセル分散オブラー トの試作基礎試験

1)ア ルギン酸マイクロカプセルの大量調製方法

。大量調製用電動スプレー噴霧時のアルギン酸溶液濃度条件

アルギン酸 0.5、1.0、2.5、5.0%濃度溶液を電動スプレーで噴霧した。

・ゲル化剤の選定

アルギン酸ナトリウム製品のハイマニュロン酸タイプ (マニュゲル GMB)お よ

びハイグルロン酸タイプ (マニュコールDMF)に てマイクロカプセルを調製。

・糖包摂化マイクロカプセルの調製

1%ア ルギン酸溶液に糖 (澱粉加水分解物 :エスイーP)を 0.5、1.0、5.0、10、

20、30、50%添 加、噴霧し、マイクロカプセルを調製。

・保存方法の検討 (冷蔵 ・冷凍 。通風乾燥 。真空凍結乾燥)

調製したアルギン酸マイクロカプセルを自然濾過水洗浄後、冷蔵 ・冷凍 。通風乾

燥(70°C)をおこないマイクロカプセル形状を実体顕微鏡にて観察した。

2)マ イクロカプセルサイズ、形状の顕微鏡観察方法物性試験方法の確立

血球測定用の改良Neubauer型計数板上にマイクロカプセル溶液を滴下し、観察した。

3)試 作フイルムの各種物性測定方法の確立

フィルム厚測定、引つ張り試験法、耐水性試験法、耐油性試験法、圧着性試験法、熱

シール温度耐性試験法、柔軟性試験法を確立した。

3.実 験結果

1)ア ルギン酸マイクロカプセルの大量調製方法

噴霧可能なアルギン酸濃度は上限 1%で あつた。 1%ア ルギン酸濃度時に糖は 1%添

加まで噴霧可能であつたが、負荷の少ない至適噴霧条件は、アルギン酸ナ トリウム0.5%、

糖 0.5%であつた。また、アルギン酸グルを硬化させるための、塩化カルシウム溶液濃度
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は 1.5%～3%で あり、塩化カルシウム溶液層を攪拌しながら、アルギン酸グルを噴霧す

ることで、効率の良いマイクロカプセルの調製が可能となった。

マニュグル GMBと マニュコールDMFで は、マニュグル GMBが より硬度が高く、

硬化が早く細かなマイクロカプセル調製に適していた。

カプセル形状を保ちながら長期保存するために、冷蔵、冷凍、通風乾燥を試みたが、

すべての方法でマイクロカプセルの変形が起こり、保存方法の再検討が必要であつた。

2)マ イクロカプセルサイズ、形状の顕微鏡観察

観察の結果、10μ～の球形のゲルが形成されていた。

3)試 作フィルムの各種物性測定方法の確立

①フイルム厚測定

デジマティックマイクロメーターによリフィルムの厚さを測定する。

②引つ張り試験法

幅15mm,長 さ100mmに カット成型した試作フイルムをレオメータープランジャー

No.21に より固定し、破断強度 ・伸張率を測定する。

③耐水性試験法

②と同型の試作フィルムの下部 30mmを 蒸留水 (20°C)に 漬け崩壊 (溶解)す る

までの時間を測定する。

④耐油性試験法

②と同型の試作フィルムをオリープ油中に48時 間浸漬後引つ張り試験により強度

を測定する。

⑤圧着性試験法

試作フイルム (lClcm四方)を 2枚重ね合わせ、ハイプレッシャージャッキにはさ

み込み加圧し圧着性の有無を確認する。

⑥熱シール温度耐性試験法

温度コントロール付き加熱シーラーにより、熱シール性を確認する。

⑦柔軟性試験

馬鈴薯澱粉単独のオブラー トを対照品として、なめらかさ、柔軟性について

官能検査法により比較評価する。

4.平 成 13年 度計画

。アルギン酸マイクロカプセルを大量調製し、工業的規模の試作をおこないシール性

等各種物性を測定する。

・各種増粘多糖類を添加 したオブラー トを調製し各種物性を測定する。

- 9 -



1.

農産加工品中の加熱臭低減化および除去技術の開発   (H12～ 13)

加工食品部農産食品科 中 野敦博 山 木一史 岩 下敦子 槙 賢治

研究の目的と概要

道内産の野菜および果菜類を食品素材として、菓子、氷菓および飲料などの加

工品に利用したいという要望がある。これらの農産物には、加熱よって生じる好

ましくない臭気が発生する問題や揮発性硫黄化合物が存在することにより利用用

途が限定されているのが現状であつた。本研究の目的は、食品中の揮発性硫黄化

合物に起因する臭気成分を構造変換することによって、フレーバーを改善するこ

とにあり、本年度は、酸化による変換を検討 した。

予定される成果

・野菜類および果菜類を原料とした新 しい食品素材が開発される。

試験研究の方法

(1)グ ルコースオキシダーゼ :天野エンザイム榊製のハイデラーゼ 15(GOD‐ Aと

略)お よびオリエンタル酵母工業欄製のグルコースオキシダーゼ (GOD‐0)

を用いた。GOD‐Aに はカタラーゼ活性が混合されているが、GOD‐0中 には

カタラーゼ活性はほとんど含まれていなかつた。

反応混合液 : 10%グルコースを含むクエン酸緩衝液 (pH5.0)中 に、ジブチ

ルスルフィドが 100μ g/mlになるように添加し、30℃で 10分 間保温した。さ

らにグルコースオキダーゼを7.3U/mlになるように添加し、30℃で振とうさ

せた。

分析方法 :反応混合液中2mlに 酢酸エチル 2mlを 加えて抽出し、FID付 きキ

ャピラリーガスクロマ トグラフィーで定量した。

９

“

(2)

(3)

GOD― A

GOD‐ 0

ハイデラーゼ15
GOD

グルコースオキシダーゼ、カタラーゼ

グルコースオキシダーゼ

3.実 験結果

グルコースオキダーゼは、グルコースを基質としてグルコン酸を生成する反応

を触媒する酵素であり、これまで食品中の脱糖、酸素除去およびグルコン酸生成

の目的で利用されてきた。酵素反応の副産物として過酸化水素も生成するが、グ

ルコースオキシダーゼに混合されているカタラーゼ活性により、過酸化水素は速

やかに水分子に分解される。酸化剤である過酸化水素を利用して、刺激的な臭気

を与えるスルフィド類を臭気の弱いスルホキシド類およびスルホン類へ酸化させ
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ることで、食品のフレーパーを改善することは可能かどうか検討 した。

酵素反応によつて生じた過酸化水素によるジブチルスルフィドの減少とその酸

化物 (ジブチルスホキシ ド、ジブチルスルホン)を 測定した (図2お よび 3)。カ

タラーゼ活性が含まれているGOD‐A区 では、180分 の反応によって、ジブチル

スルフィ ドは 16.0%減少 したが、酵素無添カロの対照区の減少傾向と同様であるこ

ととジブチルスルホキシ ドが 3.7μg/mlしか生成されていないことから、蒸発に

よる減少であつた。カタラーゼ活性を含まない GЮD‐0区 では、ジブチルスルフ

ィドが92.8%減少 した。酸化物としてジブチルスルホキシ ドが94μ g/ml生成 し、

ジブチルスルホンは生成 しなかった。18時 間の反応後の GЮD-0区 では、ジブチ

ルスルフィドは検出されず、ジブチルスルホキシ ドとともにジブチルスルホンの

生成が見られた (ジブチルスルホキシ ド38.5μg/ml、ジブチルスルホン 19.6μ

g/ml)。

１
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― 対照

― COD‐ A

―E「 GOD‐ O

0           60          120          180

反応時間鮨血 )

図1ジ ブチルスルフィドの経時的変化

― 対照

― GOD― A

―E「 GOD― O

カタラーゼを含まないグルコースオキダーゼを利用することにより、スルフィ

ド類を低減させることが可能となったが、選択的な酸化反応でないために他の成

分への影響を考慮しなければならなかつた。また利用した過酸化水素は、カタラ

ーゼまたはベルオキダーゼを添加して、完全に除去する必要があつた。

4.平 成 13年 度計画

(1)揮 発性硫黄化合物を選択的に低減させる方法を検討する。

(2)野 菜類および果菜類汁液に応用し、改善されたかどうか評価する。
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馬鈴薯の加工利用に関する新技術の開発        (H12～ 14)

加工食品部農産食品科 槙 賢治 岩 下敦子 山 木一史 中 野敦博

1.研 究の目的と概要

馬鈴薯は本道の基幹作物であるが、これまで加工利用に関する研究はでんぶんを主役とし

て行われてきており、蛋白質に着日した研究事例は少ない。本研究では馬鈴薯の蛋白質に焦

点を当て、馬鈴薯蛋白質の酵素処理による機能性の発現やポテ トジュース中の蛋白質の回

収 ・利用について検討 した。

。予定され る成果 健康機能性の高い新たなポテ ト加工品の開発

でんぷん廃液中の蛋白質の利用技術の開発

2.試 験研究の方法

(1)蛋 白質の酵素処理後の抗酸化性の評価

男爵を剥皮、ボイルして、裏ごしし、ポテ トの半量の蒸留水を添力日、均質化して裏ごしポ

テ トを調製 した。また、男爵をミキサーで破砕 し遠心分離 (7000rpm、 15分 )し て、でん

ぷん、パルプ等を除去しポテ トジュースを調製した。それぞれにプロテアーゼ、パンクレア

チン (天野)を 0.1%添加 し、45℃ で8時 間処理し、経時的にサンプルを採取して抗酸化活

性 (β一カロチン退色法)及 び非蛋白態窒素含量を測定した。抗酸化活性はBLttmg%溶 液

の酸化阻止率を 100と した時の試料の酸化田|卜率で評価した。非蛋白態窒素は 10%ト リクロ

ロ酢酸可溶性窒素含量を測定した。

(2)ポ テ トジュースからの蛋白質の分離回収

加熱、pH調 製、エタノール、酵素 (ハ
°
ハ
°
イン、フ

゛
ロメライン(日本ハ

゛
イオコン)ハ

°
ンクレアチン(天野))

により蛋白質の分離を行つた。加熱分離については、ジュースを 60,70,80,90℃(達温)に

加熱した。pH調 製についてはジュースを塩酸で 2.0～5.0まで 0.5刻みと馬鈴薯蛋白質の等

電点電気泳動 (図1)で 最大ハ
゛
ンドが出現した付近のpH4.75に 調製した。エタノールについ

ては終濃度 10～30%の 間で 5%刻 みに調製した。 酵 素はそれぞれ 0.05%添力日し 45℃で 30

分、1、2、3時 間処理した。いずれも凝集物を遠心分離 (3000rpm,10分 )で 回収し、処理

前および蛋白回収後のジュースの蛋白質含量より回収率を算出した。また、分離回収物を洗

浄後、凍結乾燥し、
一定重量の蛋白質含量を測定して分離回収物中の蛋白質含量を算出した。

3.実 験結果

(1)酵 素処理後の裏ごし加水ポテ トとポテ トジュースの抗酸化活性

裏ごしポテ トの酸化阻止率はプロテアーゼ処理を2時 間行つた場合、急激に高まり、5、

8時 間処理では処理前より低下した。また、非蛋白態窒素含量は2時 間後に大きく増加 した

(図2)。ポテ トジュースの酸化阻止率はプロテアーゼ処理時間が2、 5時 間の場合高く、8

時間ではやや低下した。非蛋白態窒素含量は2時 間後に増加 し、その後は漸増した。裏ごし

ポテ ト、ポテ トジュースとも2時 間のプロテアーゼ処理で抗酸化活性が高まり、非蛋白態窒

素も2時 間後に大きく増力日していることから抗酸化性の増加には一部の非蛋白態窒素の関与
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が示唆された。また、酵素パンクレアチンで処理した場合も同様の傾向が認められた。

(2)ポ テ トジュースからの蛋白質の分離回収

加熱処理では高温ほど回収率が高く、90℃ (達温)で 回収率は 88.9%であつた (表1)。

pH調 製ではpH3.0に 調製した場合、60.8%で最も回収率が高かった(表2)。回収率は pH3.0

を境として高 pH側 で除々に低下した。等電点付近のpH4.75で は調製 24時 間後で 26.2%

であつた。エタノールによる回収率は、終濃度 30%が 最も高く、66.3%であつた。また、酵

素による回収はパンクレアチンが最も回収率が高く、25.5%であつた。分離回収物中の蛋白

質含量は、加熱分離 (90℃)84.3%、pH調 製分離(pH 3.0)80.3%、エタノール分離 85.0%、

酵素 (ハ
°
ンクレアチン)分 離 58.4%であった。

マーカー 馬 鈴薯蛋白

PH

6 . 6

5 . 9

5 . 4

5 . 1

4 . 6

4 . 2

3 . 6

図 1 馬 鈴薯蛋白質の等電点電気泳動

表 1  加 熱による蛋白質の分離回収率

60    70    80

分離回収率 (%) 24.8  58.1   84.9  88.9

表 2 pH調 製による蛋白質の分離回収率

2         5

処理時間(H )

― 酸化阻止率  ― 非蛋白態N

図2裏 ごしホ
・
テトの酵素(プロテアーセ

・
)

処理による抗酸化力の変化
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4.平 成 13年 度計画

馬鈴薯蛋白質の酵素処理による機能性の変化について解明を続ける。また、ポテ トジュー

ス中の蛋白質の分離 (限外濾過膜分離等)ま たは分解による利用方法の検討をさらに進め、

分離方法別の蛋白質の機能特性等の諸性質を調べる。
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腸管でのミネラル吸収を促進する新規食品素材の研究   (Hll～ 12)

畜産食品科 渡 邊 治  阿 部 茂  井 上貞仁

研究の目的と概要

多機能性食品素材の開発を目的として、元来整腸作用を持つ食物繊維にリン酸基を

導入することにより、ミネラル吸収促進作用という別の機能の付加を検討した。

前年度はグアガム加水分解物 (GGH)へ のリン酸基の導入方法と、得られたリン酸

化 GGH(P― GGH)の in vitroでの Ca塩 の沈殿阻止効果、また成長ラットでの Ca吸

収促進効果について実験を行い、一定の成果を得た。これを受けて今年度はin v市oで

の Ca吸 収促進に対しての盲腸発酵の関与と Ca疾 病に対する病状改善効果を調べる目

的で盲腸切除 (CCX)ラ ットと卵巣摘出 (OVX)ラ ットを用いて実験を行つた。

予定される成果

。Caや Mgな どのミネラル吸収促進効果を持ち、かつ整腸作用や大腸ガン予防な

どの基礎的生理作用を併せ持つた新規食物繊維の実用化と、それが添加された

新規機能性加工食品の開発が上げられる。

試験研究の方法

実験 1(CCxラ ット):sD系 雄ラット (5週齢、初体重 100g)を 1週 間予備飼育

後、24匹 に cCxを 施 し、残 りの 18匹 を偽手術群 (Sham)と して 1週 間回復期間を

おいた。これらをそれぞれ無繊維食 (FF)、 P‐GGH食 、GGH食 群に分け、10日 間

の試験飼育を行つた。試験飼育中は炭酸 Caを Ca源 として含む飼料(Ca:4.5g/kg diCt)

をラットに与え、見かけの Ca吸 収率および終了後の骨強度等を測定 した。また不溶性、

可溶性 Ca分 析により消化管内Ca動 態を解析 した。

実験 2(OVxラ ット):sD系 雌ラット (5週齢、初体重 100g)を 1週 間予備飼育

後、30匹 に Ovxを 施 し、残 りの 24匹 を Sham群 として 5日 間回復期間をおいた。

これらをそれぞれ無繊維食 (FF)、 P―GGH食 、GGH食 群に分け、42日 間の試験飼

育を行つた。試験飼育中は炭酸 Caを Ca源 として含む飼料 (Ca:2.Og/kg diet)を ラ

ットに与え、見かけの Ca吸 収率および終了後の骨強度等を測定 した。また不溶性、可

溶性 Ca分 析により消化管内Ca動 態を解析 した。

実験結果

CCX実 験 :Ca吸 収率は、第 1週で Co■trol・ CCXの GGH群 に比べて P―GGHと

偽手術の GGH群 で有意に高い結果を得た (図 1)。 また骨中 Ca量 も同様の結果を得

(図2)、 骨強度についても有意差はなかったものの P―GGH群 において高い傾向が

得られた。さらに回腸におけるCaの 可溶化率が Control群や GGH群 と比べてP―GGH

群で有意に多くなっていた (データ未提示)。 以上よりP―GGHに よるCa吸 収克進作

用は盲腸発酵にはよらず、回腸における Ca可 溶化率の上昇が深 く関わつていることが

示唆された。

2.

3.
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4.

OVX実 験 :Ca吸 収率は6週 間で経時的に低下したが、Ovxラ ットでは Shamに

比べこの低下は大きかった (図3)。 P GGH、 GGH摂 取はこれらの低下を大きく改

善したが、この改善作用はP_GGHで GGHよ り有意に高かつた。骨 Ca量 、骨強度は

Ca吸 収の結果を反映しており (データ未提示)、 P―GGH摂 取は OVXに よるこれら

の低下をほぼ完全に防止した。

要約

水溶性食物繊維である GGHに リン酸基を導入することによりin vitroにおいてリ

ン酸 Ca沈 殿の形成阻害能を持つ P―GGHを 得ることに成功し、さらに P_GGHが in

vivOに おいて ca吸 収克進能を持つこと、導入したリン酸基がCaの 可溶化、吸収克進

に重要な役割を持つていることを示した。これにより、食物 (P―GGH)の 摂取によっ

て疾病の進行を改善出来ることを示すとともに、他の水溶性食物繊維に対するリン酸

基の導入による機台旨性の付与の可能性を示した。
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新 しい製造技術による食肉製品の開発

(H12～ 13)

加工食品部畜産食品科 井 上貞仁 阿 部 茂

応用技術部食品工学科 熊 林義晃

研究の目的と概要

我が国の食肉加工品の生産量は最近の 10年間は 50万 t台前半で 0～ マイナス成長で

推移 してお り、伸び悩みの傾向にある。この原因としては、各食肉加エメーカーが販売

量の拡大をはかるべ く新製品開発を目指すなかで、ヒット商品が生まれていないのが

大きな要因である。これらの状況から、もはや従来型の製造技術での試行錯誤では

決定的なヒット商品の開発は不可能で、これからの開発は伝統的製法にとらわれない、

新規な加工技術の開発に取 り組んで行 く必要がある。本年度は水産加工業で使用さ

れていたホットフ
°
レート加熱装置を用いた食肉のシート状食品の試作を試みた。

予定される成果 :既存の製品には無い、新規な形状、食感を持 つた食肉加工品の

開発

試験研究の方法

1)ホ ットフ
・
レート加熱装置

ホットフ
・
レート加熱装置 (図 1)と は、温度設定可能

なヒーターを組み込んだ二枚のフ
・
レート板で加熱対象物

を挟圧加熱処理する装置で、水産練 り製品等の

表面焼成に使用されていた。本研究では食肉製

品製造に本装置を応用 し、フ
・
レート板間のクリアランスを 5

mm以下に して加熱する際の処理条件、処理肉の

品質を検討 した。

2)供 試食肉

牛もも肉、豚もも肉、鶏もも肉の三種類で何れも道産品を使用 した。

牛もも肉、豚もも肉は残骨、り刀ゞ 節を点検除去 し、脂肪は完全に除去 して赤肉部

位のみに整形 し500g/本程度の大きさにカットした。鶏もも肉は除骨肉よりさらに皮と

脂肪を除去 して試料 とした。

3)塩 漬剤の配合割合および方法

牛もも肉、豚もも肉は食塩 8.00%、亜硝酸 NaO.06%、リン酸塩 3.50%を含有する調

味液を原料重量対比 20%注 入 し、同液に浸漬 して 3日 間静置分散 した。鶏肉は食

塩 5,70%、亜硝酸 NaO.018%を含有する調味液に一晩浸漬 して浸透をはかった。塩

漬処理はいずれも5°C冷 蔵庫内で行つた。

4)加 熱処理

塩漬肉をホットフ
・
レート加熱装置で条件 (フ

°
レート板温度、クリアランス、時間)を 変化させな

が ら処理 し、昇温速度、製品品質等を評価 した。なお、比較対照区はスモー勿ウス(独

アスカ社製)で 定法によ り燻煙加熱を行った。

5)加 熱肉の評価及び加熱昇温特性

加熱製品の品質評価は色調を,ンヽター表色法、一般成分値の各々の項 目は公定法によ

り測定 した。また、保水性を加圧濾紙重量法により、その他切断応力、PH値 、歩

図1ホットプト ト装置 (プ隊 中)

-18-



留 り (加熱重量/塩漬重量)を 測定比較 した。官能審査は 15名 の主婦を対象に嗜好

性を比較 した。また、走査型電子顕微鏡により製品の微細構造の比較観察を行つた。

ホットフ
・
レート加熱の昇温特性はへ°ンレコータ

゛
(東亜電波工業 INR6061)と直径 1.O mmの熱

電対を用いて測定 した。

3.実 験結果

ホットフ
°
レート加熱処理ではフ

・
レート板温度、ヒーター板間のクリアランス、加熱時間が大きく製品

の品質に反映 した。温度 80°Cで 30秒 程度の加熱ではスライスリ払状の製品ができ、107

°
C、 15分 程度の加熱ではシ

゛
ャーキー風の乾燥品ができた。本処理により屑肉状の小肉

塊も圧着 して一枚の製品とする事ができる。80℃ の加熱では通常スモーク仕上げ製品

とほぼ同等の成分のスライスリ払の製造ができる等の特徴があつた。さらに注目される品

質特性 として、通常豚肉と比較 して結着性の劣る牛肉、鶏肉が特徴的な強いケ
゛
ル形

成を示 したことがあげられた。このことは走査型電子顕微鏡による微細構造の観察

結果、スモーク品と比較 してフ
°
レート加熱品が挟圧加熱によるとみ られる緻密な構造を形

成 していること(図 2)

及び官能評価の肉質の

項 目で 「歯 ごたえ、シャ

キシャキ感、コ
゛
ム状の弾力」

等の評価 と密接に関連

していると推察 した。

シ
゛
ャーキーの試作ではフ

・

レート板温度 107℃、クリアランス3 mmの条件のとき、13分 間の加熱で乾燥食肉製品の水分

活性規制値 0.87をクリアーできた (図 3)。と―ター板温度を 80°Cと 107℃ としたときの、

クリアランスと75℃到達所要時間の関係を測定 した (図 4)。食品衛生法で食肉製品は 「加

熱殺菌条件を 63℃ 30分 間あるいはそれと同等以上の効果を有する方法で行 う」こ

とが規定されているが、本条件 と同等の殺菌効果の加熱条件は 75°Cで は 10秒以下

とな り、本加工法の実際製造時の温度の目安と考えた。クリアランスが 2～ 3 mmで所要時

間が増加する傾向がみられ、迅速な昇温にはクリアランス3 mm以下が適当であると考えら

れた。フ
°
レート温度 80℃、クリアランス3.O mmでは 75℃到達時間は 1分程度、フ

・
レート温度 107

℃では 10秒 程度のため、殺菌条件の時間を含めても、1分 程度の処理時間に納ま

ることがわかった。

図3加 熱時 間と水分活性■

クリフランスいnl
目4つ■7ランスと…

平成 13年度計画

ホットフ
・
レート加熱法では前述の通 り様々な種類の製品製造の可能性が考えられる。

平成 13年度は更にこの実用化へ向けた研究を継続する。

皓 率 “uxl閣

口2豚 肉加工品の像細構造比較写真(左:ス“ 品右:プ琢品)
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∞

¨

¨

¨

¨

０

-19-



2 .

水産食品の微量金属の機能性に関する研究       (H10～ 12)

加工食品部水産食品科 大 堀忠志 佐 々木茂文 吉 りll修司

研究の目的と概要

北海道で漁獲される水産物で貝類 (カキ、アサリ)、軟体動物 (イカ、タコ)、海

藻類や魚類の加工残滓には鉄、銅、亜鉛などの微量金属が多く含まれていると考え

られる。特に亜鉛は酵素系において重要な働きをしており、欠乏すると皮膚炎や貧

血、生殖機能及び味覚 ・臭覚機能の低下などが知られている。また、銅は生体内で

は多くの銅結合タンパク質の構成成分であり、骨異常、神経障害が欠乏症として知

られ、
一方では過剰障害としてウイルソン病が報告されている。

本研究では、水産物及びその加工食品に含まれる微量金属含量を明らかにすると

ともに、その存在形態やバイオアッセイ等による微量金属が健康機能に及ぼす影響

を明らかにし、健康の維持 ・増進など機能性に優れた水産食品を開発する。

実用又は予定される成果

・安全で健康機能に優れた微量金属を含む水産食品の開発

試験研究の方法

(1)イ カ肝臓の酵素分解におけるメタロチオネインの分子量変化

スルメイカ肝臓に O.5%の 蛋自分解酵素 (パパインW-40)を 加え、37℃で 3時 間

酵素分解 した後、等量の 50mMト リス塩酸緩衝液 (p H8.5)を 加え2分 間ホモジ

ナイズし、遠心分離 (10,000×g、 15分)を 2回 行い抽出液を得た。次にセファデ

ックスG-50を ガラスカラム (2.5×75cm)に 充填し、50mMト リス塩酸緩衝液 (p

H8.5)に て平衡化した後、平均流速 39m1/hで 抽出液のグル濾過を行つた。得ら

れた各フラクションの微量金属 (Cu、cd)を 原子吸光分光光度計により測定して酵

素分解における分子量変化を検討 した。また、無処理のスルメイカ肝臓についても

同様にグル濾を行つた。

(2)細 胞に及ぼすメタロチオネインの影響の検討

スルメイカ肝臓を酵素分解後加熱処理し、次に等量の蒸留水を加え、上記と同様

に処理 した抽出液の低分子画分 (図2の Fr.2、3)及 び無機微量金属 (塩化銅、塩化

カ ドミウム)の 混合溶液を試料として用いた。

接着細胞としてヒト胎児空腸 ・回腸細胞株(Intestine407)を使用し、それぞれ定

められた条件で継代培養 した。培養は嫌気培養 (5%C02 3ヽ7℃)で 行つた。

細胞に及ぼすメタロチオネインの影響は Intestine407を96穴マイクロプレー ト

に200 μ ιずつまき24時 間前培養後、前年度と同様に死細胞数と全細胞数をFACLS

法により測定し、細胞の生残率を算出して検討 した。

実験結果

(1)イ カ肝臓の酵素分解におけるメタロチオネインの分子量変化

3 .
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図1 イカ肝臓抽出液のゲル濾過クロマトグラム

(無処理)
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図2イ カ肝臓抽出液のゲル濾過クロマトグラム

(酵素処理)

一 無 機 微 量 金 属
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日3細 胞に及ぼすメタロチオネインの影響

600

イカ肝臓のゲル濾過クロマ トグラム (無処理、酵素処理)を 図 1、 2に 示した。

各フラクションの微量金属 (Cu、cd)に ついては、Fr。1及び Fr。2に微量金属が認

められたが、Fr.3では検出されなかつた。また、酵素分解により分子量4万 付近の

高分子メタロチオネイン (Fr.1)の一部が分子量 2～ 3千 前後に低分子化 (Fr.2)

されていることが明らかとなった。このことから、イカ肝臓を酵素分解 した場合、

その多くは低分子メタロチオネインの形態で存在するものと推察される。

(2)細 胞に及ぼすメタロチオネインの影響の検討

細胞に及ぼす無機微量金属及

びイカ肝臓抽出液 (メタロチオ

ネイン)の 影響を図 3に 示した。

細胞に対する生残率は無機金属

混合溶液ではいずれの濃度にお

いても生存率が 100%以 上であ

つたのに対して、イカ肝臓から

の低分子メタロチオネインでは

7μg/gで生存率が 50%以 下で

あつた。
一般に無機金属を摂取
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た場合には、肝臓中でタンパク質と結合してメタロチオネインを形成し無毒化して

いるが、本試験から細胞 レベルではメタロチオネインは無機金属より細胞に影響を

与えた。 しかし、イカ肝臓抽出液にはメタロチオネイン以外にペプチ ドやアミノ酸

など他の成分が含まれていることから、これらの成分が細胞の生残率に影響を与え

ている可能性も考えられる。

4.要  約

水産物内臓の微量金属含量は、Feが サケ内臓、Cuが ィカ肝臓、Znが ヵキ内臓に多

く、Cdは ホタテ中腸腺やイカ肝臓に多く含まれていた。イカ肝臓には高分子のメタ

ロチオネインが多く含まれ、酵素分解により低分子化が認められた。また、細胞レ

ベルでは、メタロチオネインは無機金属より細胞に影響を与えた。

Fr l Fr 2

F■3
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水産物の生殖組織を利用 した食品の開発      (H10～ H12)

加工食品部水産食品科 佐 々木茂文、吉川修司、大堀忠志

1.研究の目的と概要

水産物の生殖組織には潜在的に存在するいくつかの健康機能性が明らかにされ

つつある。特に卵巣組織にはEPA、 DHA、 ビタミンE、 アミノ酸などの各種

成分がバランスよく豊富に含まれていることから、これらを利用することによつ

て天然に近い形で新規の機能性食品の開発が可能であると考えられる。この研究

では水産物の生殖組織 (精巣、卵巣)を 利用 して新規の機能性を有した食品を開

発することを目的とする。

今年度はスケソウタラ卵巣の水溶性抗酸化成分を活用した食品を開発するため

に、水溶性抗酸化成分の熱安定性、大量調製法を検討 した。また、食品形態の一

例としてゼラチン食品の試作を行つた

実用又は予定される成果

・ 活性酸素種を消去する機能を活かした健康機能性に優れた魚卵食品の開発

・ 生 殖組織から抽出した抗酸化食材の開発

2.試験研究の方法

(1)ス ケソウタラ卵巣水抽出物の低分子量画分 (LMWF)の 熱安定性

スケソウタラ卵巣に蒸留水を加えホモジナイズし、遠心分離で得られた上清を

限外 ろ過 (分画分子量 10,000)後 、溶 出 した低分子画分 (LMWF)を各温度

(40,60,80,100℃)で 1時 間加熱処理 して 5℃ で保存した。それぞれの加熱処理 し

た LMWFの抗酸化活性を測定し、LMWFの熱安定性を調べた。抗酸化活性は 10%イ

ワシ油乳化物、水抽出物、酸化促進剤から成る反応液を 37℃で 90分 間反応させ

た後、チオバルビツール酸反応生成物法(TBA法 )で酸化度合いを測定し、抗酸化

活性を評価 した。金属キレー ト作用による酸化抑制効果は酸化鉄とアスコルビン

酸 を 、 ラ ジ カ ル 消 去 能 に よ る 作 用 は 2,2'‐Azobis(2‐aminodinopropane)

Dihydrochlorideを酸化促進剤 として使用 した。

(2)ス ケソウタラ卵巣水溶性 LMWFの 大量調製

凍結保存 したスケ ソウタラ卵巣 に 5倍 容 の蒸留水 を加 えホモ ジナイズ

(8,500rpm×3 miDし、得られたホモジネー トを冷却遠心分離(10,000g×15 min,

4℃)した。得られた上清を限外ろ過装置 (使用膜モジュール :日東電工NTU‐3250

(分画分子量 20,000)、流速 :10L/min、温度 :42℃)に 供し、分子量 20,000以下

の透過液を得た。溶出液をエバポール (加熱温度 0。5kgノcm2、真空度 73mmHg、

蒸発温度 30℃)で 濃縮 した。濃縮物を凍結乾燥 してスケソウタラ卵巣水溶性

LMWF乾 燥物を得た。
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(3)ス ケソウタラ卵巣水抽出物のゼ リー状食品の開発

水 50ml、クエン酸 2.5g、水あめ 100g、グラニュー糖 75g、ソルビトール 2.5g

をスケソウタラ卵巣 500mgあるいは 2.9gを鍋で 2～ 3分 煮詰め、沸騰直前に加熱

を中止した。ゼラチン (AP-300,Lot No.47,官城化学工業)17.5gと 水 25mlを 30

分間膨潤 し、70℃で溶解 した。それぞれ溶解 したものを混合 し、型に充填 して冷

蔵庫で 17～20時 間放置して凝固した。型から取 り外 し、コーンスターチ (ギャバ

ンスパイス株式会社)を 噴霧 した。

3.実験結果

(1)ス ケソウタラ卵巣水抽出物 LMWFの 熱安定性

LMWFを 各温度 (40,60,80,100℃)で 1時

間加熱処理 して抗酸化活性を調べた結果

を図 1に 示す。LMWFは 各温度で 1時 間処

理 したことによる LMWFの持つ金属キレー

ト作用およびラジカル消去能の活性にど

の温度でも変化が認められず、処理温度

100℃までは加熱による抗酸化活性に与え

る影響は認められなかつた。

(2)スケソウタラ卵巣水溶性 LMWFの 大量調製

実 験 室 ス ケ ー ル で

LMWFを 調製 した場合、

原料 100gか ら凍結乾燥

粉末が 2.2g得 られたが、

400倍 にスケールアップ

した場合には原料 40kg

表 1 ス ケソウタラ卵巣水溶性 LMWFの 調製

実験スケール  ラ ージスケール

∞

”

ｍ

ｍ

ｍ

ｍ

“

ｍ

ｍ

ｌｏ

ｏ

（
メ
）
薔
神
菫

未処理   4 0    ω    8 0    1 1 X l

加熱処理温度 (℃)

図 1ス ケソウタ九 M W Fの 熱安 定性

原 料

遠心分離上清

限外ろ過ろ液
エバポール濃縮液

凍結乾燥粉末

100g

320ml

2961nl

2.2g

40kg

70L

42L

10.5L

747g

から凍結乾燥粉末 747gが 得られた。スケールアップにより実験室スケールと比較

して最終収量が 15%減 少 した。

(3)スケソウタラ卵巣水抽出物のゼ リー状食品

スケソウタラ卵巣水抽出物を含有 したゼラチン食品を試作 した。水抽出乾燥粉

末は水産物特有の生臭さ (魚臭)が 強く感 じられるが、ゼラチンに含有させるこ

とによつて魚臭が低減されることが明らかになつた。

4.要約

スケソウタラ卵巣水抽出物の LMWFは 通常の加熱処理では抗酸化活性に変化

が認められなかつた。また、ラージスケールで LMWFを 調製すると原料重量に対

して 1.9%の凍結乾燥粉末が得られた。また、ゼラチンに混合することによつて魚

臭 (生臭さ)が 低減できることが明らかになつた。
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食品加工副産物を活用 した水産食品の開発    (H12～ 13)

加工食品部水産食品科 吉 川修司 佐 々木茂文 大 堀忠志

1。研究の目的と概要

道内におけるイクラ生産量は約 1万 トン (生産額300億円)で 、北海道の主要水

産加工品であるが、低塩化による保存性の低下や品質の劣化などの問題がある。ま

た、ホタテガイの外套膜、生殖巣や魚皮はほとんど廃棄されている。

北海道内の醸造副産物は、酒粕が年間1.6万トン、醤油滓は年間約 4千 トン発生

している。酒粕は漬物など食品加工副原料として利用されているが、価格が低迷 し

用途が限られている。一方、醤油滓では高塩分であるため処理費用が増大 し、いず

れも問題となっている。

そこで有用な酵素が含まれている醸造副産物を利用 し、水産食品の食感、風味の

改善および日持ち向上などの加工技術ならびに製品の開発を行うことを目的として

試験を行つた。

<期 待できる成果>

①.食 品加工副産物の利用による廃棄物の減量化

②。水産食品の品質改良

2.試 験研究の方法

(1)材 料

板粕、吟醸粕、醤油滓及びサケ卵 (道内産で卵膜が硬めのもの)を 用いた。

(2)試 料調製と保存

塩イクラはサケ卵を10℃の飽和食塩水に攪拌しながら1分間浸漬後、水切りして

調製した。

板粕、吟醸粕、およびこれらと醤油滓を2:1に 混合し、フー ドプロセッサーで

混合した。板粕は蒸留水を加えて吟醸粕と同じアルコール濃度とした。塩イクラを

飽和食塩水で湿らせたガーゼで包み、先に調製 した粕床に埋め込み5℃ で保存した。

(3)イ クラの硬度 (破断強度)測 定

レオメーター (サン科学船 CR-200D)で破断試験を行つた。プランジャーは直径

10 11ull円筒型のものを用い、試料台上昇速度は毎分 60 11ullとした。

3。実験結果

イクラの保存試験を行つたところ、冷蔵 1週 間で魚卵が硬化 し始めた、特に板粕

処理 した場合には卵膜の硬化が著 しく進行 した。一方、醤油滓を加えることでイク

ラの硬化が大幅に抑制された。また吟醸粕で漬け込んだものについては、未処理の

ものに比べわずかに硬さが上昇 した程度であつた。このことから、酒粕を使用する

場合は、板粕よりも吟醸粕が適すると考えられた。また、吟醸粕の場合も醤油滓を

加えることで軟化が認められた (図参照)。 醤油滓処理によってイクラの卵膜が軟
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化される現象は、醤油製造に用いる麹が高プロテアーゼ活性の菌株であり、醤油滓

にプロテアーゼ活性が残存 しているためと考えられた。

イクラ保存試験で風味や色調を観察した結果、酒粕には魚臭マスキング効果が認

められ、醤油滓を使用することにより、イクラを軟化すると同時に醤油の風味が付

与された。醤油滓にも特有の香 りがあるが、酒粕を利用することによってマスキン

グされた。 したがって、吟醸粕 と醤油滓を混合 して用いるのが、最適であると考え

られた。また、通常 5℃ 程度の温度帯では数週間しか日持ちしないイクラが、風味

や色調が良好な状態で2ヶ 月以上保存可能であつた。

1000

保存期間(週)

0コ ントロール ‐E‐板粕 =←吟醸粕 ― 板粕+醤 油滓 ―×―吟醸粕+醤 油滓

図 醸 造副産物による処理がイクラの硬さに与える影響

4.平 成 13年 度計画

今後、醤油滓のプロテアーゼの活用法について、使用のタイミングや添加量など

処理工程を改善する予定である。また、塩イクラではなくサケ卵を直接処理するな

ど材料面でも検討を進める。

００６

（Ｊ
撻
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督
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味噌用優良酵母の検索              (Hlo～ 12)

発酵食品部調味食品科 山 木携 濱 岡直裕 池 田隆幸

研究の目的と概要

味噌の製造に利用される有用微生物として酵母があり、酵母は、未熟臭 ・温醸臭の

除去や芳香性の付与に効果を示す。酵母の生成する香気成分の中には、抗酸化性など

の機能性を有するものがあるという報告もあり、優良酵母を選択利用することは味噌

の品質向上につながる。本研究では、道産味噌の更なる品質向上の一方法として、北

海道独自の優良味噌用酵母を選択し、それを味噌醸造に利用することを目標とする。

優良味噌用酵母の検索には、味噌用酵母を正確かつ迅速に菌株 レベルで分離 。同定す

る技術が必要である。この技術を確立することは微生物汚染防除の面からも極めて有

効であるにもかかわらず、現在はまだ確立されていない状況にある。そこで、昨年度

は RFLP法 (Restriction Frag■ent Length Poly■orphis口;制限酵素断片長多型)を用い

て、味噌用酵母の分類技術についての検討を行つた。その結果、味噌用酵母をいくつ

かのグループに分けることはできたが、すべての菌株間に差異を見いだすことはでき

なかった。本年度は、RFLP法 で得られた DNA断 片を更に別の方法で検出し、味噌用耐

塩性酵母の菌株レベルでの識別の可能性について検討 した。

*予 定される成果

。優良味噌用酵母利用による道産味噌の品質向上

・味噌用酵母の迅速かつ簡便な分離 。同定技術の確立

試験研究の方法

1)供 試菌株 :味噌の主発酵酵母である Zygosacc力aroryces rο」x′′9株 ((財)発酵

研究所より購入した IF0 1876、‖30、0525、0505、0523、0439の 6株 と当セン

ター所有の 3株 )を 用いて試験を行つた。(以下 Rl～R9と 略す。)

2)制 限酵素による切断 DNA断 片 :各菌株の制限酵素による切断断片は、昨年度調製

した試料を用いた。昨年度は3種 類のプライマーセット (ss、18s,25sとする)で

増幅された産物を 17種類の制限酵素で切断した結果、47通 りの切断パターンを

得ている (平成 ‖ 年度事業報告参照)。これらの切断断片試料をフェノール/クロ

ロホルム抽出によって精製 した後電気泳動 した。

3)ポ リアクリルアミドゲル電気泳動 (PAGE):低 分子量のバンドを精度よく検出する

ために、スプレデックスポリマー NAB(エ ルクローム社)を 添カロしたポリアクリル

アミドゲルを、検出したい DNA断 片の分子量に合わせて、6～1%の ゲル濃度で作製

した。電気泳動は、ゲル濃度に合わせて、80～150Vの定電圧で、90～120分泳動し、

泳動後、サイバーグリーン染色を行い、得られた検出パターンを菌株毎に比較 した。

3 結 果

RFLP法 によつて得られた47試 料をポリアクリルアミドゲル電気泳動 した結果、5試 料で

味噌用酵母をいくつかのグループに分類することが可能であつた。それは、18sプ ライマー
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[写真 1]

‖K Rl R2 R3

Rl,R3,R6^VR9

R4,R5    R3,R6,R8   R7,R9

増幅産物を制限酵素 1)Лε′:、2)″腋 :、3)ra9:、

4)rr」′|で切断した試料と、25sプ ライマー増幅

産物を5)βfa:で 切断した試料の 5種 類であつた。

これらの結果と昨年度得られたアガロースゲル

電気泳動の検出パターン結果を組み合わせると、

1)25sプライマー増幅産物の Bfa i切断パターンの

1.2%ア ガロース電気泳動(写真 1)、

2)18sプライマー増幅産物の rrυ′:切断パターンの

ポリアクリルアミド電気泳動(写真 2)、

3)25sプライマー増幅産物の rrla:切断パターンの

1.2%ア ガロース電気泳動(写真 3)

によつて、供試 した9菌 株が、 l Rls ‖ R2、

‖I R3,R6、 :V R4,R5、 V R7,R9、 V:R3 の

6グ ループに分けられることが示された (図1)。

4 要 約

優良味噌用酵母検索のために必要な味噌用酵母の

迅速な分離 。同定技術について、遺伝子工学的手法を

用いて検討した。その結果、味噌用酵母をその他の

酵母から識別することができ、味噌の雑菌検出に

有用であることがわかつた。一方、今回の試験菌株を

菌株 レベルで完全に識別することはできなかつたが、

一部グループ分けすることは可能であつた。

図 1 味 噌用酵母の分類の流れ(左図)

‖Kは 、マーカーの略で、それぞれの写真の

マーカーは、

写真 1 100bp DNA:adder(シ グマ)

写真 2 20bp ladder(タカラ)

写真 3 200bp step ladder(プロメガ)

である。

R9R8R7R6
Ｅ
υ

ｂ
ＫR4

R2,R4,R5

[写真 2]

‖K Rl R2 R3 R9R8R7R6

↓

R5R4

↓
[写真 3]

M K  R l  R 2  R 3  R 4  R 5  R 6  R 7  R 8  R 9

R2  R4,R5  R3,R6  R8   Rl,R6  R7,R9
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食品中の手L酸菌による有害微生物阻上に関する試験研究   (H10～ H12)

発酵食品部 調 味食品科  池 田隆幸 山 木 携  濱 岡直裕

1。 研究の目的と概要

人類は乎L酸菌発酵食品を数千年にわたり摂取してきてお り、健康への寄与が科学的にも

証明され安全性も保証されている。最近、大腸菌0157、黄色ブ ドウ球菌による食中毒が増

え抗菌製品などの売れ行きが伸びているが、乳酸菌の持つ静菌 ・殺菌効果についても注目

されてきてお り食品保蔵への利用研究が必要となってきている。抗菌物質を生産する乳酸

菌については、欧米で乳由来乳酸菌を元に研究が進んでいるが、植物由来乳酸菌の抗菌物

質についてはその研究は始まったばかりと言える。北海道においても漬け物、味噌および

醤油製造は重要な食品産業であり、食品の安全性に関心が高まっている中、安全で安定な

食品を本道から提供 し続けることが、他府県産食品に対する差別化の点からも極めて重要

なアイテムとなっている。このため乳酸菌由来の抗菌物質および乳酸菌による有害微生物

制御技術を構築し、本道食品にあらためて安全という付加価値をつけ加えることがきわめ

て有効な手段である。本試験研究では、これまで研究のほとんど行われていない植物由来

の乳酸菌を用いて有害微生物の生育を制御する技術を作 り出すことを目的とする。

予定される成果

・乳酸菌による食品保存技術の確立

。日持ちの良い食品

2.研 究の方法

供試菌株

抗菌物質検索のために使用した菌株は、当研究センターの保存菌株、 L商 は“熔 滋 湖s

subsp.び笏″お IF0 3247、 ム 闘 s subsp.闘 s IF0 12007、 T″ψ ““麟 乃αJ"乃〃餐

」CM 5888、B“州熔 w肪 燃 ISW 1214、S′″り:∝“閉 αzグ鍬s IF0 14462を用いた。

培地

乳酸菌の生育にはGYP培地 (乳酸菌マニュアルー分離から同定まで一
 p15、 朝倉書店 )を

用いた。そのほかの菌の培養にはLB培地 (バク トトリプ トン 1%、 酵母エキス 0.酬、NaCl

O.5% pH 7.3)を 用いた。

乳酸菌の分離

乳酸菌の分離源として、市販の韓国産キムチ2種 類と京都の漬け物である千枚漬け、柚

子大根を用いた。これらのサンプルを10ppmのシクロヘキシミドおよびアジ化ナ トリウムを

含むGYP白亜寒天培地に塗布し、酸の生成によってハローが生じた菌を乳酸菌として分離し

た。

混合培養
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キャベツ lkg、キュウリ 300g、ニンジン 50gを ミキサーにかけ粉砕 した後、野菜ジュ

ース800mlを得た。これを濾過した後、2%NaCl、 0.1%グルコースを添加し、120°C15分間の

オー トクレープを行い培地とした。これに、前培養 した大腸菌および単離乳酸菌を1×105

個接種し、1日、 2日 、 5日 目に菌数およびpHを測定した。

3.実 験結果

発酵途中の味噌及び漬け物それぞれを10ppmのシクロヘキシミドおよびアジ化ナ トリウム

を含むGYP白亜寒天培地で酸を生成した乳酸菌と考えられる菌を約それぞれ20株ずつ分離し

た。それぞれを、GYP液体地で培養 しその培養上清をpH7に調整した後バクテ リオシンの検

索を行った。その結果、いずれの乳酸菌も抗菌活性を示すことがなかった。しかし、 これ

らの漬物中には他の微生物は検出されていないことから何 らかの抗菌成分があると考え、

キムチ由来の乳酸菌を大腸菌との混合培養を行った。その結果、表 1示 すように、乎L酸菌

との共存により大腸菌の生育が抑制され、さらに5日 後にはほとんど死滅されることが明

かとなった。一方、乳酸菌は培養 5日 日においても、優位に存在し大腸菌を圧倒している

ことが示された。この事実から、漬物などの植物素材においても乳酸菌が生育することで、

安全なしかも日持ちする食品が伝統的に作 られてきたことを示している。昨今、漬物が調

味料漬けとなり、微生物検査で多量の大腸菌が検出されることから、今後これらの微生物

を用いた発酵を見直す必要があると思われる。

表 1 乳 酸菌と大腸菌の混合培養

培養   培 養時間

(日 )

大腸菌数

(CFU/ml)

乳酸菌数

(CFU/ml)

pH

大腸菌のみ   1

2

5

5 . 6

4 . 9

4 . 9

3 .0  X  10 r  '

5 .5  X  101  1

I  . 0X  105

大腸菌+乳酸菌  1

2

5

4 . 3

4 . 2

4 . 1

3 . 4×10 9

1 . 8×10 9

3 . 0×10 1

3 . 0×10 1 1

1 . 9×10 1 2

2 . 3×10 9

4.要 約

これまで分離してきた植物由来の乳酸菌を用いて大腸菌などの有害微生物の生育を制御

する微生物を探索し、植物エキス中で大腸菌の生育を抑え数 日で死滅させることが明かと

なつた。漬物製造においても手L酸菌の添加によって大腸菌を押さえることができると考え

られた。
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1.

低温処理を応用した食品のシェルフライフの延長に関する研究 (H12～ H14)

発酵食品部発酵食品科  柿 本雅史 田 村吉史

富永一哉 田 中常雄

研究の目的と概要

食中毒事故が頻発し大型化する中で、食品業界では一層食品衛生に対する関心が高ま

り、多くの工場でHACCPが 実践されるようになってきた。また、食品加工業者にと

つて販売している食品の安全性とシェルフライフの確保 0延長は最も重要な課題であ

る。しかしながら、食品の中には加熱殺菌ができないか、あるいは加熱すると食品の商

品価値が著しく低下してしまうような食品もあり、この様な食品に対して加熱以外の方

法で微生物を制御する技術が必要とされている。

本研究は、ハー ドルテクノロジーで提唱されている温和な食品保存技術の考え方に基

づく研究である。 微 生物を半致死またはそれほど苛酷でないス トレスにさらした時、

微生物はス トレスの程度に応じて生存状態から損傷状態、そして死滅状態に変わると考

えられている。この損傷状態にある細胞は、ス トレス直後では生きてるのか死んでいる

のか判定出来ない状態にあるが、時間の経過や栄養条件が整えば損傷が回復し増殖を開

始する。本研究は食品を凍結 0冷蔵処理することにより発生する損傷菌に対し、既存の

微生物制御技術を併用し損傷回復を妨げ、食品のシェルフライフを延長させる事を目的

とする。

本年度は、大腸菌を接種した液体培地に凍結処理と抗菌性物質の添加を併用する事で

発揮される増殖抑制効果について検討した。

【実用または予定される成果】

・非加熱食品の微生物制御技術の開発

・冷凍冷蔵食品のシェルフライフの延長および品質向上

試験研究の方法

1)凍 結及び解凍条件と増殖抑制効果の確認方法

供試菌は大腸菌― 力 `滅「JCM1649を 用い、凍結試料にはNutrient Brothを使

用した。前培養した供試菌を約 1 04ch/mlに なるように試料に接種し供試菌液とした。

凍結は-30℃ の空冷フリーザーにて行い、解凍は10℃ の恒温水槽にて行った。解凍

後、バイオフォ トレコーダー (猟‐112Dアドバンテック社製)に て30℃ 培養し、6 6 0 nln

の濁度変化を測定して増殖抑制効果を判定した。

A:凍 結日数と増殖抑制効果の検討 (抗菌性物質無添加)

供試菌液を1、 7、 14日 間凍結し、凍結日数と解凍後の増殖抑制効果の関係につい

て確認した。

B:凍 結処理と抗菌性物質の併用効果

抗菌性物質には市販の焼成ホタテ貝殻Ca製 剤 (以下ホタテCa)を 用い、所定濃度

2 .
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になるように試料菌液に添加した。試料菌液の凍結は1日間行い-30℃ 区 (凍結保存

区)と した。対照に1日間5℃保存した5℃ 区 (冷蔵保存区)を 設け、増殖抑制効果を

確認した。

3。 実験結果

A:大 腸菌が増殖を

開始 した時間は凍結 曰

数 1日 で 9時 間、 14

日で約 10.5時 間であ

り大きな差はなく、単

なる凍結 日数の延長で

は凍結損傷による回復

を抑制する事は出来な

かつた (図‐1)。やはり、

他の微生物制御技術を

併用 し損傷回復を抑制

.す る必要がある事が認

められた。

5 10 15

培養時間(H)

図-1凍結日数と大腸菌増殖抑制効果
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凍結とホタテCaを併用した大腸菌増殖抑制効果

の添加率が0.03、 0.04%で はほとんど抑制効果が無かったのに対し、0.05%で

は大きな抑制効果が得られた。このことから添加率と抑制効果は、添加率の上昇と共に

抑制効果が徐々に向上するのではなく、ある一定の添加率を境に一気に効果を発揮する

関係にあると考えた。また5℃ の冷蔵保存で同様の効果を得るためには添加量の増加が

必須となるため、併用処理は抗菌性物質の減量化にも寄与する事が示唆された。

4.平 成 13年 度計画

水畜産加工食材を用い、凍結処理と抗菌性物質を併用した増殖抑制効果について検討

する。

0       10       20       30       40       50       60

培養時間(H)
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発酵食品製造用酵母の乾燥スターター化に関する研究 (H12～ 14)

発酵食品部発酵食品科 田 村吉史 柿 本雅史 富 永一哉 田 中常雄

1.研 究の目的と概要

酵母によつて作られている発酵食品を安定に作る場合、酵母の添加と培養管理は不可欠

である。製造に使用される酵母を乾燥スターター化することで、これらに関わる労力の低

減とコス トダウンが可能となる。本年は味噌用酵母の ドライスターターの生菌数向上を主

に検討した。味噌用酵母である耐塩性酵母 ドライスターターの基本特許はすでに取得済み

である (特許公開 2000 2̈45439)が、改良の余地がいくつかある。生菌数の向上とパイロ

ットスケールによる製造法の確立である。 ドライスターター技術が確立すると、現在酵母

に添加を行つていない工場では、手軽に酵母添加が行えるようになり、香りの高い製品が

作れる。現在酵母添加を行つている工場においては培養管理から解放され、省力化が図ら

れる。耐塩性酵母の ドライスターターの実用化により、当センターが保有する酵母の乾燥

スターター化技術が充実し、得意分野として確立される。乾燥酵母製造可能な工場は日甜

清水工場だけであり、この点からも本道企業の発展につながる。

2.試 験研究の方法

酵母は、株式会社菱六所有の統 θs“働α″ο弯聡 “ ′M2株 を用いた。

糖蜜培地組成は、糖蜜(日本甜菜糖榊製)15g、尿素 0.5g、ポリペプ トンS2g、NaCl 100g、

純水 100ml、pHは 無調整とした。塩分添加量による影響を検討する場合は、糖蜜培地組

成中のNaClを 0,2.5,5,7.5,10%に変化させた。ポリペプ トンSの 場合は無添加培地とし

て糖蜜培地中のポリペプ トン Sを 除いた。糖蜜流加による影響では、培養 2日 日に 7.5g

の糖蜜添加区、初期糖蜜量22.5g区を設定した。

培養は 500ml容バッフル付き三角フラスコに培地 100mlを入れ、振とう培養器により

150rpm、30℃ によつて行つた。また 4Lジ ャーフアーメンターの場合は、培地 3Lに 消泡

剤としてアデカノールを0。1%添カロし、30℃、150rpm、lWMに よつて行つた。

乾燥スターターの作成方法は、培養液を遠心分離(5000rpm、10分 )により上澄を除去し、

濾紙による圧縮脱水によつて酵母ケーキを作成する。これを約 lmmの メッシュを通して

粒状に加工し、低温下で乾燥させスターターを作成した。

3.実 験結果

培地中の食塩濃度の影響を検討したところ、培養には食塩濃度が低い方が良いが乾燥後

の生菌数を維持するには高塩分による培養が必要であつた (図 1)。味噌用酵母の培養に

は通常生醤油培地や味噌エキス培地などが用いられている。糖蜜培地においても添加して

いるポリペプ トンS無 しでは培養時に若干菌数が低くなり、乾燥するとその差はさらに広

がる。生醤油、味噌エキスに変わる培地成分としてポリペプ トンSは 重要な成分であり培

養ばかりでなく乾燥においても欠かせないものである (図 2)。培地中の糖分はポリペプ

トンSの 有無による菌数増加による影響を若干受けるものの、48時 間後には単糖はなく

なっていた。48時 間後には糖切れを起こしている状態となり、その後も糖がないまま培
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養を続けたことになる。培養時の菌数は若干低下

しているにもかかわらず、乾燥後の生菌数では糖

切れしたまま培養を続けた 72時 間後の方が高い

値を示している。培養液中の糖分が無くなった48

時間後に糖を追加添加し 72時 間後に培養を終了

させて菌を回収する方法で培養を行った。通常培

養区と初期段階から添加する分の糖量を添加した

区を対照とした。培養終了時菌数は、追加添加区

が最も多く、初期添加区、通常培養区であつた。

乾燥後菌数は追加添加区、通常培養区、初期添加

区の順となった。乾燥後の生菌数の差は培養時生

菌数の差よりも大きく、糖の追加添加が ドライス

ターターの生菌数向上に寄与することを示してい

る (図省略)。培養後の菌体洗浄は図 2に 示して

いるように著しい菌数の低下を起こす。洗浄によ

ってスクロースが菌体表面から無くなることによ

り乾燥ダメージが大きくなったことと、洗浄によ

り菌体内に蓄積された トレハロースが減少したこ

とが原因と考えられる。この結果、耐塩性乾燥酵

母を高い生菌数を持った ドライスタータにするた

めには、食塩 10%、ポリペプ トンSを含む糖蜜培

地を用い流加培養し、菌体内 トレハロース量を高

め、菌体洗浄しないで、乾燥化することが重要で

あることが解つた。

4Lジ ャージャーメンターではフラスコ試験で

得られたような生菌数を持つ ドライスターターが

出来なかった。ジャーファーメンター培養ではジャー内に空気を送り込んでいるため、泡

が立つのを抑えなければならない。泡は排気口を詰まらせ培地の逆流を引き起こす。その

ためジャーファーメンター培養では消泡剤を 0.1%添加した。この条件で 3日 目に培養を

終了し乾燥すると生菌数は著しく低い。そこで培養期間を長く設定し菌数の推移と乾燥後

菌数の推移をみた(図3)。乾燥後生菌数では、培養期間が長いほど高い菌数となっていた。

しかし1ぴ。個/g以上の菌数にはなっていない。消泡剤の添加により全く泡は立たなくなっ

たが、同時に培地中の溶存酸素量不足を起こした可能性がある。これがフラスコ試験と同

様の結果が得られなかった要因と考えられる。

4.平 成 13年度の計画

耐塩性酵母の無塩培養乾燥技術の検討

下面発酵ビール酵母の培養法と乾燥法の検討
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2.

食品加工機械の制御方法に関する試験研究

―ゆらぎ制御の食品工業への応用について―

(H12～ H14)

応用技術部食品工学科 熊 林義晃 清 水英樹 河 野慎一

1.研 究の目的と概要

ゆらぎ制御は、快適性を付与したり省エネルギー化する目的で、家電製品等に

おいて実用化されている。ゆらぎ制御を食品加工機械に適用できれば、省エネル

ギー化の可能性や機械を使用して効率的な生産を行いながら、天日乾燥や手ごね

に近い品質が得られる可能性がある。本研究は、食品の加工機械の制御にゆらぎ

制御を応用することを試み、そこから得られる試料の品質について検討すること

を目的とする。

今年度は、通風乾燥機への応用について検討し、制御方法の検討と制御装置の

製作を行つた。乾燥対象として肉を用い、乾燥の基礎的データの収集を行つた。

*予 定される成果

。ゆらぎ制御技術の食品分野への利用技術の開発

試験研究の方法

通風乾燥機は、恒温室 lW2.8×D2.2×H2.3m)内 部に送風機 ((株)ヤ ナギヤ

CF-80 軸 流式 羽 根直径 0.76m)と 風洞 鰤「1.1×DO.8×HO.8m)を 置き、構

成した。送風機の回転速度は、インバータ (富士電機製 FVRO。75EllS2)の 周

波数を設定することで調整した。周波数の設定はPCを 用いて行い、20、30、40、

501セ の固定の場合と20～50Hz間 のゆらぎ制御とを設定した。風速は、風速計

(妹 )カ スタム Cw‐20)で 風洞の中心部と周辺部で平均風速を測定し、それら

の平均値を測定値とした。(通風乾燥機構成 図 1参照)

乾燥試料として、牛肉 (乳用廃用牛の半腱様筋)を 用いた。試料は、筋繊維に

平行に 2×2×5cmの 角柱状に切出し、塩漬液 (食塩 8.00w/wO/o、亜硝酸M

O.06w/wO/0)に 5℃の環境で3日 間浸漬した後、試験に供した。恒温室内部環境は、

サラミ等の肉の乾燥を想定し、17℃ 。75%RHに 設定した。試料は、羽根からlm

の距離で風洞の底部から0.5mの 高さにある金網 (10mmメ ッシュ)の 上にのせ

た状態で乾燥させた。

試料の評価は、乾燥開始後 24、48、72時 間の肉の乾燥物について含水率と硬

さについて行つた。含水率は試料表面部 (厚み約 2mm)、 試料中心部と試料断面

部について乾燥法 (105℃)で 測定した。硬さはレオメータ (サン科学CR220D)

を用いて測定し、3mm圧 縮した時の荷重を硬さとした。

実験結果

図2に インバータ周波数と平均風速の関係を示した。周波数の増加に伴い風速

は比例して大きくなった。周波数 20～50Hzの 間でゆらぎ制御を行つた場合、平

3.
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4 .

均周波数は32.6Hzで 平均風速は2.9m/sと なり30Hzの 値とほぼ同じ値となった。

図3に インバータの設定周波数と乾燥物の硬さの関係を示した。ゆらぎ制御の

場合、48、72時 間後の硬さについて周波数固定の場合に比べて柔らかい傾向が見

られた。周波数固定の場合、72時 間後の硬さについては、周波数が高いほど柔ら

かい傾向が見られたが、24、48時 間後については差は見られなかった。

図4に 乾燥物の断面部と中心部の含水率の関係について示した。24、48時 間

後ではいずれの含水率も周波数の違いや制御方法の違いによる差は見られなかっ

た。72時 間後では、20、30、40Hzの 含水率はほぼ同じ値であったが、50Hzと

ゆらぎ制御の場合は含水率はやや高めの値となつた。図示していないが、表面部

の含水率は周波数や制御方法に関係なく乾燥時間毎にほぼ一定の値であった。

50Hzの 場合、試料表面部の水分蒸発が急速に進むことで厚い乾燥領域が形成

され、内部からの水分移動が妨げられることで含水率が高いと考えられた。ゆら

ぎ制御の場合、平均風速は 30Hzと ほぼ同じであったが、含水率の数値は 50Hz

に近いことから、蒸発能力は50Hzに 近いものがあると考えられた。しかし、48、

72時 間後の硬さでは、50Hzと ゆらぎ制御との間に差が見とめられ、内部の水分

分布や乾燥した組織の状態に違いがでている可能性があると考えられた。

平成 13年 度計画

通風乾燥機への応用検討

(大きな試料の乾燥試験、ゆらぎ幅の設定など制御方法の検討
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ロ
ロ
奮
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図1 通 風乾燥機の構成
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図2 周 波数と風速との関係
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図3 周 波数と乾燥物の硬さとの関係

中心部含水率 固

図4 乾 燥物の断面 。中心部の含水率の関係
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においセンサを用いた 「香 り」の客観的評価に関する研究     α 12‐13)

応用技術部 食 品工学科 河 野慎
一

 熊 林義晃 清 水英樹

はじめに

官能評価の 「香 り」は主要な品質構成要素の一つである。現在 「香り」の測定は

人間の官能検査によつて行われるのがほとんどである。官能評価は、再現性の間

題、官能試験を行 う手間などの問題がある。本試験では、におい識別装置を用い

て 「香 り」を客観的に評価する事を目的とする。今年度は米を供試材料とした。

米は、日本人にとつて剛1染みがあるため官能評価が他の食品に比べ容易であるこ

と、また、食味計により官能評価が数値化されているが、現在市販されている機

器では香 りの項 目は考慮されておらず、研究段階であること、などの理由から本

試験に供した。精白米の測定条件の調査、測定日間変動の調査を行つた。

【実用または予定される効果】

。「香り」の客観的評価方法の確立

・官能値の 「香 り」の推定方法の確立

実験方法

供試材料は 「きらら397」 の玄米を揚精 して用いた。掲精歩留を調整 し、糠

臭の違いを調査した。測定は、精白米 20gを ポリエステル製のサンプリングバッ

グに入れ、高純度の空素ガスを封入 し、サンプルバッグ内に、におい成分を飽和

させ、においガスとして測定に供 した。測定は 1サ ンプルにつき4回 繰 り返 して

行つた。また、測定日間変動を調査するために、0.25%酢酸溶液 250μノを用い同

様の手順で測定に供した。装置による測定は、島津製作所製、におい識別装置 FF‐

1を 用いた。この装置は前処理部と検出部に分かれ、前処理部には捕集管が、検出

部には6個 の酸化物半導体センサが装備されている (図1)。前処理部では、本体

に吸入 されたにおいガスの、濃縮、乾燥、検出部への加熱追い出しが行われる。

検出部では、においガスの吸着によつて起こる、酸化物半導体センサの電気抵抗

値の変化を測定する。この抵抗値を用いて、以下の式により測定値を算出した。

ν =-logo7Rb)M:測 定値 R:測定中の最小電気抵抗値 Rb:ベース電気抵抗値

2 .

測定値は 6個 の各センサについ

て算出した。すなわち、 1サ ンプ

ルにつき6個 の測定値が得 られる

ことになる。サンプルの比較を容  |

易にするために、これ らの測定値

を用いて主成分分析を行い、その

結果を2次元グラフ上に表示した。   図 1 に おい識別装置 FF…1の構成
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3.実 験結果

表 1に 、におい識別装置による精白米の測定値を示 した。各サンプルの測定値

は4回 の測定の平均値を示 した。また、各測定値の主成分分析結果を図 2に 示 し

た。掲精歩留ごとに、グループ分けでき、糠臭の識別が出来た。主成分分析の Scorel

には糠臭の強さに対応 していると思われた。また、表 1の結果より各サンプルに

は最大 0.10(‐10gCR/Rb))程度の測定日間変動が認められた。

表 1 に おい識別装置による精白米の測定値

~面
隈葬T~¬ 印隔夢留   CHl CH2     CH3 CH4 CH6

8 / 3 0  8 8 . 0 %  1 . 5 9   1 . 4 3   1 2 6   0 . 5 5   1 . 1 9   1 . 0 0

3/30     92.20/0      1.91 1.65       1.53       0.68

8/30     93.60/0      2.04       1.73       1.61       0.73

1.38       1.26

1.47       1.40

8/31   88Ю %    1.61

8/31     92.20/0      1.87

8/31     93.60/0      1.99

1.47

1.65

1.72

1.24

1.46

154

0.59 1.22 1.09

1.32

1.44

0.69

0.75

137

1.45

そこで、安定な単
一物質であ

ると思われる酢酸を調整 し、同

一サンプルについて測定 日を変

えて測定を行つた (表2)。 その

結果、同一サンプルの測定にお

いても、測定 日変動が認められ

た。測定 日変動は、校正を行 う

ことで補正可能であると思われ

る。校正に用いる物質は、安定

な単一物質で、対象 となる試料

の香 り成分に含まれる物質を用

いることで、より適正な校正が

行われると予想される。

MARKER

●0831-936%

糠0831-922%

・.0831-380%

口0830-936%

。10830-922%

|10830-880%

0

Score 2

図2 精 白米測定値の主成分分析結果

表2 に おい識別装置による酢酸の測定結果

試料作成日 測 定日 CHl' CH2' CH3・  CH4 CH5' CHび

10/5      10/5    1.04    1.12    0.87    0.54    0.82    0.71

10/5      10/6    1.10    1.16    0.93    0.54    0.88    0.76

※各チヤンネルの*は、t検定により危険率 5%で測定日間に優位差が認められたチャンネルであることを示す。

4.平 成 13年 度計画

校正方法の検討

測定結果、官能評価間の相関調査
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魚類コラーゲンおよびその分解酵素に関する研究 (H10～ H12)

応用技術部生物工学科 長 島浩二 川 上 誠  中 川良二 奥 村幸広

1 研 究の目的と概要

北海道の水産未利用資源の一つであるサケ ・マスの皮を有効利用するために、これ

に含まれるコラーゲンおよびその分解酵素の一次構造を明らかにすることを目的とし

ている。これまでに、北海道大学および当センターのグループは、サケ ・マス皮コラ

ーゲンの人工皮膚素材としての有効性を示した。また、当センターと (株)ニ ッピコ

ラーゲンエ業の共同研究により、同ゼラチンの新規食品素材としての可能性が示され

ている。本年度はシロサケTpeIコ ラーゲン・α2サ ブユニット(scoLlA2)全 長 cDNA

の取得を達成し、現在塩基配列を決定している。

<実 用又は予定される成果>

・サケ皮コラーゲンの修飾やペプチ ド製造での利用。

2 試 験研究の方法 (図1参照)

(1)sCOLlAの ヘリックス領域 cDNA断 片のクローニング

既知 COLlAの 塩基配列からヘリックス領域の一部を増幅する縮重プライマーを設

計し、シロサケ稚魚由来 cDNAを 鋳型として PCRを 行った。得 られた増幅産物は

pGEM‐ Tベ クター (PrOmega社 )に 連結後、大腸菌 XLl‐blueに 導入し、クローニン

グした。塩基配列はダイターミネーター法により決定した。

(2)sCOLlA2の 5'および 3'末端領域 cDNAの クローニング

sCOLlA2の ヘリックス領域 cDNA断 片の塩基配列および C―ペプチ ド領域 cDNA

断片の塩基配列 (HH年 度事業報告参照)を 基に『RACEお よび gRACE反 応を行い、

それぞれ sCOLlA2の 5'および 3'末端領域 cDNAを クローニングした。

(3)sCOLlA2の 全長 cDNAの クローニング

sCOLlA2の 5'および 3'末端 cDNAの塩基配列を基に LA―PCRを行い、sCoLlA2の 中

間領域 cDNA断 片をクローニングした。RACE反 応で得られた DNA断 片と合わせて

sCOLlA 2の 全長 cDNAと した。

3 実 験結果

COLlAの ヘリックス領域の一部を増幅する縮重プライマーを用い、シロサケ稚魚由

来 cDNAを 鋳型として PcRを 行った結果、約 170bpの DNA断 片が増幅された。こ

のDNA断 片を大腸菌にクローニングし、16ク ローンの塩基配列を解析したところ、lo

クローンにコラーゲン関連 cDNAが 含まれていた。すなわち、野pe Iコラーゲンα2

サブユニット (α2[I]と 略す)cDNAと 思われるものが 1ク ローン、αl[I]が

3ク ローン、αl[Ⅱ ]が 4ク ローン、αl[XⅢ ]が 1ク ローン、αl[XVⅡ ]が 1

クローンであった。本研究で用いた縮重 PcR法 は、各種生物由来コラーゲン遺伝子の

クローニングに応用でき、コラーゲンの比較生物学的研究にとって有用な方法である
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4 要 約

応を行い、sCOLlA 2の 5'

および 3'末端領域 cDNAを

クローニングした。さらに

これ らの塩基配列 を基 に

sCOL l A 2の 中 間 領 域 の

cDNAを クローニングした。

現在、全長の塩基配列を決

定している。

縮重 PCRと RACE反 応

の組み合わせにより、シロ

サケ TいeIコ ラーゲン ・α

2サ ブユニットの全長cDNA

ＣＰＡＧ
／

ＧＥＱ
Ｉ
．一

YWIDPN

縮重PCR ＼ コ

と思われた。

今回新たに解析さ

れ た シ ロ サ ケ

COLl A 2ヘ リックス

領域部分アミノ酸配

列 (45ア ミノ酸残

基)と ニジマス、カ

エル、イヌ、ウシ、

ヒト、ネズミのそれ

らを比較 した結果、

《]オ■妥ゴオ■98, 67, 60,

5 8 , 6 0 , 5 8 %のホモロ

ジーが観察された。

QNITYHCKN

L/
5'RACE 3'RACE

図1 シロサケコラーゲンcDNAの遺伝子増幅法(PCR】こよるクローニング

縮重プライマーの設計に用いられたペプチ ドのアミノ酸配列が示されている。

IGFPCPKG, GEQGPAC, WIDPN, QNITYHCKNは それぞオ■ヒトCOLlA2の

アミノ酸番号492-499,544-550, H781183, 1266-1274に相当する。

国 Simal peptide□N―propeptide tt N telopeptide

Ell Helical domain M C―telopeptide tt C―propeptide

昨年度報告した COLlA2・ C_ペプチド領域部分アミノ酸配列 (82アミノ酸残基)の

比較では、ホモロジーはそれぞれ loo,63,68,69,68,62%であつた。これらの結果は

表 1にまとめた。C‐ペプチド領域は成熟コラーゲンには存在しない領域である (コラ

ーゲン分子の成熟過程で切り取られる)が 、ヘリックス領域と同程度の保存性を示し

ており、C‐ペプチドが何らかの重要な生理的役割を果たしている可能性を示唆してい

る。

「試験研究の方法」の項で述べたように、縮重 PCRに よって得 られた sCOLlA2の

C―ペプチ ド領域とヘ リックス領域部分塩基配列に基づいて 5'RACEお よび 3'RACE反

表1 シロサケを含む各種生物間の00LlA2ヘリックス領域
およびC―ペプチド領域部分アミノ酸配列のホモロジー

C―ペプチ ド領域ホモロジー%

1 2 3 4 5 6

1 .ネズミ

2 ヒ ト

3.ウ シ

4.イ ヌ

5.カ エル

6.ニ ジマス

7.シ ロサケ

8 2  7 9  8 0  6 1  6 2  6 2

9 1     8 9  9 1  6 9  6 8  6 8

93   91        93   69   69   69

91  100   91        69   68   68

67   71   69   71        63   63

58   60   58   60   69       100

58   60   58   60   67   98

ヘリックス園幽量型ピ ー%_

をクローニングした。縮重 PCRと RACE反 応を用いたコラーゲン cDNAの クローニ

ング法は各種生物のコラーゲン遺伝子解析に有用な方法であると考えられた。
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植物性食品由来乳酸菌の腸細胞付着因子に関する研究     (H10～ 12)

応用技術部生物工科 中 川良二 奥 村幸広 川 上誠 長 島浩二

1 研 究の目的と概要

乳酸菌は腸内菌叢に影響を与え、腸内腐敗の抑制効果のあることが示され、老化

防止や抗癌など健康維持に役立つと考えられている。乳酸菌の腸内腐敗の抑制機構

にはいくつか考えられているが、その中の一つに腸上皮細胞表層での病原性細菌と

の付着の競合がある。この付着には、乳酸菌の持つタンパク因子の関与が動物由来

の LactοbacゴIIυs acidの方ゴ]υsな どで報告されている。本研究は、植物性発酵食品

由来乳酸菌の腸内付着因子の検索および機能を調べることを目的としている。研究

最終年度の本年は、本研究により得られた乳酸菌の腸内腐敗に対する抑制効果とし

て、大腸菌 0-157の腸管付着阻害をヒト腸上皮培養細胞株 Cac02を用いて試験する

など幾つかの性質を調べた。

[実用又は予定される成果]

・植物性乳酸菌の腸内腐敗抑制効果の示唆

。本菌の漬物や味噌製造用スターターとしての利用展開

2 試 験研究の方法

乳酸菌の分離 :玄米沢庵漬、野沢菜塩漬、セロリ粕漬、朝鮮漬から MRS寒 天培地

を用いて分離した。

赤血球凝集反応 :赤血球はウサギ血液を PBSで 遠心洗浄 し、調製 した。試料液

の 1/2希釈系列に赤血球をカロえて混和し、37℃で 30分間放置後、凝集を判定した。

膜タンパク質の抽出と精製 :菌体を遠心分離により回収 し、PBSで 遠心洗浄 した

後、5Mグ アニジン塩酸塩で、37℃、5時 間反応させた。遠心分離後、上清を蒸留水

で透析 した。活性因子はイオン交換クロマ トグラフィーにより部分精製した。

Caco2へ の乳酸菌付着 i Cac。2細 胞を 37℃の C02インキュベーター (5%C02)で

2週 間培養後、核酸結合性を有する蛍光剤を用いて染色 した細菌を加え (最終濃度

0.D660=0・02)、 37℃、30分 間培養 した。培地を除き、PBS(+)で洗浄後、蛍光顕微鏡

で観察 した。細胞付着細菌数は、顕微鏡下での菌数をカウントし算出した。

3 実 験結果

腸細胞付着因子を検索する第一段階として、赤血球凝集能を有する乳酸菌の分離

を試み、上記漬物類から3種 の乳酸菌を得た。これら乳酸菌は 16S rDNA配列に基

づいた同定によって、 2種 は L.sake、残 りの 1種 は L.ρヱantar助の近縁種と推

定 した。 これ ら乳酸菌は蛍光顕微鏡 による観察から、対照 として用いた L.

acid∞ね」ヱυsと同様にヒト腸由来細胞であるCac02細胞に付着することが認められ、

漬物由来の乳酸菌が腸細胞付着因子を有すると考えられた。

L.ρヱantar助の近縁種と推定された乳酸菌の付着因子を部分精製 し、本標品の
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赤血球凝集に対する糖あるいは糖タンパク質阻害試験を行つた結果、本因子は単純

糖にはほとんど親和性を示さず、僅かにフェツイン、アシアロフェツインに対 して

親和性を示すことが明らかになった。

Caco2細胞に乳酸菌と同量の大腸菌 0-157(H7、毒素陰性株)を 加え、乳酸菌の

付着菌数を測定した (図1)。 L.acidορttlυsでは、付着数が約 70%減 少したが、

漬物由来乳酸菌では約 30%の 減少にとどまった。しかし、顕微鏡写真の結果から、

0-157に比べ乳酸菌の付着数がかなり多いことが解った (図2)。 腸の中に常在す

る腸内細菌にとって、腸の運動や食物の流れに抗 して腸内にとどまることは重要

であり、腸壁への付着は腸内細菌にとつて死活問題である。従つて、本乳酸菌が

Caco2細胞付着において大腸菌 0-157と拮抗的であるか今のところ明らかではな

いが、付着菌数が多いことから、少なくとも乳酸菌に一般的な酸産生などによっ

て漬物由来乳酸菌が腸内腐敗に有効に働くと考えられた。

乳酸菌のみ

○-157添 力日
■■■|:□漬物由来乳酸菌
::1■■■■1 ■ L.addoρ 力血 S

0    50   100   150   200   250

乳酸菌の付着菌数 (個/×200倍での視野)

図1.乳 酸菌のCac02細胞付着に対する大腸菌0157の 影響

図 2.乳 酸菌と大腸菌 0157の Caco2細胞付着の蛍光顕微鏡観察像 (400倍)

漬物由来乳酸菌は赤色蛍光、0-157は緑色蛍光で標識

要約

幾つかの漬物からヒト腸管由来細胞 Cac02に付着する乳酸菌を分離した。本乳酸

菌は腸内腐敗の抑制に効果があると考えられた。
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酵母の遺伝子情報解析と簡易検出に関する研究 ( H 1 2 - 1 3 )

応用技術部生物工学科 奥 村幸広 川 上誠 中 川良二 長 島浩二

研究の目的と概要

最近、遺伝情報の蓄積により、これに基づいた微生物の同定が、簡易で短時間に行え

るようになっている。食品で広く利用されている酵母に関して、食品中の微生物相を解

析することは、有用酵母の生育のモニタリング技術、あるいは汚染酵母の検出などの面
からも重要である。

当センターではこれまで、食品産業に関連する酵母約20種類に関してミトコンドリ

ア小リボゾームRNA(mt―sSrRNA)遺伝子の部分塩基配列解析を行ってお り1)、食品中の

酵母を短期間で簡便に検出。同定する技術への発展が期待されている。

本研究では、食品関連微生物の遺伝情報の蓄積を目的とし、酵母(mt_sSrRNAJ遺伝子
の解析を行い、分類 。同定技術に利用できる情報の抽出を行う。今年度は、上記遺伝子
の部分配列から、酵母の系統樹予測を行い、この部位に存在する遺伝情報について検討

した。

実用または予定される成果

。食品中での酵母の生育モニタリング法の開発
。発酵食品中の汚染酵母の簡易検出

試験研究の方法

実験に供した菌株は、(財)醗酵研究所の保存菌株のなかから、食品産業に関連する有

用酵母および汚染酵母として知られる23株のType strainを使用した(表1)。これらの酵

母懸濁液(lomM Trぉ_HCl,pH7.5)に最終濃度1%に なるようにザイモリエース20T(生化

学工業)を加え、35℃4時間処理したものを増幅の鋳型とした。プライマーは平成 H年

度と同じもの1)を使用し、PcRは 94℃30sec、50℃30sec、74℃30secの36サイクルで行っ

た。増幅産物は2%ア ガロースゲル電気泳動で解析し、明瞭な増幅産物が得られたもの

については、マイクロスピンカラムでDNA断片を精製し、塩基配列を決定した。塩基配

列のアライメントおよび近接結合法による系統樹推定には、clustal x Verl.8を使用した。

実験結果

得られた塩基配列について、clustal Xにてアライメントを行った。属内および属間に

おける塩基配列の相違度について検討したところ、属間では相違度が大きく、属内の相

表 1.供 試菌株

#Ol Candid.a intermedia

#O2 Debaryomyces hannsenii var. hansenii
#03 Debaryomyces hannsenii var.favryi
#04 Debaryomyces marama

#05 Kloeckeraspora occidentails
#06 Kloeckeraspora vineal

#07 Kluyveromyces lactis
#08 Kluyveromyces marxionus
#09 Kluyveromyces marxionus

(Type strain of Kluyveromyces flagilis)
#10 Pichia anomala
#11 Pichia membranifaciens

#72 Schizosaccharomyces octosporus

2.

IF0 0761T

IF0 0083T

IF0 0015T

IF0 0668T

IF0 1415T

IF0 1819T

IF0 1090T

IF0 10005T

IF0 1735

1F010213T

IF0 10215T

IF0 10373T

#13 Schizosaccharomyces pombe

#14 Saccharomyces bayanes
#15 Saccharomyces cerevisiae
#16 Saccharomyces pastorianus

IF0 1628T

IF0 1127T

IF0 10217T

IF0 1167

(Type strain of Saccharomyces carlsbergensis )
#77 Zygosaccharomyces rouxii IFO 11307
#18 Zygosaccharomyces mellis IFO 16157
#19 Zygosaccharomyces bailii IFO 10987

#20 llilliopsis saturnus var.murakii IFO 08977
#27 llilliopsis saturnus val- saturnus IFO 10697
#22 Wlliopsis saturnus var. saturnus IFO 0941

(Type strain of Hansenula beijerinckii)

#23 Zygowilliopsis californica IFO 08007
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表 2 属 内における塩基配列の相違度

Debaryomyces tt   Kluyveromyces tt   Saccharomyces tt    zygosaccharomyces属
#01 vs#02   0(%) #07 vs#08  44(%)  #14 vs#15  18(%)    #17 vs#18  16

#01 vs#03    13       ″ 07 vs #09   44         #14 vs #16   04           #17 vs #19   21

#02 vs#03    13       #08 vs #09   02         #15 vs #16    16           #17 vs #19   25

Williopsis tt    Kloeckeraspora tt   schizosaccharomyces tt Pichね属
#20 vs #21    07 (%)  #05 vs #06   41         #12 vs #13  201           #lo vs #11   319

#20 vs #22   07

#21 vs #22     0

相違度(%)=配列の異なる塩基数/比 較した配列の合計

表 3.属 間における塩基配列の相違度

E&
Debaryomyces

Kloeckeraspora

Kluyveromyces

Pichia

Saccharomyces

Schizosaccharomyces

Williopsis

Zygosaccharomyces

Zygowilliopsis

Candida Deb.

1499る

31.99ろ    31.8%

325%   318%

2449ら   228%

29.2%   29.4%

295%   29.6%

329%   325%

29.4%   29.5%

3592ら    361%

1899ろ

13.3つあ    1359ろ

14.49ら   12.2%

2659ろ   305%

249%   248%

17.9%   14.59る

26.39ら   24.9%

Sch W11

99%

190%   286%

10.7%   222%   279%

98%    95,3   302%   233%

1299ら   242%   28.29ら    14.5%   250%

図 1 酵 母 mt s̈srRNA遺 伝子の部分

塩基配列よ り推定 した系統樹

図中の数字は、プートストラップ確率
を示す。数字が!00に近いほど信頼性が

高い

# 1 8

# 1 7

# 1 9
Zygosaccharomyces lE

Saccharomyces lE

Kluyveromyces lE

Kroeckeraspora lE

#10 Pichia lE
#23 zygowilliopsis属

#22

#20 W11liopsis属
#21

#1l  Pichia月弓
Candida属

Debaryomyces属

ｍ

ｌ

ｓａｃｃ

鰤
ｒ＃０９珈
・＃０５
・＃０６

#04

61 3 Schizosaccharomyces lEl Schizosaccharomyces Fl

Outgroup

(接合菌類 И′′ο″ycas″αcragι″“s)

違度は小さい傾向にあった(表2.表3.)。Pichia属とschizOsaccharomyces属では、他の属

と比較して属内での配列の相違が非常に大きく、これらは異なる種に分類される可能性

が示唆された。また、アライメントした配列より、近隣接合法で系統樹推定を行った(図

1.)。その結果、属レベルの分類が明確な系統樹が推定できた。酵母のrRNA遺 伝子は、

核内18Sおよび26S rRNA遺伝子に関して研究が進められているが、本研究で検討した

mt―ssrRNA遺伝子は、これらと比較しても属間での変動が大きく、酵母の属 レベルある

いは種レベルの同定法として有用であることが示唆された。

4.平 成 13年度計画

酵母の簡易同定法としての有用性について、核内rRNA遺 伝子解析との比較を行う
1)北海道立食品加工研究センター平成 H年 度事業報告

#15

# 1 4

# 1 6

科

００‐

６９

２

#01

#02

#03
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超強力小麦粉を用いた各種パン類、麺類の開発     (Hll～ H13)

加工食品部農産食品科 山 木一史 中 野敦博 岩 下敦子 槙 賢治

研究の目的と概要

超強力小麦粉とは、カナダで1つの小麦銘柄として成立しているCanada Western

Extra Strong Wheat(CWES)のような超強力小麦から得られる小麦粉のことである。

この小麦粉はユニークな特徴を持っているため、カナダを中心に様々な研究が行わ

れているが、日本では十分に検討されていないのが現状である。

本研究では、特徴的な超強力粉の性質を利用し、超強力粉そのものの新しい用途

の開発、および超強力粉をブレンドすることにより用途が限定されている国産小麦

の各種有効利用法を開発することを目的とする。今年度は、昨年に引き続き中華麺

加工適性について検討を行つた。また、麺類カロエの展開として冷凍ゆで中華麺につ

いても検討した。

予定される成果

(例)。超強力粉使用による高品質な麺類の開発

試験研究の方法

試験には、超強力粉として Widcat(北 海道農業試験場栽培品、テス トミルに

よる60%粉 )、国内産小麦としてホクシン (市販品)を 、コントロールとして市

販の中華麺用粉 (外国産小麦)を 用いた。

(1)中 華麺加工適性の評価

ホクシンに種々の量の超強力粉をブレンドしゆでのびの効果を調べた。小麦粉

100%、 かんすい 1%、食塩 1%、水 36%で 製造した中華麺を用い、レオメーターに

てゆで麺の切断試験を行った。

(2)冷 凍ゆで中華麺の調製、評価

表の配合で製造した中華麺をゆで歩留まりが 220%に なるようゆでた後、ショッ

クフリーザー (富士電機関 USF16‐2CAA)に て急速凍結を行い、冷凍後は-30℃

で保存した。熱湯で45秒解凍後の麺を用いて切断試験を行い、冷凍麺を評価した。

3 実 験結果 15

cOn.   0    5    10   15   25   50   100

超強力粉配合比 (%)

図 1 ブ レン ド麺の切断強度の変化
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(1)ブ レンド麺の切断強

度の変化を図1に示した。  電
12

31量堡:3扱[蜃模〔〔、 き9
かなりのばらつきが見られ 言6
た。10分後の切断強度(ゆ 基3
でのびと考える)は 、基本

的にはゆで直後の切断強度   o



と相関があるが、ブレンド比率の増加に伴い切断強度も高くなり、ゆで直後と10分

後の変化の割合を考慮すると、ブレンド比率が25%以上であれば、ゆでのびには効

果があると考えられた。

(2)ゆ でのび抑制効果を利用するため、冷凍ゆで中華麺加工試験を行った。この

試験の結果を図2と 図 3に 示した。

生麺の切断強度と比較すると冷凍

ゆで麺の切断強度は大きく低下し

た。冷凍麺のみに注目するとブレ

ン ド比率50%の 麺 (D)は 、コン

トロールと比較して遜色なかった。

ホクシンに添加物を加えたもの

(B)と ほぼ同じ値を示すことか

ら、超強力粉による生地物性改良

効果が表れたためと考えられた。

配合 (%)

*小 麦粉を100としたときの比率
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図3 冷 凍麺解凍後の
切断強度 (10分後)の 変化
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平成 13年 度計画

冷凍麺について継続して試験を行う。また、超強力粉はタンパク含有量が多いこ

とから、パスタ、独加工などへの利用についても検討を行う。さらに、超強力粉の

化学成分に着目し、中華麺物性改良効果の基本特性を解析する。

(共同研究機関  北 海道農業試験場)
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地域水産資源からの機能分子の探索と食品開発 (H10-H12)

加工食品部水産食品科 佐 々木茂文、吉川修司、大堀忠志

オホーツク圏地域食品加工技術センター 太 田智樹

1.研 究の概要

北海道の沿岸域に生息する低利用海藻か ら健康機能に優れた素材を発掘 し、機能性

豊かな特産品の開発を目的として研究を行つた。これまでの研究で褐藻類のエゾイシ

ゲに糖尿病や肥満の予防に役立つα一グルコシダーゼ阻害成分の存在を見出し、その生

理機能について種々検討を行ってきた。今年度はエ ゾイシゲの機能性を活かした食品

開発を行 うために、健康イメージの高い各種食品の試作を行い、その利用適性を検討

した。

実用又は予定される成果

・糖尿病を予防 。改善する新 しい高機能食品の開発と海藻資源の利用開発

2.試 験研究の方法

1)エ ゾイシゲの採取、乾燥、細切、粉末化 と食品の一般成分分析

三石郡三石町沿岸でエゾイシゲを採取し、天 日乾燥 した。乾燥 したエゾイシゲを裁

断機で約51mlに裁断し、約500g毎に真空包装 し冷暗所で保存した。また、必要に応 じて

乾燥エゾイシゲをクロスビーターミルで粉砕 し、粉末を調製 した。
一
般成分分析は、

水分は常圧加熱乾燥法、粗脂肪はソックス レー抽出法で、粗タンパク質はケルダール

法で行った。       ・

2)エ ゾイシゲを原料 とした食品の試作

① エゾイシゲ粉末の錠剤
エゾイシゲ乾燥粉末85%、結晶セルロース14%、ナタネ硬化油1%の割合で混合し、流

動層造粒 ・乾燥を行って、直径9nmlのプランジャーを使用 し硬度3～5kg/cm2で錠剤厚4.1

～4.2nmlで打錠 した。 1錠 当た り300mg錠剤を調製 した。

②  エ ゾイシゲ抽出物のグミ状食品

水50ml、クエン酸2.5g、水あめ100g、グラニュー糖75g、ソルビトール2.5gをエゾイ

シゲ粉末500mgあるいは2.9gを鍋で2～3分煮詰め、沸騰直前に加熱を中止 した。ゼラチ

ン (AP-300,Lot No.47,官城化学工業)17.5gと 水25mlを30分間膨潤 し、70℃で溶解 し

た。それぞれ溶解 したものを混合 し、型に充填して冷蔵庫で17～20時間放置して凝固

した。型から取 り外 し、コーンスターチを噴霧 し、試作品とした。

③ エ ゾイシゲの麺状食品

エゾイシゲ乾燥粉末を原料としてコンブ麺の製造方法に基づき麺状食品の試作を行

った。すなわち、エゾイシゲ凍結細切物に炭酸ナ トリウムと水を加え一夜静置した後、

水400mlを加え、ポリトロンでペース ト状にした。得られた溶解物を穴径2nHlのノズル
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の付いたスタッファーで水酸化カルシウム溶液(pH8)5Lに押し出し、10分間浸漬 した。

浸漬終了後、100℃で5分間加熱 し水切 りして麺状物を得た。また、粉末30gに1%炭酸ナ

トリウム溶液470mlを加えて一夜静置 して水酸化カルシウム溶液 (pH8)に押 し出し、凝

固した。

④ エ ゾイシゲ飲料

エゾイシゲ粉末2gに水、焼酎、50%エタノール、70%エタノールをそれぞれ50ml加え

室温で3時間静置後、吸引ろ過してろ液を得た。この液を飲料の原液として用いた。

⑤  ド リンク状ゼリー

ゼラチン300mg(PS-5705、池田糖化工業)、エゾイシゲ粉末lg、水100mlを混合して

1時 間室温で膨潤攪拌した後、沸騰水浴で10分間加熱して冷却した。

3.実 験結果

① エゾイシゲの乾燥歩留まりと一般成分

エゾイシゲの乾燥歩留まりと一般成分分析の結果を表 1に示す。生鮮重量 500kgを

天日乾燥すると乾燥 表 1エ ゾイシゲの乾燥歩留まりと一般成分

重量が 152kgに な り
乾燥歩留まり 一般成分

｀
 採 取重量

乾 燥 歩 留 ま り は 乾 燥重量

30.4%であった。昆布 乾 燥歩留まり

の乾燥歩留まりは 16

500kg

152kg

30.4%

水分

粗脂肪

粗タンパク質

灰分

炭水化物

16.1%

3.8%

7.9%

18.1%

54.1%

～17%であ り、エゾイ

シゲは昆布と比較すると2倍 程度歩留まりが高く、利用上の優位性が示された。また、

一般成分では炭水化物が 54%を占め、次いで灰分が 18%であつた。昆布と比較すると炭

水化物の占める割合が高かつた。

② エ ゾイシゲ乾燥物を活用した試作品

エゾイシゲ乾燥物を利用 した前記 5種 類の食品を試作 した結果、色調や物性面で改

良の必要性が若干認められたが、概ね利用上大きな問題点は見られなかつた。また、

機能面においても試作品にはα―グルコシダーゼ阻害活性が示され、加工による著しい

機能性の低下が認められなかつた。これ らの試作結果からエゾイシゲを機能性食品素

材 として利用可能であることが明らかとなった。

4.要 約

エゾイシゲ乾燥粉末から5種 類の食品を試作した結果、α―グルコシダーゼ阻害活性

を有する健康性に優れた食品開発が可能であることが明らかとなった。

(共同研究機関 :北海道大学水産学部、三石町)
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2.

3.

赤ワインに含有されるリスベラトロール類縁物質を増やす研究 (H10～12)

発酵食品部発酵食品科 富永―哉 田 村吉史 柿 本雅史 発 酵食品部 田中常雄

研究の目的と概要

近年の赤ワインの消費量が急増は、赤ワインに多いポリフェノール類が,い筋梗

塞などの循環器系の疾患を防ぐという研究に基づいています。コレステロールが

酸化 して血管内皮へ沈着するのを、ポリフェノール類の一種であるリスペラ トロ

ール等が防いでいるのです。この事実を基に、北海道産ワインの成分を解析して、

その魅力を明らかにしました。

リスペラトロール等はもともとブドウの皮に存在する物質で、果皮では糖質と

化学的に結合した複合体(バイシード)を形成しています。醸造の過程でこの複合

体が分解され、ワインに溶け出し有効成分となると見られます。そこで、この研

究ではリスペラ トロール及びポリフェノール類をより多く含んだ赤ワインの製造

を目指します。ブドウ品種の選択や栽培方法を検討も加え、発酵や熟成方法を改

善して、ワイン中での目的物質の含量をを向上させます。さらに、発酵法等の種々

の条件による生成量の変化の検討して、ワイン中での抗酸化活性の発現を実証し

ます。

【実用または予定される成果】

・北海道産ワインの付加価値の増加

・国産ワイン中で道産ワインのシェアの拡大

試験研究の方法

リスペラ トロール及びパイシードの分析法は、簡便で鋭敏なHPLC法に依りまし

た。総ポリフェノールは、Folli n―Ciocal teau法で分析しました。抗酸化活性の測

定は、DPPHラジカル消去率を測定する方法を採りました。β―グルコシダーゼ活性

は、合成基質の分解を測定する方法に依りました。

実験結果

供試 した池田町産のワインについて、マロラクティック発酵 (MLF)によつてリ

スペラトロール量が増加する傾向が明らかになりました。しかし、交配品種 IKは

片親のZweigeltrebeよりは高いリスペラトロール含量を持ちましたが、清見より

は低い値となりました。一方、総ポリフェノール量では優位に立つものもあまし

た。ラジカル消去能を測定 しますと、親株のプドウより高い値を示すものもあり

より機能性の高いブドウ品種が育種できたと言えます。実際、共同研究者はラジ

カル消去能が総ポリフェノール量と相関があるとしていて、新たな知見が得られ

ました。MLFに 関与している乳酸菌種 た直οcaccus acプdデ7actデοデと の″οωccus

aer7デにβ―Gl u∞sidase活性を確認しましたが、市販されているMLFスターター乳

酸菌における活性は明らかにできませんでした。直接に乳酸菌がリスペラト□―
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ル増加させている証拠は得られませんでしたが、MLF前後でのリスペラトロール量

の変化と昨年のβ―グルコシダーゼ添加試験の結果から、乳酸菌の関与はほぼ間違

いないと思われます。

表 1 マ ロラクティック発酵前後のリスペラ トロールと総ポリフェノール量

Ⅷ 彎          T°
dPhDbO―

覇 ギ
翌 型

響
四

¬ 面
価 phOblJl

After alcohollc ferrrentation Aft er malolactlc fermentation

KIyomi    l.52± 0,07 1.65± 0.13 3.17 2.37± 0.03  2,05± 0.09 2,70± 0。19 4.75 1.45± 0.05

zwengeltrebe O.24± 0.01 0,35± 0.050.59 1.83± 0.03  0.62± 0,01 0。42± 0  1.04 1.61± 0.02

lK 574      0.65±0,09 0。43±0.11 1.08  1.62±0,03   0.85±0。10 0.63±0.05 1.48  1.32±0.01

1K567      0,77±0.14 0.48±0.04 1.25  2.55±0.08   1,55±0.13 0.84±0.08 2.39  1.60±0.01

lK 594      0。47±0    0.54±0.05 1.01  2,34±0,03   0,77±0,01 1.09±0.05 1.86  1.87±0.05

1K667      0,81±0.12 0.44±0,03 1,25  2.26±0.05   0。92±0.03 0.75±0.04 1.67  1.72±0,01

lK 612      0,47±0.02 0.45±0.01 0,92  2.32±0.05   0.83±0.07 0.85±0.08 1.68  1.77±0.02

1K3197     0.37±0.04 0.29±0.04 0.66  2.26±0・03   0.21±0.04 0.44±0.06 0.65  1,73±0.02

Results are expressed as means tSD of triplicate ana$es.

表2 1997年 産ワインの総ポリフェノール量とラジカル消去能

Must After almholic fermentation

VaHcty    じ こ)a (%)b  じ ι)a (%)b  (%)C

Klyon」      0.62  13.3   2.00   72.6   45.0

Zwelgelt rebe O.30   2.9  1.90  73.8  42.7

Wm Grape    l.34  33.0  1.72   57.0   31.8

Canlpbell Early o。 60  11.8  0.62   26.9

1K567       0.77  22.0   2.02   75.5   43.9

1K3197      0.56  13.0  2.03   72.7   42.8

1K4965      0.96  26.8   2.93   79.0   65.6

1K556       0.68  10.6   2.05   61.9   37.8

lK 561       0.32   1.8   1.01   32.5

1K1424      o.34   1.5   0.83   30.7

1K589        0.31    7.7   0.79   25.3

Pinot No±    0.82  26.5
a Tott phenols

b scavenging acl宙ty(2‐lo日d‖utbO ofwinc)

CScavenging acl宙ty“‐Fold d‖ulon o「winel

4.要 約

ワインの後熟発酵で活動する乳酸菌が産出するβ―Gl u∞sidaseに よつて、ワイ

ン中のリスペラ トロールは増加する。一方、ワインのラジカル消去活性は、抗酸

化能の高いリスペラトロール量よりは総ポリフェノール量に依存する傾向があり、

池田町で育種 した新たな品種はこの機能性のめんで優秀な品種であることが分か

つた。

共同研究機関 :帯広畜産大学 ・生物資源科学科 ・応用生物科学講座、池田町ブドウ・プドウ

酒研究所
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ホタテガイ遺伝子の基礎解析 ( H ] 2 )

応用技術部生物工学科 長 島浩二 川 上 誠  中 川良二 奥 村幸広

研究の目的と概要

ホタテガイ漁業は、長年養殖による生産が進められ種苗に人為操作が加えられ

てきている。このような人為操作は生物集団の遺伝構造に負の影響を及ぼす可能

性がある。すなわち、遺伝的に 「似たもの同士」の集まりへと導く可能性がある。

これは環境の変化への集団の適応力を失わせ、様々な弊害をもたらす結果となる。

従って、遺伝的構造の解析は資源管理にとって必須なものとなっている。集団の

遺伝構造解析技術としては今までアイソザイムを使った方法が一般的であったが、

近年の分子生物学の発達により解像度の高い遺伝子解析方法が採用されつつある。

本研究は、ミトコンドリア DNA(mtDNA)を 解析することによ リホタテガイ集団

の遺伝構造を明らかにすることを目的としている。

【実用または予定される成果】

・養殖ホタテガイの資源管理技術の確立

試験研究の方法

(1)ホ タテガイ試料と全 DNAの調製

ホタテガイ はサ ロマ産 および青森産 の ものを用 いた。 ホタテガイ貝柱 に

Proteinase Kを含む TNES‐Urea緩 衝液を加えて 37℃で 2時 間インキュベーショ

Nud∞ tide No

(bp)

＞

ｏ・６Ｓ

く

ｃＲ

1 6 S 趣

≒ 撫 士 晨 F 「 式 π

」 三 二 三 二 三 ニ コ 壼 壼 三 二 三 二 三 二 二 」

>      >     ト

PysoMetF      Pyso12SAF   Pysc112SBF

(187‐209)     (429‐ “OI   C668る 8⊃

く     く

Pyso12SAR    Pyso12SBR

1450429)   (687668)

図1日 本ホタテガイミトコンドリアDNAの部分構造

9 6 w e l l  D N A  P r e c i p i t a t i o n  H L  K i t ( E d g e  B i o  S y s t e m s )で精製 した。

(2)部分 mtDNAの取得および NcR領域の解析

ホタテ貝柱由来全 DNAを 鋳型として、94℃ 。 7分 の前加熱の後、98℃ 。 20

秒、55℃ 。1分 、72℃ 。10分 の 35サ イクルで LA‐PCRを 行った。使用したプ

ライマーは、既知貝類 mtDNA間 で保存されている塩基配列か ら設計された。NcR

領域の解析には、プライマーとして Pys016 S B Fと Pyso1 2 S A R (図 1)を 用いて

PCRを 行った。塩基配列は、図 1に 示 したプライマーを使用 してダイターミネー

ター法によ り決定した。

ンした後、フェノール ・ク

ロロホルム処理、エタノー

ル沈殿によ り全 DNAを 精

製 ・回収 した。多検体 を処

理する場合は、同様の緩衝

液中で貝柱をイ ンキュベー

ションした後、MultiS c r e e n

96well Filtration plate (ミ

リポア社)を用いて回収 し、
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実験結果

ホタテガイ部分 mtDNAを 取得するため、サロマおよび青森産ホタテガイにつ

いて既知貝類 mtDNA間 で保存されているプライマーを用いて LA‐PCRを 行い、

Pyso 16SBFと Pyso 12SCRの プライマーセットで約 1.3kbpの DNA断 片が

増幅された。この DNA断 片の塩基配列を決定 し、NCBI BLAST Serverを 用い

てホモロジー検索あるいは、tRNAscan‐SE Serch Serverによる構造解析を行っ

た。その結果、本配列中に図 1に 示されているように 16SrRNA、 tRNAお よび

12SrRNA遺 伝子がこの順序で並んで存在すること、また、それぞれの遺伝子の

間には 51bpお よび 218bpの 非遺伝子領域 (それぞれ NcRlお よび NcR2と 略記)

が存在することが明らかになった。サロマ産および青森産それぞれ数個体につい

ての 1.3kbp DNAの 塩基配列解析結果は、NcR領 域に塩基配列の変異が集中して

いることを示したので、さらに各数十個体について NcR領 域の塩基配列を決定し

た。最終的に、総個体数 78個 体 (サロマ産 40個 体、青森産 38個 体)を 解析し、

挿入 。欠失を含めて 15箇 所に変異が見 られ、17系統の存在が確認された (図2)。

この 17系 統の内、10系 統はサロマ集団のみに 3系 統は青森集団のみで存在 し、4

系統は、両地域に共通で存在 していた。NcRに おける遺伝子多様度と塩基多様度

を計算 した ところ、サ ロマ集

団では 0.87と O.0 0 6 9、青森

集団では 0.63と 0.0 0 4 0であ

つた。以上の結果は NcR領 域

が 日本産ホタテガイ集団の遺

伝的構造解析にとって有効な

領域であることを示している。

また、サロマ集団 と青森集団

の比較では、前者が遺伝的多

様性 に富んでいることが示唆

された。

０
０
¨
Ｇ・．
い
い
い
い
¨
¨
¨
¨
Ｇ・０
０・Ｏ
Ｃ．０
¨
¨

系

統

名

頻度 〈%) 頻度 (%)

図2サ ロマおよび青森ホ分 ガイ集団の系統分布

要約

日本ホタテガイ集団の遺伝構造解析技術 を開発す るため、PCRに よ り部分

mtDNAを 単離 し構造解析 を行 った。本 DNAに は 16SrRN A、 tRNAお よび

12SrRN A遺 伝子がこの順序で並んで存在すること、また、それぞれの遺伝子の間

には 51bpお よび 218bpの 非遺伝子領域が存在することが明らかになった。非遺

伝子領域は塩基配列の多様性に富み、その違いにより 78個 体が 17系 統に分類さ

れた。以上か ら、本非遺伝子領域が 日本ホタテガイ集団の遺伝的構造解析にとっ

て有効な領域であることが示された。

(共同研究機関 :北海道ほたて漁業振興協会)
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1.

ホタテ貝殻カルシウムを用いた食品の日持ち向上効果に関する研究  (H12)

発酵食品部発酵食品科  柿 本雅史 田 村吉史

富永一哉 田 中常雄

研究の目的と概要

北海道ではホタテの水揚げ高から推察して年間20万 トン以上のホタテ貝殻が発生し

ている。しかし、貝殻の多くは有効に利用されず未利用資源となつており、その処理は

大きな課題となっている。一部の道内企業では、ホタテ貝殻の有効利用を図るために加

工処理をし食品添加物であるカルシウム強化剤を生産している。これらの商品は、用途

開発が進まず販売規模は小さく、規模の拡大のための用途開発や高付加価値化を図る研

究が求められている。

本研究は焼成ホタテ貝殻 (以下ホタテCa)の 抗菌効果に着日し、ホタテ貝殻カルシ

ウム製剤の高付加価値化を目的とする。本年度は、食品汚染菌 ・食中毒菌などに対する

ホタテCaの 抗菌力を明らかにすること共に、野菜の洗浄工程に応用した際の殺菌効果

について検討した。

【実用または予定される成果】

・未利用資源であるホタテ貝殻カルシウムの有効利用化と用途 ・販売規模の拡大

・ホタテ貝殻カルシウムを利用した非加熱殺菌技術の開発

試験研究の方法

1)最 小生育阻止濃度 (MIC)の 測定

供試菌株はサルモネラ、黄色ブ ドウ球菌などの食中毒菌や食品の汚染菌として知られ

る細菌を用いた(菌株名は表 1)。培養液は 陶西θには 1%NaClカロNutrient Bro■、

Z“′θb“′J」r、 Z″θ“asracにはGYP培 地、他の菌株にはNutrient Brothを使用した。

抗菌性物質は市販ホタテCa製 剤 (北海道共同石灰製)を 用いた。滅菌した培地7ml

にホタテCa製 剤を混合し所定濃度の培地を調製後、前培養した供試菌を約 1 0 4cfu/ml

になるように接種した。 30℃ で48時 間振とう培養後、660 nmの 濁度を測定し生

育が認められない最小の濃度を最小生育阻止濃度 (MIC)と した。比較対照のため、

試薬用のCa(OH)2、 CaO(共 に 99.9%,和光純薬社製)に ついても同様に測定し

た。

2)ホ タテCaに よるキャベツの浸漬試験

市販のキャベツを数 cm大 にカットし供試試料とした。試料重量の10倍 容量のホタ

テCa製 剤懸濁液に10、 30分 間浸漬した。殺菌効果は一般生菌数を測定し評価した。

実験結果

ホタテCa製 剤は、供試したサルモネラ、黄色ブ ドウ球菌、腸炎ビプリオ、大腸菌0

-157の 食中毒菌株を含む、すべての供試菌に対し抗菌効果を示した。ホタテCa製

剤のMICは 、ほとんどの供試菌に対して概ね0.06～ 0.08%で あったが、腸炎ビ

プリオに対しては0.11%と やや高い数値となった。対照と比較するとCa(OH)2

2 .

3 .
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とはほぼ同等、Caoょ りはやや劣る抗菌力であつた。本ホタテCa製 剤の主なカルシ

ウム形態は水酸化物であることが想定され、これに起因する現象と考えた。さらに、ホ

タテCa製 剤の数種の濃度について大腸菌を用い、振とう培養中の生菌数の推移を調べ

た(図1)。MICで ある0.07%で は菌数減少の速度は緩慢であつたが、0。1%で は

2時 間で検出限界に近づいた。この事からもホタテCa製 剤の濃度を上げると、細菌を

短時間で殺菌する効果があることが示唆された。

0.15%以 上の縣濁液にキャベツを30分 間浸漬すると菌数は、 1/100以 下に低

減し殺菌効果が認められた(図2)。また、ある一定濃度を超えると殺菌効果には差が無

いことも確認できた。食品の日持ち向上効果の鉄則である初発菌数の低減化が可能とな

り、浅漬け用野菜やカット野菜などの洗浄殺菌工程への応用が期待される。

表1供 試菌株の最小生育阻止濃度(MIC%)
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―・-0.25%
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図1ホ タテCa濃度と生菌数の変化
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4.要 約

ホタテCa製 剤の高付加価値化を目的とし、抗菌 ・殺菌効果の検討を行つた。ホタテ

Ca製 剤の食中毒菌などに対する抗菌力を明らかにする事が出来た。また、野菜の洗浄

殺菌工程など、各種食品加工工程への応用が期待される結果を得た。

(共同研究機関 :北海道共同石灰株式会社)

グラム陽性歯 試薬Ca(OH)2 試薬CaO ホ タ子 Ca

aaattMs sabtt JCM1465 0.06 0.05 0.06

Staohvlococcw aunoua 1FO12732 tgtlstBt 0.09 0。06 0。08

ιacrabac′ ″us,rar"″ “″ JCMl149 0.08 0.06 0。07

Lc uconostoc me sente rc idcs JGMOI 24 0.08 0.06 0.07

グラム陰性菌

― L Carli JCM1649       大 ■■ 0。06 0.05 0.07

島●晨閣b力あ a″ CR-3ホ          大 ■■0-157 0.06 0.05 0。07

FS… む 。″ CE-273ホ         大 ■口0-157 0.06 0.05 0,07

sarmanarra gra″ 翻薦 F03313     サ ルモネラロ 0。09 0.05 0。07

%a"雷 カロθ″aル"ys F012711  ■ 費ピプリオ■ 0.11 0。08 0.11

Entcr&actcr zcroEcnca JCMI 235 0。07 0。06 0.07

-0%

―Cトー0.07%

・̈▲…0.10%
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赤ワインのマロラクティック発酵微生物の解析        (H12)

発酵食品部調味食品科 山 木携 濱 岡直裕 池 田隆幸

1 研 究の目的と概要

マロラクティック発酵(‖LF)は、ヮイン醸造のアルコール発酵後に、乳酸菌によって

引き起こされる二次発酵である。‖LFに よって、 リンゴ酸が乳酸に分解されることで、

酸味が軽減され、風味が改善されるなどの効果がある。北海道産のプ ドウは、その冷涼

な気候により、酸度が高く、pHが 低いことから‖LFが 進みにくいといわれているが、

実際には原料や樽などに存在する乳酸菌によって、自然発生的に ‖LFが進行している

場合が多く見られる。しかしながら、この ‖LFを 行つている乳酸菌種については、まだ

ほとんど解析が行われていない。そこで、北海道産赤ワインの品質をより安定に生産

させることを目的として ‖LFに 関与する乳酸菌を分離し、遺伝子工学的手法を用いて、

同定を行い、その諸性質を検討 した。

*予 定される成果

・北海道産赤ワイン醸造におけるマロラクティック発酵の工程管理

・北海道産赤ワインの品質の安定

2 試 験研究の方法

試料には、池田町ブ ドウ 。ブ ドウ酒研究所が製造 したワインを用いた。1999年秋に

収穫されたツパイゲル ト種プ ドウを原料として醸造 した赤ワインを、樽詰め熟成後か

ら、定期的にサンプリングし、試料とした。

試料ワインは、適宜希釈 し、291培 地に播種 し、20°C14日 間嫌気培養後生菌数を測定

した。また、‖LFの 確認のために、pH、L―リンゴ酸量、L―乳酸量を測定した。生菌数の

変動に応じて、随時 20～30株 の乳酸菌を分離した。さらに、‖LFピ ーク時の乳酸菌に関

しては、分離菌株の同定を試みた。保存菌株を細胞壁溶解酵素(N―Acetyl口ura■idase SG;

生化学工業)処理後キット(Cenとるくん TH酵
母 ・グラム陽性菌用 ;TaKaRa)によつてゲノ

ム DNAを 抽出し、16s rRNA遺伝子全領域を増幅する PCR*を行つた。PCR産 物を精製後、

サイクルシーケンス法
*に

て上流側約 300bpの塩基配列を決定 し、菌株間の相同性を検討

した。

同定 した 30菌 株から無作為に3菌 株選択し、リンゴ酸分解能を測定した。2∞0年 産

ツパイゲル ト果汁を培地とし、一定量の菌液を接種後 20°Cで 培養し、経日的に生菌数、

リンゴ酸量、乳酸量を測定した。 リンゴ酸 ・乳酸の測定は、キット (ロシュダイアグノ

スティック社製)を 用いた酵素法にて定量 した。コントロールとして、市販株 (クリス

チャンハンセン社の ‖LFス ターター乳酸菌)の 分解能も同時に測定 した。

*長島浩二ら,日本食品科学工学会誌,45(1),58-65(1998)

3 結 果

試験開始後 120日 を越えるあたりから、乳酸菌と考えられる菌の数が飛躍的に増加 し、

pHの 上昇が認められた(図 1)。それに伴い、L―リンゴ酸は減少、L―乳酸は増加 したこと
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から(図2)、‖LFが起こっていると判断した。

そこで、‖LFピ ーク時に分離した30菌株の同定を試みたところ、30株 すべてにおいて

解析 した部分の塩基配列は一致 し、相同性検索によつて aenacaccJs oen′と同定された。

次に、部分塩基配列の一致した 30株 のうち無作為に3株 選抜し、そのリンゴ酸分解

能について調べた。結果を図 3に 示す。3株 とも菌を接種していないコントロールに比

べて、時間の経過とともにリンゴ酸量が減少 し、乳酸量が増加するというリンゴ酸分解

能を示 した。3株 の分解能にばらつきがあるのは、初発生菌数の違いと考えられるため、

今回ツパイゲル ト種ワインの主発酵株として分離 した乳酸菌は培養温度 20°Cで は、市販

株と同等以上の分解能を有 していることが認められた。
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4 要 約

ツパイゲル ト種赤ワイン製造中にマロラクテイツク発酵(‖LF)が生起していることを確

認 し、その主発酵乳酸菌を分離 ・同定 した。また、同定 した菌株の リンゴ酸分解能を測定

したところ、培養温度 20°Cで は、市販株と同等以上の分解能を有することがわかつた。

(共同研究機関 池 田町ブ ドウ 。ブ ドウ酒研究所)
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図 1 生 菌数とpHの 変化
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サケ ・マス類の退色防止に関する研究  (H12)

応用技術部生物工学科 川 上誠 中 川良二 奥 村幸広 長 島浩二

1 研 究の目的と概要

サケ 。マス類は道内の主要な水産物として知られてお り、その品質を決める要因

のひとつとして肉色があげられる。サケ ・マス特有の鮮やかな赤色は消費者の購買

意欲を刺激し、市場での取引価格に大きく影響を与える要因である。しかし、サケ

の肉色の主体であるアスタキサンチンなどのカロチノイ ド色素は不安定で退色しや

すしヽ性質をもち、サケ ・マス類の加工、流通における退色はしばしば問題になって

いる。とくに流通末端の小売店などでは、蛍光灯などの照明にさらされることによ

リサケ 。マス類の退色は著 しく、賞味期限などにも影響している。本研究では、サ

ケ ・マス類の退色防止として、新規の食品用天然抗酸化物製剤の利用と実用化を検

討した。

<実 用また予定される成果>

サケ 。マス類の品質劣化を防止する事が可能になり、流通において退色、脂肪の

酸化が起こらないことにより、北海道産のサケ 0マス類の高付加価値化が望める。

2 試 験研究の方法

1)抗 酸化活性の評価

抗酸化物質の抗酸化活性は、リノール酸を基質として生成する過酸化脂質をロダ

ン鉄法で測定することにより評価した。抗酸化活性試験に供した抗酸化物質は、ヘ

リアン ト (ヒマフリ種子抽出物)、ヘ リガー ド (ヒマフリ種子、茶抽出物)、カラー

ガー ド (ブドウ種子、茶抽出物)、アスコルビン酸ナ トリウム、(+)ェピカテキン、

α― トコフェロール、没食子酸、ルチン、ケルセチン、BHT、 BHA、 クロログ

ン酸、コーヒー酸の 13種類を使用した。

2)サ ケの保存試験

キングサーモンの切 り身をサンプルとし、10%食 塩水に各抗酸化物質 0.5%を 添

加 し室温で 20時間浸漬 した後、5℃、照度 65001xの自熱灯下で 7日 間保存した。

3)分 析方法

過酸化脂質はクロロホルムーメタノールより抽出後、ロダン鉄法によって測定

した。カロチノイ ドはアセ トン抽出後、石油エーテルに転溶 し470nlnの吸光度から

アスタキチンサンとして算出した。サケの退色は色差計を用いて a*値 、b*値 、

L*値 の変化から判断した。

3 実 験結果

1)抗 酸化活性

アスコルビン酸は、低濃度 (50ppm)ではほとんど抗酸化活性を示さなかつたが、

高濃度(500ppめでは非常に高い活性を示 した。ヘ リアントとヘ リガー ドについても、
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それぞれ低濃度ではそれほど高い抗酸化活性を示さないが、高濃度条件では、他の

抗酸化試薬と同程度の活性を示 した。ヘ リアン ト、ヘ リガー ドの主成分は、ヒマワ

リ種子より得られたポリフェノール類であり、500ppm以 上の濃度で、その主成分

であるクロログン酸などと同程度の抗酸化活性を示した。このことから、ヘ リアン

ト、ヘ リガー ドを実際に食品に使用することにより、酸化防止の効果が十分に期待

できると考えられた。

2)退 色防止効果

アスタキサンチン相当量とa*値 には相関関係が認められた。光照射によリアス

タキサンチン等のカロチノイ ドは酸化分解 し、おおむね 50%程度分解することが明

らかとなつた (表1)。 アスコルビン酸はアスタキサンチン相当量の分解抑制に最

も効果があつたが、保存前に比ベアスタキサンチン相当量の 40%以 上が分解 して

お り、サケの肉食もかなり退色していた。このためサクの退色防止の目的には今後

さらに酸化防止剤の複合などの検討が必要と考えられる。

3)過 酸化脂質の酸化抑制効果

保存試験後の過酸化脂質の測定結果 (表2)か ら、アスコルビン酸を含む4種

類の酸化防止剤は全て、脂質の酸化抑制効果を持つことが明らかとなった。特に、

ヘ リガー ドはアスコルビン酸をうわまわる効果を示した。このことは、アスタキサ

ンチンなどカロチノイ ドがある程度酸イヒ分解 しても過酸化脂質の生成が少ないとい

うことであり、月旨質におけるサケの保存性向上に効果が期待されると考えられる。

表1キ ングサーモンにおける
アスタキサンチン相当量の分解率

表2キ ングサーモンにおける
過酸化脂質の生成量

分解率(%) 過酸化脂質含豊 (nmd)

無添加
ヘリガード
ヘリアント

カラーガード

アスコルビン酸

無添加
ヘリガード
ヘリアント

カラーガード

アスコルビン酸

ヒマワリ抽出物を主体とするヘ リアン ト、ヘ リガー ドには酸化防止効果が期待

され、サケ類における過酸化脂質の生成を抑制効果が認められた。アスタキサンチ

ンなどのカロチノイ ドの退色防止にはアスコルビン酸の添加が有効であつたが、実

用にはさらに酸化防止剤の複合などの検討が必要と考えられる。

(共同研究機関 大 日本インキ化学工業株式会社)
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光パルス殺菌の食品製造における応用研究 (H12)

井上貞仁 吉 川修司

金野利春 土 井義明

加工食品部

北海道電力総合研究所

1.研 究の目的と概要

加熱殺菌は最も確実な殺菌手段であるが、歯ごたえや色調の悪化、風味の劣化が

生 じる場合があるため、加熱殺菌処理が困難な食品が多く存在する。従来このよう

な食品は、洗浄や薬剤によつて殺菌 してきた。 しかし薬剤殺菌では、食品の品質を

損ねない程度に殺菌 しようとすれば、おのずと限界がある。光パルス技術は、キセ

ノンガスを封入 した電光管に瞬間的に高電圧をかけ、発生した光により殺菌する方

法である。この方法は短時間で品質を損ねずに殺菌可能とされている。そこで、光

パルスによる殺菌の効果の把握ならびに食品への応用の可能性を探るために試験を

行った。

<実 用または予定される成果>

風味や質感を損なわない非加熱食品の殺菌技術の確立。

2.試 験研究の方法

(1)試 験装置

交流電源 (200V)を高圧の直流電源に変換する トランスとコンデンサよりなる。

消費電力 :8kw 印 加電圧 :1500～3000V

ランプ部 キ セノンランプ (電流密度 :1000A/cm2)と空冷装置とパルス光反射板

(2)微 生物に対する影響

Esθ力eriοカゴ′ θο」ゴ JCM1649, Sbθε力arο″/θθs θθrθ/1sゴaθ JCM7255, Иερθttifゴυs

″Lger ATCC16404を生育させたシャーレに光パルスを30回照射 した (1回 の照射時

間190μ秒)。 ランプと被照射体の距離は20cmとした。照射後、菌体もしくは胞子

を回収 し、常法により試料を固定,脱 水,白 金蒸着後、走査型顕微鏡で観察を行つ

た。

(3)微 生物種と殺菌効果の関係

E θο」ゴATCCl1229, J♭θゴノfz/s subιゴfゴs ATCC9372, Z′θιοbttθJiffυs ρf′″ιara″

」CMH49,a sttι ゴfJis芽胞 (栄研化学 :枯草菌芽胞菌液),И .″iger ATCC16404と

S“ “ガsルθ」CM7255菌液をシャーレに塗抹 し,照 射後培養 して菌数を測定した。

(4)包 装済み食品での殺菌効果

ι∂θιο腸″〃υs ρゴ′″ιttЩ 」CMl149の菌液に浸せきしたセ ミドライソーセージを

厚さ15～100 μ mの包装材料23種類で真空包装後、光パルスを表裏各1.8J/cr照射 し

た後、菌数を測定した。

3.実 験結果

(1)微 生物に対する影響
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お昴″疵れia θθff JCM1649は光パルスを照射すると、表層構造が破壊されること

が判明した (図1)。 同様の現象がИ.″iger ATCC16404の胞子、S“ “ガ訂′θ

」CM7255の菌体にも見られた。光パルスの照射を受けた微生物は表層構造が破壊 さ

れて菌体内容物が漏出することにより殺菌されることが明らかになった。

(2)微 生物種と殺菌効果の関係

ズ.″ゴ″Jま紫外線に対し耐性が高い

ことで知られるが、照射エネルギーを

1.2」/cが以上とすると1桁 以上菌数を

低下させることができた。,sめ ι〃ゴs

芽胞は薬剤と紫外線の双方に高度な耐

性を示すが、照射エネルギーを0.5J/cm2

以上とすると2桁 以上菌数を低下させ

ることができた。その他の微生物も、

照射エネルギーを0.6J/cm2以上とする

と2桁以上菌数を低下させることがで

きた。このように光パルス殺菌は、幅

広い微生物種に対し有効で短時間で殺

菌可能なことがわかった (図2)。 (b)光パルス照射後の菌体

図 1 光 パルス照射の菌体への影響(3)食 品の殺菌効果

包装材の紫外線の

透過率が1096以上で

厚みが10～40μ mの

場合に殺菌効果が高

くなった。また,紫

外線の透過率が高い

包装を用いたものは

殺菌率が高くなる傾

向を示した。キセノ

ンランプの電流密度

↓

　

　

↓

「
３
）掛
饉
爛

■

　

　

』１０

0    05    1.0    1.5    20    2.5    30    35    4.0

照射エネルギー(積算値)[J/cポ]

→‐E.●o‖    4‐ 3.subulb  -3.sub雷 ‖s芽 胞
‐ A.niger     ― StereviBiao  →×←L.p:antarum

図2 微 生物種と光パルス殺菌効果

4.要 約

を高めると、厚みが前述の範囲を超えるものや紫外線透過率が低い包装材料を使用

した場合でも、殺菌可能となった。

光パルスを照射すると、細菌の表層構造が破壊され、殺菌された。光パルス殺菌

の殺菌スペクトルは広く、紫外線に対し耐性が高い′.″」igarta"わ ιゴノぉ芽胞も

殺菌可能であつた。光パルス殺菌技術で包装済み食品についても、殺菌可能である

(a)未照射の菌体

ことが明 らかになつた。
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魚皮由来コラーゲンを添加 した食品の開発 (H12～ H13)

応用技術部食品工学科 清 水英樹 熊 林義晃 清 水條資

研究の目的と概要

コラーゲン及びゼラチンは、さまざまな動物の皮膚や骨に含まれるタンパク質で

あり、食品をはじめ、医薬品 ・化粧品原料 として古 くから利用 されている。特に食

品分野においては、従来からの用途のほか、コラーゲンを酸あるいは酵素で分解 し、

低分子化 したコラーゲンペプチ ドが、数年前から健康食品などへ利用されてお り、

飲料あるいは錠菓などの製品が市場に出回つている。これらに利用 されているコラ

ーゲン及びゼラチンは、そのほとんどが牛 。豚などの哺乳動物由来であるが、最近

はヨーロッパにおける狂牛病の問題から、それ らに変わる (由来の異なる)コ ラー

ゲン ・ゼラチン ・ペプチ ドの製品化が望まれている。

我々は、数年前より水産カロエエ程において排出されるサケ 。マスの皮に含まれて

いるコラーゲンについて、その性質や利用法に関する検討を行い、コラーゲンの医

用 。化粧品材料 としての利用法、ゼラチンの食品素材 としての利用法について報告

してきた。本研究では、さらに、さまざまな食品への用途に対応 し得る素材を開発

することを目的として、サケ皮コラーゲンペプチ ドの製造 ・利用に関する検討を行

った。

予定される成果 :サケ皮コラーゲンの新たな食品素材化 とそれを利用 した食

品の開発

試験研究の方法

・サケ皮ゼラチンの調製

ペプチ ドの原料 となるゼラチンは以下のように調製 した。すなわち、凍結 した原

料皮を解凍後、食塩を用いて 5℃ で 1週 間塩蔵 した。次に流水中で十分洗浄後、10

倍量の水を加え、 80℃ で 2時 間抽出した。抽出液をろ過後、 リパーゼ処理、活性

炭処理を行い、ろ過 した後に温風乾燥 ・粉砕することによリサケ皮ゼラチンを得た。

・ペプチ ドの調製および評価

蛋白質分解酵素であるパパインW-40(ア マノ製薬)を 用いて、調製 したサケ

皮ゼラチンを分解することによリペプチ ドを調製 した。添加酵素量は、基質重量に

対 して 0.03%と し、反応は室温で 20時 間とした。反応終了後、80℃で 10分 間加

熱することにより酵素を失活 し、噴霧乾燥によつてペプチ ド粉末を得た。得 られた

ペプチ ド粉末について、粒度分布、 SDSポ リアクリルアミドグル電気泳動による

分子量、溶液の粘性 。透過率などを測定し、市販のコラーゲンペプチ ドと比較 した。

・サケ皮ペプチ ドの食品への利用

調製 したサケ皮ペプチ ドを用い、錠剤の試作を行つた。
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実験結果

得 られたサケ皮ペプチ ドの分子量をSDSポ リアクリルアミドグル電気泳動によ

り測定した結果、分子量が約 20万 daで あつた分解前のサケ皮ゼラチンが、約 4万

da以 下の分子量まで分解 されているのが確認 された。ただし、4万 以下に単
一なピ

ークは認められず、プロー ドなパターンを示 した。また、比較 として用いた 3種 の

市販コラーゲンペプチ ドは、分子量約 2万以下にプロー ドなパターンを示した。

また、ペプチ ド溶液の5、 25、 40℃ の各温度帯における粘度を表 1に、570nm

における溶液の透過率を表 2に それぞれ示した。ペプチ ド溶液の濃度は5%と した。

サケ皮ペプチ ド溶液の粘度は、室温以上の温度帯で2～ 3 cP、5℃ においても5 cP

と、市販のコラーゲンペプチ ドとほぼ同等の粘性を示した。また、分解前のサケゼ

ラチンと比較すると、ゼラチン溶液は5℃ ではグル化 してしまうのに対し、ペプチ

ドはグル化することなく低い粘性の溶液状態であつた。また、溶液の透過率は、市

販品よりも低い値を示したが、これは、噴霧乾燥前にろ過工程を加えることにより

回避でき、市販品と同程度の透過率が得られた。以上より、サケ皮ペプチ ドは、温

度変化による溶液物性の変化もなく、透明な高濃度溶液の調製も容易であることか

ら、市販品と同様に飲料などへの利用が十分可能であると考えられた。

表 1 コ ラーゲンペプチ ド溶液の粘性 (cP)

サケゼラチン  サ ケペプチ ド 市販品A 市販品B 市販品C

5℃

25℃

40℃

1 0

6

5

2～ 3

2～ 3

3

3

2

３

３

２

3～ 4

3

2～ 3

表2 コ ラーゲンペプチ ド溶液の透過率 (%)

サケゼラチン  サ ケペプチ ド 市 販品A 市販品B 市販品C

透過率 86.2 81.0 98.7 97.8 98.2

また、得 られたペプチ ド粉末の食品への応用として錠剤化を試みた。ペプチ ド粉

末単独、あるいはデンプンなどの賦形剤を加えた場合においても、粉体としての流

動性が悪 く直接打錠は困難であつた。 しかし、それらを攪拌造粒法で顆粒化 (粒径

約 100～600μ m)す ることにより流動性が改善され、錠剤化が可能 となつた。ま

た、造粒時の加水 ・攪拌条件によって得 られる顆粒の性質が異なり、それによつて

錠剤の物性が著 しく左右された。 したがつて、これらの錠剤化には適切な顆粒調製

条件の選択が最も重要であることがわかつた。

平成 13年 度計画

・サケ皮ペプチ ドの分画精製法に関する検討

・ペプチ ドを用いた食品の試作開発

(共同研究機関 :井原水産株式会社)
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食品中の抗酸化成分 の生体 内メカニズム解 明 と食品への応用に向けた研究

―酸化的ス トレスによる遺伝子発現に関しRT PCR法による解明一

(Hll～ 13)

発酵食品部 調 味食品科 池 田隆幸 濱 岡直裕 山 木携

副 所  長        清 水條資

研究の概要

酸化物が健康に有害であるという研究結果が蓄積しており、ガンや心臓病といった日本

における死因の第 1位 、第 2位 の疾病も身体内における過酸化物の生成が病変の原因とな

ったり促進したりすると考えられている。このような状況下で、健康は今や極めて強い社

会ニーズになってきており、消費者調査の結果からも健康食品への関心は極めて強いもの

がある。しかし、ある食品素材が健康に良いかどうかという評価方法は未だ確立していな

い。特に、抗酸化成分の評価については、試験管内での評価はほぼ確立しているものの、

生体内におけるその作用メカニズムはほとんど知られていないというのが現状である。こ

のメカニズムを解明することは、北海道産の食品素材の新たな評価を生み、その高付加価

値化を強力に推進することが可能であると考えられる。

予定される研究成果

・北海道産の食品素材の高付加価値化

・北海道産食材の抗酸化活性評価

試験研究の方法

カルシウム結合タンパク質の一つであるカルセクエス トリン (以下CSQと 略す )を 心

臓内で特異的に発現させた トランスジェニックマウス (以下CSQマ ウスと略す )は 若い

うちから心臓肥大を呈し、短命であることが知 られている。このマウスの6週 令および12

週令の心臓組織よりmRNAを抽出し、逆転写法によりcDNAを調製した。6週 令は心臓肥大の

初期、12週令は心臓肥大から心不全へと移行している状態と見なすことが出来る。また、

対照として正常マウスの心臓からも同様の方法を用いてcDNAを調製した。

調製したcDNAを鋳型として、数十通 りのプライマーペア (Genomix社キット)を 用いて

PCRを行った。続いて変性ポリアクリルアミドゲル電気泳動を行い、デ ィファレンシャル

デ ィスプレイ法を用いてCSQマ ウスにおいて発現量が変化した遺伝子のバンドを切 り出

し、これから遺伝子DNAを溶出させた。次に、先に用いたものと同じプライマーペアを用い

て、溶出させた遺伝子を再増幅し、pGEM―Tクローニングベクター (Promega社)に 組み込み、

大腸菌に導入した。この大腸菌よリアルカリーSDS法を用いてプラスミドDNAを調製した。

単離したDNAは、ABI PRISM BigDye Terminator Cycle Sequencing Ready KitおよびABI

PRISM 373S DNA Sequencer(いずれもPE Blosystem社)を 用いて塩基配列を決定した。
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得られた塩基配列をもとに、アメリカNCBIのBLAST検索サービスを利用してGenBankおよ

びEMBLデータベースに登録されている塩基配列との比較を行い同定した。また相同性が確

認された一部の遺伝子については、その遺伝子に特異的なプライマーを合成し、特異的RT

PCRをLight cycler(Roche社)を 用いて行うことにより、週令の差による発現量の違いを

定量的に解析した。

結果

12種類のアンカープライマーと20種類のアービタリープライマーから任意に数種類のプ

ライマーペアを選択し、ディファレンシャルディスプレイ法で解析した結果、これまでに

CSQマ ウスにおいて特異的に発現している遺伝子が40種類以上、逆にCSQマ ウスにお

いて発現が抑制されている遺伝子が20種類以上確認された。

このうち、グルタチオンパーオキシデース遺伝子の発現は、CSQマ ウスにおいて週令

が進むとより発現が増大することが注目された。一方でこれとは逆にミトコンドリアの遺

伝子は正常なマウスに比べCSQマ ウスにおいては遺伝子発現が抑制されている結果を得

た。結果の一部を図に示す。

・
,Pく005
",Pく001vS Wr
values are norttlzed wnh GAPDH

W「  CSQ     WF CSQ
6 weeks       13 wooks

これらの結果は、生体が心臓の収縮機能の低下による代償機能として臓器を肥大させて

補おうとするために、タンパク質合成が増大するようにミトコンドリアのATP産 生を活

性化させたものと考えられる。ミトコンドリアは通常時においても活性酸素を1～ 2%産

生することが知 られているが、ATP産 生が増大したミトコンドリアは通常より多い活性

酸素を産生する。その結果、過酸化水素を水に変換するグルタチオンパーオキシデースを

増産し活性酸素を除去するが、除去できなかった分が結果として活性酸素の影響を受けや

すいミトコンドリアDNAを障害したものと考えられた。

4 平 成13年度計画

正常時に比べ発現量に違いのあった遺伝子群について、定量的に発現量の差を解析し、

これらのメカニズムについてさらに解明する。

そのうち注 目する遺伝子の挙動を培養細胞においても解析し、この遺伝子の挙動を追う

ことで食品成分による心筋細胞への影響について検討する。

(創造的研究 )
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食品中の抗酸化成分の生体内メカニズム解明と食品への応用に向けた研究 (Hll～H13)

―水産物からのスクリーニングと培養動物細胞による活性評価法の検討―

加工食品部水産食品科 佐 々木茂文、吉り|1修司、大堀忠志

オホーツク圏地域食品加工技術センター 太 田智樹

1.研 究の概要

様々な酸化反応によつて生 じる活性酸素は生体障害の大きな原因の 1つ で、老

化や癌、動脈硬化、糖尿病に深 く関与すると考えられている。食品に含まれる抗

酸化成分が化学的手法により見出され、農産物を中心に多くの成分が報告されて

いる。 しかしながら、化学的手法によつてスクリーニングされた抗酸化成分が生

体内で活性を発揮するか不明である。そこで本研究では北海道産品、特に水産物

から化学的手法で抗酸化成分のスクリーニングを行い、同時に培養動物細胞の酸

化障害応答モデルを利用 して生体内酸化反応を反映した生物学的手法 (培養動物

細胞、実験動物など)を 検討 し、より生体内酸化を反映する簡便な評価システム

を構築することを目的とする。

・実用又は予定される成果

。 北 海道産の食品素材の高付加価値化

。 生体内反応を反映した抗酸化活性評価システムの構築

1.試 験方法

1)水 産物生殖組織の DPPHを 用いた活性酸素消去能の測定

北海道内で水揚げされたスケソウタラ卵巣、ニシン精巣、サケおよびホタテの

生殖組織 (卵巣および精巣)に 5倍 容の蒸留水を加えホモジナイズ(8,500rpm× 3

min)し、得られたホモジネー トを冷却遠心分離(10,00og× 15 min,4℃)した。得

られた上清をAdvantec UK‐10で 限外ろ過 し、低分子量画分(LMWF)を 得た。

0.5mMの 1,1‐Diphenyl‐2‐picrylhydrazyl(DPPH;和光純薬工業)含有エタノー

ル溶液lmlに、エタノール2mlと0。lM酢酸ナトリウム緩衝液6H5。5,37℃)2ml

を加えた。この反応溶液にLMWFを 加え、37℃で 30分 間インキュベーターした

後、DPPHラ ジカルに由来する 517nmの 吸光値を測定し、この値の減少量より、

抗酸化成分の DPPHラ ジカル捕捉能を算出した。

2)ス ケソウタラ卵巣水溶性 LMWFの 抗酸化活性成分の分離精製

LMWFを 分取用液体クロマ トグラフィー (カラム :Superdex Peptide(ファル

マシア、10× 300mm)、 移動相 :水(pH3)、流速 0.5m1/min、検出器 :lrV280■m

に供 し、6画 分を分取した。各画分の DPPHラ ジカル捕捉能を測定して抗酸化活

性を評価 した。

3)培 養動物細胞を利用したスケソウタラリF巣抽出物の抗酸化活性の評価

ヒト組織球性 リンパ腫細胞株 U937を 1×105cellS/mlの密度で 96穴 プレー トに

まき、調製 した各添カロ試料を添加 し、 1時 間培養後、200μM Hみ を添加 して培養
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した。培養 23時 間後、FACLS法 によつて全細胞数と死細胞数を測定し、細胞生存

率を求め、酸化的ス トレスに対する抑制効果を評価 した。

1.実 験結果

(1)水 産物生殖組織のDPPHを 用いた活性酸素消去能

水産物生殖組織水溶性成分の DPPH 表 1水 産物生殖組織水溶性低分子画分
のDPPHラ ジカル消去能

ラジカル消去能を測定 して IC50を算出
 試 料        Ic50(Jg/撃 1)

した結果を表 1に示 した。ホタテ卵巣と ホタテ    卵 巣      1,494
ニシン精巣のIC50は1,500 μ gノml前 後で        精 巣      776

サ ケ     卵 巣      358ほとんど消去活性が認められなかった
精巣      372

が、それ以外はラジカル消去活性が認め ニ シン    精 巣     1,674

物を HPLCで 6画 分に分画して、得 ら

れた各画分の DDPHラ ジカル消去能を

測定 したところFl,2,3,5,6が20%前後

であるのに対 してF4は 87%と 著 しく

高かつた。このことからスケソウタラ卵

られ、特にスケソウタラ卵巣が 63μ g/ml スケソウタラ 卵 巣

で最も強かった。スケソウタラ卵巣抽出

120

100

80

60

4 0

20

0

巣のラジカル消去能は F4に 含まれ る    0

成 分 に 起 因 して い る こ と が 明 ら か に な         卵
巣水潮 錮 分( 4 0 0 u g /耐)

図1スケツウタラ画分のDPPHラジカル消去能
った。

(2)培養動物細胞を利用 したスケソウタラ卵巣抽出物 F4の 抗酸化活性の評価

F4を 培養動物細胞に添加 し、H202に よ

つて酸化的なス トレスを加えて 24時 間培

養 した後の細胞の生残率を測定 した結果

を図2に 示す。F4の みを最終濃度 190、

380 μ g/ml加えたときは変化がなく、毒性

はほ とん どなかった。細胞 に H202を

200uM添 加すると生残率が 54%に なつた

が、F4を 添加 した後にH202を 加えると細

胞の生残率が約 70%に なり、培養動物細胞において F4が H202の 酸化ス トレスを

低減させる機能があることが認められた。

3.平 成 13年度計画

抗酸化活性が認められたスケソウタラ卵巣の水溶性低分子量成分の単離精製を

行い、成分の構造を同定する。また、培養動物細胞での酸化ス トレスの抑制メカ

ニズムを解明する。

Θ
掛
銀
胡
製
轟

図 2
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遺伝子工学技術を利用した食品微生物制御技術の高度化に関する研究   (H‖ -12)

一北海道ラーメンの細菌学的品質に関する研究―

加工食品部農産食品科 山 本一史 中 野敦博

応用技術部生物工学科 長 島浩二 川 上 誠

発酵食品部調味食品科 山 木 携  浜 岡直裕

1 研 究の目的と概要

ラーメンは北海道の主要工業製品の一つであり、その品質の安定化および向上は重

要な課題である。ラーメンの品質劣化には酵素反応や微生物の関与が指摘されている

が、詳しくは研究されていないのが現状である。本研究では、遺伝子工学的手法を用

いてラーメンの保存期間中の菌相動態を解析し、優勢菌種の生理生化学的性質を検討

することで、北海道ラーメンの細菌学的特徴を明らかにし、その結果を品質管理にフ

ィー ドバックすることを目的としている。

<実 用又は予定される成果>

。北海道ラーメンの品質向上とシェルフライフの延長。

2 試 験研究の方法

(1)試 料および細菌の分離

北海道内メーカー 5社 によって製造された市販ラーメン (生中華麺)を 25℃で 7日

間保存し、その間に定法に従って細菌を分離し、菌種を同定した。細菌の分離は、標

準寒天培地および標準寒天培地に炭酸ナ トリウムを添加したアルカリ培地を用いた。

培養は 30℃で行った。

(2)遺 伝子工学的手法による細菌の同定

寒天培地上に出現した細菌コロニーから長島らの方法 Dに従って DNAを 抽出し、こ

れを鋳型として 16Sリ ボソーム RNA遺 伝子を PCRに よって増幅した後、その ダ末端

約 300塩 基の配列を決定した。得られた塩基配列を DNAデ ータベースと照合するこ

とで菌種を同定したD。

3 実 験結果

(1)保 存期間中の細菌相の変化

A社 ラーメンの保存期間中0, 2, 7日 目に細菌を分離し、その同定を行った。菌

数は標準寒天培地およびアルカリ培地共に当然のことながら保存日数とともに増加し

た。菌相に関しては、表 1に示したように、両培地において o日 目では各種細菌が混

在した状態であるが、2, 7日 目になると乳酸菌であるИttcο““ 漏 あ″sに近縁の

菌種 (97～99%ホ モロジー、グラム陽性球菌)が 優勢となった。これは、ラーメンの

保存とともに乳酸菌が増加するという従来の報告 めに合致する結果であった。

(2)各 社ラーメンの優勢菌種の解析

前述のように、ラーメン保存 7日 目には特定の菌種が増殖して優勢になることが明

らかになったので、A社 他製品とその他道内 4社 製造のラーメンについても同様に 7
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の菌相変化
日間保存後、アル

カリ培地を用いて

菌相を解析 した。

メーカーによって

菌数の多少はあつ

たが、菌相では、

ス. 撻゙濾撻 s近 縁

菌が優勢になるも

のと Camα ttθ′θル

ゴょma■ tettnarυ″

(乳酸菌、グラム

北海道ラーメ

ンの品質安定化

と向上を計るた

め、その細菌学

的特徴の解明を

行った。ラーメ

ンを一定期間保

存 しその菌相変

化を解析 したと

ころ、初期段階

並わしhプOm雌 ふ 1ゝ22 sp■      92

未同定菌'            100
~ 未

同定菌・             93

Baοノ′′υs sp・                    99

aar″。ba`ter■υ″ 2′ιθrんndium■  85(G13)・
'

９ ９

９ ４

９ ７

９ ５

一
９ ９

ル
カ
リ
培
地

未同定菌
未同定菌

未同定菌
Staphノ oσ“θυS Sごυ″

Staphプ ococCas′θ″ι′s

E′ι,〃υs P″″ノυS

22a〃 υs sp

Sιr"o弯 ces dりas″源θυs

S″θρ女,“7cesttsetls
Leifsonia poae 98 1
Aerococcus uiridans 97 23

2 鰍 鰯見ナ
S   ‖

 :
ル θ″おarr〃υs 7e■asdυs         97        3~~~T~ И
e窺 ∝cus力"α′“s       98     49

陽性拝菌)近 縁菌

が優勢になるものとに分かれた (表2)。後者の場合、優勢菌種は a′ Itttn″ 囲 と

のホモロジーが 85%と 低く、グラム陰性拝菌であることから、aa■te山″ご囮 とは別

属の菌と考えられた。本菌は中性付近の pHで は生育せず、アルカリ培地で生育する

ことから好アルカリ性菌と思われる。これら菌株のさらに詳しい生理生化学的性質に

ついては現在検討中である。メーカーによる優勢菌種の違いは麺へのビタミンB2あ る

いはソルビットの添加 ・無添加に関係があるように思われた (表2)。

表2各 社ラーメンの優勢菌種

‐

２

３

２

２

標
準
寒
天
培
地

4 要 約

メーカー  VB2 Sor   相 同性のあった菌種名   相 同性(%)コ ロニー数

l   十   一

Aerococcus viridans
A社製品2  +  ―  И eЮcocc′S Sp

においては各種菌種が混在する状態であったが、最終的にはほぼ一つの菌種が優勢に

なった。5社 6種 のラーメンは、7日 間保存後の菌相解析からス.7i五dars近 縁菌が優

勢菌種のものと未知のグラム陰性拝菌が優勢菌種のものに分けられた。

1)Nagashma K.et al.,」乃θピ&Jθ″“′″ご■ぬ″ο′げ Res_′6,115(2000)

2)長 島浩二ら,日 本食品利・学工学会誌,45,58(1998)

3)日 清製粉 (株)中 央研究所, 食品と科学,31,114(1989)

(事業化特別研究、共同研究機関 :衛生研究所、中央農業試験場、畜産試験場)
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遺伝子工学技術を利用した食品微生物制御技術の高度化に関する研究 (HH～ H12)

―魚卵製品における細菌菌種の遺伝子工学手法を用いた解析および工程改善一

応用技術部生物工学科 川 上 誠  長 島浩二

発酵食品部調味食品科 山 木 携  濱 岡直裕

加工食品部農産食品科 中 野敦博 山 木一史

研究の目的と概要

食品中の微生物は発酵、熟成、腐敗等に関与しており、食品の品質管理、衛生管

理にとって非常に重要である。 しかしながら、従来の微生物検査では汚染指標菌の

菌数測定など細菌の量的な検査が主流であり、菌相の解析、菌種の同定など質的な

検査は微生物の生化学的性質を利用するなど煩雑であり多くの時間要するため、あ

まり行われていないのが現状である。当センターでは食品工場の微生物制御のワン

ランクアップを図るため、遺伝子工学技術を利用 して工場、現場で細菌の種類と数

を簡便かつ迅速に判定できるシステムの確立を目指している。本研究では道内の主

要産業の 1つ である魚卵製造について主要菌種の由来調査と製造工程の改善を考察

する。

<実 用または予定される成果>

遺伝子解析による細菌の同定により各種食品中の微生物の挙動を明らかにし、道

産食品の品質と安全性のワンランクアップが期待できる。

試験研究の方法

細菌の分離

イクラ製造の各工程の中間製品、最終製品、保存試験後の製品について、標準寒

天培地、CVT培 地、変法フェネチルアルコール寒天培地、デソキシヨレー ト寒天

培地、特性基質培地を用いて塗抹 し、24時 間～48時 間培養後生育したコロニー

を分離 した。

16SリボゾームRNAの 増幅および細菌の同定

生育した菌株から InstaGeneMatrix(Blo―Rad Lab.)を用いDNAを 回収 し、これ

をテンプレー トとして 16SリボゾームRNA遺 伝子 5'末 端約 500bpの塩基配列を

決定した。得られた塩基配列を米国国立生物工学情報センター (NCBI)の デー

タベースと照合することにより菌種を同定した。

実験結果

イクラ製品の一般生菌数は 103 cfu/g以下であり、分離された菌種はMoraxella,

Psychrobacter, Rahnella な どの海洋由来菌が主体のほか Staphylococcusや汚

染腐敗菌として PseudOmonas,Enterobacterな どが検出された。また、原卵の産地

によつて菌相に違いが認められた。一方、筋子製品の一般生菌数は 104～105 cfu/g

とイ クラ製品より多かったものの、分離 され る菌種の多 くは Staphylococcus

equorumな どの乳酸生成菌が主体であり、一部汚染腐敗菌として Enterobacterな
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4 要 約

どが検出された。各製造工程の菌相解析の結果から筋子の菌数がイクラに比べ高く、

Staphylococcusが優勢であつたのは製造 中の熟成工程 に起因 し、熟成 中に

Staphylococcusが増殖 し、汚染腐敗菌などの増殖を抑制するためと考えられる。

また、これらStaphylococcusが熟成に大きく関与しているものと推察される。

保存試験でイクラ凍結製品を解凍後、10℃、5日 間保存した結果、菌数が急速に

増加 して 105～106 cfu/gと なるサンプルが認められた。これ らのサンプルは

Pseudolnonas,Enterobacterなどの グ ラ ム 陰 性 菌 が 優 勢 とな る も の と

Staphylococcusなどの乳酸生成菌が優勢になるものの 2つ のグループに分けるこ

とができる。前者は低温保存中に腐敗、変敗するのに対し、後者はpHを 低下させ

むしろ腐敗菌を抑制する傾向が認められた。製品の品質管理上は前者のような低温

性腐敗菌の把握と制御は重要であり、量的な菌数情報のみならず質的な菌種の情報

はきわめて重要であると考えられる。

イクラ製造工程での低温性腐敗菌制御を目的として、塩漬、洗浄における乳酸処

理 を検討 した結果、0。1%平L酸による洗浄で Staphylococcusには影響な しに

Pseudomonas,Enterobacterなどグラム陰性の低温腐敗菌が抑制されることが明ら

かとなった。(図1)

酸処理したイクラ製品における黄色ブ ドウ球菌 (Staphylococcus allreus)

の添加試験から、10℃、5日 間の保存期間では黄色ブ ドウ球菌の増殖は認められな

かつた。

1.

図 1 酸 処理による菌相の変化

左 :無処理   右 :0。1%乳酸処理

イクラなど魚卵製品は産地や製造工程によつて検出される菌種が異なり、細菌

の質的情報も品質管理上重要と考えられる。

0.1%乳 酸処理は PseudomOnas,Enterobacterなどグラム陰性低温腐敗菌の抑

制に働き、製造工程の改善に有効と考えられる。

黄色ブ ドウ球菌は酸処理したイクラ製品中で増殖が認められなかつた。

(事業化特別研究)

2 .

3 .
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乳用廃用牛の新規加工技術の開発

―新規乾燥食肉製品の開発一

(Hll～ 13)

加工食品部畜産食品科 阿 部 茂  井 上 貞 仁

研究の目的と概要

本研究は道内で大量に発生 し、廉価に流通 している乳用廃用牛肉の有効活用を目

的とし、酵素処理を加えた新規乾燥食肉加工品 (調味料、肉の削り節、 ト ッピング

食材)の 開発を行うものである。初年度において基本的製造技術が確立されたこと

から、今年度は添加物および保存条件の検討を行つた。さらに製品の付加価値向上

を目的として、DNA損 傷を指標 とした酵素分解生成物のラジカル捕捉能について

評価をおこなった。

*予 定される効果

。新規産業の育成および新技術の確立 ・ 乳用廃用牛の利用拡大

試験研究の方法

肉節の製造フローを図 1に 示す。タンパク質分解酵素はフレーバーザイム

(ノボノルディスクバイォインダス トリー (株))を 用いた。

(1)亜 硝酸添加量の検討

図 1の酵素溶液に亜硝酸を添加 し、牛

肉中の最終亜硝酸濃度が0,100,200,

400ppmになるように酵素溶液を注入 し

た。その後は図 1に従つて肉節を試作

し、各段階における亜硝酸量を測定 した。

(2)包 装形態の検討

(1)の 実験で試作した亜硝酸100pp皿

添加の肉節を手動のカツオ節削り器で0。

mmm度 の厚さに削つたものを試料とした。

削り節約2gを粉体用セル(d1311ull×3.lllullψ

に詰め、透明のポリプロピレン製のチヤッ

ク付き袋および遮光アルミ製のチャック体

き袋を用いて、おのおのについて①無処理、②窒素封入、③窒素封入+脱 酸素剤の

3種類の包装形態をつくり、18日目まで測定を行つた。保存温度は室温とした。

なお、ポリプロピレン製の袋のサンプルは約7000ルクスの蛍光灯下に静置した。

色差の測定は」llKIttJP7200Fを用いた。

(3)DNA損 傷を指標 とした酵素分解生成物のラジカル捕捉能

半腱様筋を数種のプロテアーゼで処理 し、得 られた水溶性分解物を乾燥凍結 した

ものを試料 とした。細胞についてはヒト由来培養細胞 HL-60を 用い、ラジカル発

生剤 AAPH(2,2-アゾビスニ塩化塩)あるいは過酸化水素を用いた。試料を溶解 した

９

“

寧L用廃用牛 半 腱様筋
↓

←り
1'II:1111lB脚

i組 孫 説 宅隧 主ガ

酵素反応
(温

〒
50°C,湿度 90%,反 応口寺間 5時間)

焙乾 ・酵素失活
(一

T火
:温度 90℃,湿度 0%,4時 間)

一晩室温であん蒸
↓

焙乾 (二番火以降 :温度 80°C,湿 度 0%,5時 間
↓

―晩室温であん蒸
↓

焙乾 ・あん蒸を 10～ 14回繰り返す
↓

酵素処理牛節 (水分 15%前後で終了)

図1 牛 節製造フロー
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液体培地中にラジカル発生剤を添加し1時 間反応させた後に細胞懸濁液を加えて 2

3.

時間培養 して DNA損 傷を与え、その細胞

の一部をコメットアッセイに供 した。正

常細胞 とコメットした細胞の比率より

DNA損 傷率を求めた。

試験結果

(1)亜 硝酸添加量

図 2よ り亜硝酸は添加量の多少に係わ

らず製造工程中にそのほとんどが分解す

ることが分かった。亜硝酸100ppmでも十分な発

色が得 られたことから、添加量は100pp皿が適当

と考えられた。

(2)包 装形態

透明袋による保存ではすべての試料におい

て、保存初期にa*の著しい減少がみられ、保存

4日後で平均30%の赤色が消失 した(図3)。各処

理別では空気封入を行つた試料より窒素封入あ

るいは脱酸素剤を入れた試料のほうがa*の減少

が少なかつた。遮光袋による保存ではすべての

試料においてa*の減少が緩慢であった(図4)。

各処理別では空気封入を行つた試料より窒素封

入あるいは脱酸素剤を入れた試料のほうがa*の

減少が少なかった。これらの結果から、牛肉削

り節の保存は遮光袋を用いて窒素封入(+脱 酸

素剤)が色調保持に有効であることが分かつた。

(3)酵 素分解生成物のラジカル捕捉能

250

⌒ 200

3

む150

E
ａ
）
闘
置
日

図 2 亜硝酸の消長 (固形分換算)

1 5

1 3

0       5  Dato 10      15      20

-空 気 一 窒素 ― 窒素+脱酸素剤

日3透 明袋中の削り節の赤色変化

0       5  Date 10      15      20

-o一 空気 ‐‐卜窒素 ― 窒桑+脱酸素剤 |

図4違 光袋中の削り節の赤色変化

コメット指数(低いほどラジカル捕捉能を有する)による比較の結果、過酸化水素

に対してはほとんどの試料でコメット指数が80%以上であり、全体的に効果がみら

れなかった。その中でもProtease S、SP-10、およびPapainの1000ppmの濃度ではわ

ずかに効果がみられ71、77、および83%であった。AAPHに対 しては全体的に効果が

認められ、コメット指数が50%を下回る試料もあつた。その中でも特にSP-10、

Protease Sの10000ppnは強い効果がみられ、20%、37%であった(図表未掲載)。

4.平 成 13年 度計画

最終年度ではこれまでの結果を踏まえた応用試験 (他の部位、豚肉を用いての評

価)を 行う。さらに機能性物質の解明も引き続き行う。

(共同研究機関  (株 )ホ クビー 北 海道大学)
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海洋技術開発促進事業 (ntt  -  stz)
―深層水の有効利用の研究開発一

発酵食品部 田 中常雄 加 工食品部 大 堀忠志 応 用技術部 山 崎邦雄

畜産食品科 井 上貞仁 食 品工学科 熊 林義晃 発 酵食品科 田 村吉史

1.研 究の目的と概要

深層水 を利用 した発酵の適否を判断する目的で味噌の加工試験を行 つた。

また従来、深層水の畜産食品加工への利用事例が少ないことから、ベーコン

の加工試験を行つた。

【予定される成果】
・基礎データの整備と、深層水による食品の高付加価値化 (差別化)。

2.試 験研究の方法

(1)味 噌の試作 :1試 験区当り、浸漬 ・蒸煮大豆 2,838gを磨砕 し、米麹 1,561g、

精製塩 600gま たは深層水塩 550g、種水(水道水または深層水)320gを混合 し

た。この時、大豆浸漬 と種水に水道水を使用 した試験区の中から、酵母培養

液および乳酸菌培養液を添加 した試験区を設けた。また、大豆浸漬 ・種水に

深層水を使用 した試験区には酵母 ・乳酸菌は無添加とした。これら 4試 験区

の試料を容器詰めし、25℃ で熟成保存 して熟成 20日 目に切 り返 しを行つた。

熟成保存中、20日 ごとに発酵の進み具合や適性を観察するため、酵母数、乳

酸菌数、pH、 滴定酸度、ホルモール窒素を浪1定した。

(2)ベ ーコンの試作 :整形 した豚バラ肉を 1.2倍量の濃縮深層水液(NaCl濃度

として約 11%)に 4日 間漬け込んだ後、深層水塩(亜硝酸ナ トリウム 0.625%

含有)を肉重量に対 して 2%す り込み 3日 間塩漬 した。対照として、同濃度の

精製塩水で漬け込んだ塩漬肉に、精製塩を用いて同様の方法で塩漬を行つた。

塩漬肉を加熱 ・乾燥 ・薫煙処理 した後、冷却 ・包装 した。出来上がつたベー

コンについて外観を観察 し、嗜好試験による官能評価を行つた。

3.実 験結果および考察

(1)味 噌の試作 :図 1,2に示す通 り、深層水 ・深層水塩使用区の酵母や乳酸菌

の増殖傾向は、酵母および乳酸菌添加区とほぼ同様の傾向を示 し、水道水 。

精製塩使用区の酵母増殖は遅 く、乳酸菌の増殖は低かつた。図3～ 5か らも、

深層水 ・深層水塩使用区の熟成が順調に進んでいることが示唆される。微生

物にとって リン、カリウムは必須栄養源であ り、 リン酸イオンとマグネシウ

ムイオンが酵母増殖に寄与 しているという報告もあ り、深層水中に含まれて

いる豊富な無機成分が、発酵食品製造に有効な働 きをもたらしているものと

思われた。

(2)ベ ーコンの試作 :ベーコンの発色状態は良好で、精製塩で塩漬 したもの

と外観上、区別できない程度であつた。但 し、塩漬に使用 した濃縮深層水液

から、漬け込み中に僅かな白色沈殿が生成 した。今回は NaCl濃 度を合わせて

塩漬 したため、濃縮深層水液には他の無機成分が過剰 とな り、自色沈殿が生

じたものと思われる。官能評価の結果 (図 6)、深層水ベーコンの方がおいし

い 。少 しおいしいとしたバネラー(A,B)が 18人 、対照の方を支持 したバネ

ラー(D,E)が 16人 と、僅かに深層水ベーコンの方が優勢であつた。

―- 88 -―



雲

調
ど

響

番

）
覇

糎

薇

ポ

⌒
ヽ

訓
”
ｒ
響

き

）
壕

中

粧

:  E + 0 7

!  E + 0 6

l  E + 0 5

1  E + 0 4

l  E + 0 3

l E + 0 2

l  E + 0 1

!  E + 0 0

l  E + 0 8

:  E + 0 7

:  E + 0 6

!  E + 0 5

!  E + 0 4

l E + 0 3

1  E + 0 2

l  E + 0 1

l  E + 0 0
0      2 0      4 0      6 0      8 0

熟成期間(日)

図¬ 味 噌熟成中の酵母数の変化

2 0      4 0      0 0      8 0

熱成期間(日)

味噌熟成中の乳酸菌数の変化

0      2 0      4 0      6 0      8 0

熱成期間(日)

図4味 噌熟成中の滴定酸度の変化

― 水道水 ・精製塩

酵母乳酸菌無添加

瑚卜 水道水 ・精製塩

酵母培養液添加
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4.要 約

海洋深層水を用いて味噌とベーコン

の加工試験を行つた。

味噌では、深層水中に含 まれてい

る豊富な無機成分(特にカ リウム、マ

グネシウム、 リン)が、酵母や乳酸菌

の発育を促進 し、発酵食品製造に有効

な働 きをもたらすものと思われた。

ベーコンの発色状態は良好で、精

製塩で塩漬 したものと外観上、区別で

きず、官能評価の結果も良好だつた。

(共同研究機関 :道立地質研究所、道立

中央水産試験場)
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2.

発酵食品の香気及び機能性の強化に関する研究 (H10～13)
一一乳酸菌の発酵食品中のフランノン生成とその増強に関する研究一一

発酵食品部発酵食品科 富 永―哉 田 村吉史 柿 本雅史 発 酵食品部 田 中常雄

研究の目的と概要

国内ではキッコーマンの研究者が最初、醤油及び味噌の香り物質として 1978年

頃にハイドロキシ・エチルメチル ・フラノン (HEMF)を発見しました。1990年代に

入つて、ウィスコンシン大学でこの物質に抗腫瘍活性が存在することが指摘されま

した。最近では、キリンビールの研究者によってビール中にも同物質が発見され、

また ドイッの研究者はチーズの中にハイドロキシ 。ジメチル ・フラノン (HDMF)を

発見していて、フラノンは発酵食品中に広く分布しています。また、スイスのネス

レ社ではフラノン類の生成経路についての研究を進めています。共同研究者である

熊本県工業技術センターにおいても、味噌の発酵における HEMFの 生成の研究を進

めていて、糖とアミノ酸が加熱によつて変化した物質 (メーラード物質)が フラノ

ンの前駆体であり、酵母がこれをフラノンに変換 しているという発見をしました。

フラノン類は、カラメル様の甘い香りを持ち、味噌などの発酵食品の特徴を示す

香り物質です。分析法はガスクロマ トグラフ質量分析法 (GC―MS)な どで確立され

ていて、他の生理活性物質を測定する場合より、極めて容易に分析ができます。本

研究では、北海道の特産食品中である発酵乳製品、特にヨーグル トとワインにおけ

るフラノン類の分布を検索し、熊本県との共同研究で開発された技術を用いて、発

酵食品中のフラノン類の増強に取り組みました。

【実用化または予定される成果】
・北海道産の発酵食品、特に、発酵乳製品、ワイン、味噌 ・醤油等の高付加価値化

試験研究の方法

酢酸メチルを用いた抽出法により市販のヨーグル トとワインからフラノン類を

抽出し、GC―MSを 用いて分析しました。発酵乳製品に多く見いだされる有用乳酸菌

のうち代表的なものを用いてフラノン類の生産能を測定し、ヨーグルト試験仕込み

中のフラノン類の消長を調べました。ワインについても同様に、原料プドウ及び試

験仕込みをしたワインのフラノンを調べました。

実験結果

市販ヨーグル トの分析では、分析限界をやや下回る程度の HDMFを観測しました。

いくつかの試験結果から、乳の殺菌過程でフラノンの前駆体が生成していると予想

されました (図 1)。また、乳酸菌にはこの前駆体からフラノンを生成する能力があ

ることが分かりました (図2)。従つて、ヨーグル ト中のフラノンを増強するには、

殺菌工程で如何に前駆体の生成量増やすかと、これを効率良くフラノンに変換する

乳酸菌選択することが重要であることが分かりました。現在、モデル製造工程を考

3.
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案して、小規模の商業牛産設備でフラノン増強ヨーグルトの牛産を試みています。

ワインの市販品を分析したところ、通常生で食べられているアメリカ原産のプド

ウから造られたワインに HDMFが多量に存在することが分かりました (表 1)。試験

醸造の結果、果汁にはほとんど含まれていない HDMFが発酵工程の中で生成するこ

とが明らかになりました (表2)。更に、果汁を絞る段階で適当な処理をすることに

より、HDMFの生成量を増やすことが可能であることも分かりました。現在、明らか

になった増強法を用いて、工場規模の仕込みを行つています。
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アロニア果実の有用物質の特性解明および生産 ・利用技術   (H10～ H12)

一アロニア果実を原料とした新規食品の開発一

発酵食品部発酵食品科 田 中常雄 富 永一哉 田 村吉史 柿 本雅史

研究の目的と概要

アロニア果汁の利用を目的として、第一に搾汁率の向上試験を行い、より効

率的な果汁の確保を図ることとした。第二に、アロニアグミの試作試験を実施

し、加工適性を解明することとした。第三に、10%果 汁を想定 して、保存安定

性の解明と、添加糖類の分子量の大きさによるアントシアニン色素の保護効果

を期待 して、退色防止技術の検討を行うこととした。

【予定される成果】
・アロエア果汁を用いた食品開発(ゼリー、飲料など)と保存性向上技術の確立。

試験研究の方法

(1)搾 汁率向上試験 :凍結保存 したアロニアを解凍 してホモゲナイズし、100g

を精秤後、直径9011ullの濾紙(No.5A)を用いてブフナー濾斗で約30分間減圧濾過

した(未処理区)。 次にホモゲナイズ試料100gに対し、天野製薬帥製のベクチ

ナーゼG、 ベクチナーゼPL及 びセルラーゼT4を 各々0。lg添加 した (試験区

1,2,3)。 さらにホモゲナイズ試料100gとペクチナーゼG及 びセルラーゼT4

を各々0.lg、またペクチナーゼPLと セルラーゼT4を 各々0.lg添加 した(試

験区4,5)。 試験区1～5、及び酵素を入れないホモゲナイズ試料100g(対 照区)

を、300ml容三角フラスコに入れて振とう培養器(TAITEC BR-30L)に セットし、

45～50°Cで振とう数約200min lに設定 して20時間反応させた。反応後、未処理

区と同様に濾過 し、試料重量に対する濾過液重量の比率で搾汁率を求めた。

(2)グ ミの試作 :ア ロニア搾汁液100g、クエン酸5g、水飴200g、グラニュー糖

150g及びソルビトール5gを加えて沸騰させ、火から下して赤ワイン25mlを加え

る。一方、ゼラチン(宮城化学工業榊製 A―U,AP…300,AB-320の 3種 使用)35g

に水50mlを加えて膨潤させて70℃の水槽で溶解 し、前述のアロニア溶液が70℃

ほどに下がつたころに混合 して型に充填 した。20時間ほど冷蔵 した後、型から

はずし、表面をコーンスターチで被つた。

(3)10%ア ロニア果汁の光退色試験 :蒸留水27mlに各種糖類 (分子量の小さい

糖類から順番に、グルコース、ソルビトール、マル トース、スクロース、 ト レ

ハオース、イソマル トオリゴ糖、エスイー100(日研化学関製の糖アルコール))

を 3g、6g、9g溶かし、それらの溶液18mlをアロニア搾汁液2mlと混合 して、各

種糖類の10%、 20%、 30%溶 液を作製 した。それらの溶液を分光色彩計の透過

型セル(蓋付)に入れ、80℃・40分間湯殺菌後、ライ トボックスNEW5000上に置い

て、内面を鏡にした容器をかぶせ、経時的に色調の変化を測定 した。容器内の

平均温度は31.1℃であった。

実験結果及び考察

(1)搾 汁率向上試験 :表 1の ように酵素処理による搾汁率の向上効果は認めら

2.

3.
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れた。しかし、未処理でも70%以 上の搾汁率を示してお り、実用上は酵素処理

を必要としないと考える。なお、セルラーゼT4処 理では濾過効率が悪 く、搾

汁率は濃1定できなかつた。

(2)グ ミの試作 :試作グミの水分活性は、 3種 類 とも0.81であ り、保存性を考

慮するともう少し低い値に仕上げることが望ましい。表 2の ように弾力性はAP

-300、AB…320で良好で渋味もほとんど感 じられず、官能審査(n=20)では良い評

価を得た。

(3)10%アロニア溶液の光退色試験:アントシアニンは、色素自体や共存する化

合物とコピグメンテーションし、分子間で複合体を形成 して濃色化、安定化す

ることが知られている。本実験では、各種糖液によるコピグメンテーシヨン効

果の有無を観察 した。図 1の ように糖濃度が高 くなるに従つて明度 (L*)が

下がり、全ての糖類で濃色化が認められた。図2で は、グルコースなどで添加

糖濃度が高 くなるに従つて色調変化は小さく、安定化傾向がみられた。また、

昨年度の粉末の光退色試験から推測 して、分子量が大きいほど色素の保護効果

が高いと考察 したが、イソマル トオリゴ糖添加液などの色調変化はグルコース

よりも大きく、高い分子量ほどアントシアニン色素の保護効果があるとはいえ

なかつた。

表 2 グ ミの官能審査

表 1 ア ロニアの酵素利用による搾汁率の比較
セ
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4.要 約

(1)グ ミの試作加工を行い、良好な結果を得た。

(2)10%ア ロニア果汁に各種糖類を添加 し、その色素の保存安定性を解明した。

(受託研究 農林水産省/北海道農業試験場 北海道大学)
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北海道産小麦の中華麺用ブレンド技術及び製麺技術の開発   (Hll～ H12)

加工食品部農産食品科 山 木一史 中 野敦博 岩 下敦子 槙 賢治

1 研 究の目的と概要

中華麺の品質は原材料の特性及びその加工方法により決定され、主原料である小

麦粉の品質は、原料小麦の品質に大きく依存している。特に北海道産小麦を原料と

する場合、同一品種であっても生産年次や産地により原料小麦の品質に変動が認め

られる。そこで、本研究では道産小麦の新規需要 (中華麺)の 開拓を目的に、安定

した品質の道産中華麺用小麦粉を作出するためのブレンド技術の開発と、これらブ

レンド粉を用いて麺色や食感に優れた中華麺の製麺加工技術を開発する。

予定される成果

(例)。道産小麦を用いた中華麺の開発 。 中華麺適性の持つ品種の育成

2 試 験研究の方法

(1)ブ レンド試験

供試材料 :① 「ホクシン」と 「ホロシリコムギ」のブレンド粉

② 「ホクシン」と 「春よ恋」のブレンド粉

それぞれテス トミルによる歩留45%の 小麦粉を用いた。

ブレンド方法 :9:1、 8:2、7:3、6:4、5:5の比率で調製したもの

中華麺の配合割合 :小麦粉 100%、 かん水 1%、 食塩 1%、 水 33%

中華麺の分析項目:麺帯の色調変化とレオメーターによる生麺の引張試験

およびゆで麺の切断試験

(2)物 性改良試験

供試材料 :「ホクシン」と「ホロシリコムギ」(いずれも市販品)の ブレンド粉(55)

対照として市販中華麺用粉 (外国産小麦)を 用いた。

改良剤 :卵白粉、グルテン、パン用改質グルテン剤

中華麺の配合割合および中華麺の分析項目:(1)と 同様

3 実 験結果

(1)麺 帯色 (L*)に ついては、ホクシンの比率が低くなるにつれ明らかに低下し、茄

麺の切断強度は逆に高くなる傾向を示した。色調と物性値に負の相関があるため、

色調では問題があるが、物性値を考慮するとホクシン :ホロシリコムギが6:4ま

たは5:5が バランス的にも利用可能であると考えられた。また、生麺の物性値の

結果からは、ブレンドにより対照粉に近い物性に変化することがわかった (図1)。

この結果は、生地物性の向上を示しており、実用化の可能性を示唆している。

(2)単 独での使用により効果が確認された改良剤を複数組み合わせることにより、実

用化に向けた物性改良試験を行つた。麺帯色 (L*)の変化はいずれも対照粉よりも

良好な結果を示した。切断強度も対照粉にはわずかに及ばないが、大幅に改良され
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た。製麺性、麺の色、物性値のいずれも改良されたことから、

することにより実用化の可能性は高いと判断された (図2)。

配合比をさらに工夫

◇

議

8

引張試験(g/rlln2)

図 1 プ レンド粉の種類と生麺物性の関係

ブレンド粉    ブ レンド粉    対 照粉

図2 複 数改良剤による色と切断強度の変化

1隋 直後  ‐ ・‐10分後  一 色:0日 一 色:1日
_1

色の良好な品種と物性値の良好な品種を用いてブレンドを行い、中華麺加工適性

について検討 した。その結果、プレンドにより製麺性、麺の物性値が改良された。

さらに物性改良剤を用いることによつて良質な中華麺が製造可能であつた。

(受託研究 食 糧庁)(共 同研究機関 道 立中央農業試験場)
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4 要 約
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難消化性成分の機能性を活かした米の新規用途技術開発  (平 成 12年 度)

加工食品部 農 産食品科 岩 下敦子 山 木一史 中 野敦博 槙 賢治

1.研 究の目的と概要

米粒中には人の消化器官により消化され難い成分が数%程 度含まれているが、これら

の成分は人の健康に関する様々な生理機能を持つことが明らかにされつつある。

本課題では道産米の難消化性成分について検討し、現行の道産品種には難消化性タン

パク質および澱粉が府県産品種より豊富に含んでいることを明らかにした (中央農業試

験場)。また、これら成分の生体に対する機能性を評価 。確認するためラットにおいて大

腸癌リスクとの関係を研究している (中央農試 。北大担当)。

当センターでは、新たな医療 ・健康食品用途開発のための基礎技術を確立することを

共通の目的として、これら特定成分の効率的分画・精製技術の開発 (平成 11年 度)や、

新規用途開発 (平成 12年 度)を おこなつた。

予定される成果

難消化性澱粉を多く含む加工処理により調製した米粉を利用して新規の機能性食品の

開発が可能となる。

2.試 験研究の方法

①難消化性澱粉含量を高める加工処理法

炊飯後、冷蔵保持し澱粉を老化させ凍結乾燥、または低温除湿乾燥し粉砕した米

粉を調製した。

②調製米粉の消化性

生米粉、炊飯後通風乾燥したα化米粉、老化処理後凍結乾燥 (FD)し た米粉 (以

降、老化FD米 粉とする)を 試料として、中央農業試験場柳原らの考案した酵素分

解法により消化性を淑1定した。

③ 調製米粉を用いた新規用途開発

調製米粉を用いて錠剤型菓子を試作した。

3.実 験結果および考察

①α化 (糊化)澱 粉は低温 (5～ 10°C)に おかれることで老化が進むことから、理

論的には低温除湿乾燥機による10°C以下の乾燥が最も難消化性澱粉含量が高く

なると予想された。しかし、炊飯米および米粉の糊化物は粘度が高く、中心部まで

の乾燥効率が非常に悪くなるため、低温除湿乾燥による米粉の調製は難しかつた。

このため、乾燥方法は真空凍結乾燥法とした。

②表 1に示したように老化FD米 粉において、難消化性澱粉の含有率がα化 (糊化)

米粉の約2倍 (4.4%→8.9%)に 増加していることを確認した。
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α化米粉
老化FD米粉

( % )

③機能性を活かした加工方法として、調製した老化FD米 粉による錠剤型の菓子の配

合表 (表-2)、 成分分析結果 (表-3)お よび写真を示した。
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2.03%   4.70%

1.57%   0.08%

0.19%   0.23%

8.12%       74.2%     372kcal

6.67%       83.5%     361kcal

7.80%       82.6%     364kcal

加水および加熱を加工工程に取り入れる製品では糊化がおこり難消化性澱粉が減少

すると考えられるため、製品開発に老化FD米 粉をそのまま成形する方法で錠菓を考

案した。その他に機能性を活かした食品として冷菓 (プラマンジェ)等 への利用が考

えられた。

4。 要約

難消化性澱粉含量の高い米粉を調製し、その機能を活かした製品開発として錠剤型

菓子の試作を行つた。

(食糧庁受託研究)(共 同研究機関 :道立中央農業試験場 ・北大農学部共同研究)

謝辞 低 温除湿乾燥機の試験を行うに当たり、北海道電力例総合研究所電気利用グループ

金野利春主査研究員のご指導 。ご協力をいただいた。
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耐塩性乾燥酵母を用いた味噌発酵用 ドライスターターの開発 (H12)

発酵食品部発酵食品科 田 村吉史 下 林義昭

1.研 究の目的と概要

味噌は大豆と塩に米や麦などを麹としたものを加え発酵させたものであり、熟成では

麹の酵素が原料を分解し、酵母が香りや味の丸みを与え、亭L酸菌が酸味の付与や塩慣れを

促進する。味噌はそれぞれの地域で多様性がある。そのため、求められる特徴によつて原

料、原料配合、熱成期間の長さ、微生物の添加の有無などが異なつてくる。熊本県では通

常酵母の添加が行われない麦味噌に酵母を添加し、これまでとは違ったタイプの味噌を造

り商品化している。これは酵母を添加していない地方の味噌に酵母を添加し香 り豊かな味

噌にすることで新たな商品となる可能性が十分あることを示している。同時に、酵母を扱

つたことがない味1曽企業ヘ ドライスターターの需要があることをも示している。また、現

在酵母を添加している企業においても、酵母の培養管理から解放されることによるコス ト

ダウンが可能となる。このような背景から本研究では、耐塩性の味噌酵母を乾燥化しドラ

イスターターとして、味噌もろみに添加し、香豊かな美味しい味噌を容易に製造できるよ

うにすることを目的としている。本 ドライスターターの有用性を確立することにより、現

在、酵母の添加を培養液によって行っている蔵では培養管理から解放される。酵母の添加

を行っていない蔵では容易に酵母の添加が行えるようになる。ドライスターターを使えば、

味噌のコス トダウン、省力化そして高品質化が可能になる。本研究では ドライスターター

の生菌率の向上と現場における味噌仕込み試験による実用性を確認した。

2.試 験研究の方法

2‐1ド ライスターターの生菌数の向上 :数 種類の

培地により耐塩性酵母 Zygas“働ar銘“ω wii M2

を培養 し、乾燥化後の生菌数を測定した。

2‐2現 場味噌仕込み試験 :京都府 3ヶ 所、静岡県

lヶ 所そして北海道 2カ 所の合計 6ヶ 所の味噌蔵

で、現場味噌仕込を行った。各味噌蔵において右

の表に示 したような試験区を設定 した。酵母、遊

離アミノ酸、HEMFを 測定した。

A1    8   19Xl

,tA I g.Sx rdE/s
A3 15 l .Sx 1dE/E

B2   3  95X105個 /g
B3   15  19X105個 /g
B4   15  95X:05個 /g
B5   8  1 9x lo5個 /g培 養液酵母添加

::   |:  ::Iギ 層チ: 日本甜菓製精佛試作酵母使用

E2   10  1 ox 105個 /g通 常使用酵母

F2   :O  19x lo5個 /g通 常使用酵母
F3   1o   無 添加

3.実 験結果

3‐1ド ライスターターの生菌数の向上 :食塩濃度、培地成分、糖添加方法そして菌体洗浄

の培養条件を検討 し、3× 1び
。
個/gの 生菌数を確保することが可能となった。

3‐2現 場味噌仕込み試験 :京都府 B社 と北海道E社 の酵母数、HEMF量 の変化を図 1～ 4

に示した。仕込み味噌のタイプによって熟成程度は異なるが、いずれも順調に進んでいた。
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B社 、E社 共に液体培養した酵母添加区を設定している。両社とも添加直後では培養酵

母添カロ区においてもドライスターター添加区同様に添加量よりもかなり低い生菌数を示

す。しかし熟成が進むと 106個/g以上に達し、すべての試験区が確実に増加してた。 ドラ

イスターターが培養液添加と遜色ない生育を示していることが明らかとなった。両社とも

酵母添加区では ■ 日目に HEMFが 確認され、初期生成量は液体酵母添加が勝っていた。

ドライスターター添加区ではいずれも培養酵母添加区の半分程度であるが、原料臭防止に

は充分以上の生成量である。酵母の減少が緩やかで熟成終了時まで酵母が残つていたこと

によりⅢ到『の生成も続いた。

両社ともドライスターターは培養液添加された通常使用している培養酵母には HEMF

の生成でわずかに遅れたが、味噌もろみ中で充分有効に働いた。いずれの試醸においても

有効にドライスターターが働いていることが確認され、十分な有用性があることが確認で

きた。当ドライスターターは培養酵母と置き換えられるものであることを示している。
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図 l B社 熟成中の酵母数変化
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図4 E社 熟成中のフラノン変化

4.要 約

高い生菌数を持つ耐塩性酵母の ドライスターターを開発した。さらに本 ドライスタータ

ーの品質向上のため生菌数の向上方法を検討し、高い生菌数を持つ ドライスターターの製

造条件を作り上げた。次いで、 ドライスターターを味噌もろみに添加すると確実にもろみ

中で働き、味噌らしい香りの付与を行っていることを示した。

(受託研究 食 品産業センター)

(共同研究機関 :北海道大学大学院農学研究科応用菌学分野 榊 菱六)
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2   技 術 普 及 ‐ 指 導

2-1 食 品加工相談室

食品製造企業等が行 う新製品開発、新技術導入などの各種技術相談に応 じる

窓口として 「食品加工相談室」を開設する。

1 相 談内容   食 品加工に関すること

2 申 し込み   随 時

3 相 談方法   電 話、来所、文書いづれの方法でも可能

4 相 談窓口   江 別市文京台緑町 589番 地 4 食 品加工研究センター内

【平成 12年 度報告】

相談件数については、総数 407件 となつてお り、相談方法別にみると電話が

最も多く、食品製造企業等から気軽に相談が持ち込まれている。

また、相談内容については、加工方法、品質 0評価、装置機械などの食品カロエ

技術全般にわたる内容となつてお り、全道各地から相談が持ち込まれた。

1 相 談件数  総 数 407件

2 月 別相談状況

区分 ＼ 月 4 5 6 7 8 9 10 12 2 3 合  計

■
↑ 談 件 数 39 28 26 26 36

つ
乙

′
仕 38 17 44 8 43 58

ワ
ー

Ａ
υ

И
仕

面 接
ｎ
υ

つ
４ 12 12

ワ
ー 9 6

ワ
ー 2 20 150

電  話 18 14
Ｏ
Ｄ 19

０
４

０
４

う
０

つ
４ 7 26 6

０
４

り
０ 34

ｒ
υ

２０
４

文  書 0
０
４ 0 0 2

り
０ 3 0 0 0 0

●
０ 13

E一Mail 1 0
つ
０ 0 2 0 2 4 1 0 0 l 14

その他 1 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0
０
４ 5

「雨瓢函藤覇別内訳]
相談件数

60

50
■ 農 産 242件

□ 畜 産  41件
圃 水 産  22件

□ 林 産  4件
図 その他  98件

4月  5月   6月   7月   8月   9月  10月  11月  12月  1月   2月   3月
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2-2 食 品工業技術高度化対策指導事業 (現地技術指導)

食品製造企業等が行う新製品開発等を支援するため、各企業等からの依頼を受け
て、研究員を派遣し、食品カロエ技術についての助言や指導を行 う。

1 指  導  地  域   道 内各地

2 指  導  対  象   道 内食品製造企業、食品カロエ研究グループ等

3 申  し  込  み   随 時

4 指 導依頼の方法  電 話または文書

5 指 導 を行 う者  セ ンター研究員

6 費      用   無 料

【平成 12年 度報告】

全道各地において、124件 延べ 127日 間、研究員を派遣し、製品開発、製造

技術、保存技術、品質管理等についての助言や指導を行った。

1指 導 件 数  124件

2  指  導  日  数   1 2 7日

3 支 庁別指導状況

区  分 指 導 件 数 指 導 日数 区  分 指 導 件 数 指 導 日数

石狩支庁 3 6 3 6 宗谷支庁 4 4

渡島支庁 4 5 網走支庁 6 6

檜山支庁 1 胆振支庁 1 0 1 0

後志支庁 2 0 2 1 日高支庁

空知支庁 1 0 1 0 十勝支庁 1 2 1 2

上川支庁 1 8 1 9 似1路支庁

留萌支庁 3 3 根室支庁

合   計 1 2 4 1 2 7
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2-3 移 動食品カロエ研究センター

道内各地域で 「移動食品カロエ研究センター」を開催し、講習会や技術相談、技術

指導等を集中的に行 う。

1 開 催 内 容  (1)講 習会

(2)研究成果発表△
‐

(3)意見交換会

(4)個別技術相談会

(5)現地技術指導 他

2 開 催時期等  開 催時期、場所、内容等については、各支庁等と協議の上、決

定する。

【平成 12年 度報告】

8支 庁管内において、 「移動食品加工研究センター」を開催 し、講習会、研究成

果説明会や技術相談、技術指導などを行つた。

開催支庁 開 催 地 開 催 年 月 日 テ   ー   マ

渡島支庁 函 館 市 13.  3. 9 「地域資源を活用した新商品の成功例について|

檜山支庁 北檜山町 12.11.10-12.11.11 「道産米の用途開発～ぺ‐パー状食品への加I～1

上川支庁 美 瑛 町 13. 1.29´ Ψ13. 1.30 「チ̈ズ製造技術について|

「飲むヨーグルトの作り方について1

留萌支庁 留 萌 市 13. 2.26´ Ψ13. 2.28 「食品の衛生と表示について1

1食品の機能性について'``骨粗糸症から便秘まで1

宗谷支庁 稚 内 市 12。11.13´V12.11.14 「道内他地域の食品開発状況について1

「地域特性を活かした新しい食品の開発」

日高支庁 浦 河 町 13. 3.21-13. 3.22 「地場産品を利用した商品開発事例」

「食品のおいしさと鮮度保持技術|

「食ll研で取り組んだ食品llI`評価技術の紹介」

釧路支庁 釧 路 市 13. 2.14´ V13. 2.15 「最近話題の機能性食品について'''カルシウムを中心に1

「サケ皮コラ‐ゲンの性質と利用について」

根室支庁 中標津町
つ
４ 7.18 「深層水と食品加工研究センターの取り組み]

1水産物に含まれる機能成分」
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2-4 技 術講習会

食品加工に関する新 しい製造技術等について、外部講師やセンター研究員による

講習を行 う。

1 食 品カロエ高度技術講習会

(1)開 催場所  食 品カロエ研究センター

(2)対 象 者  食 品製造企業等の研究者、技術者等

(3)開 催回数  年 間 1回 (1回 の講習期間-2日 程度)

④ 開催方式  座 学及び実技講習

2 地 域食品技術講習会

(1)開 催場所  食 品カロエ研究センター

(2)対 象 者  市 町村立等食品カロエ (研究)施 設の技術指導者等

(3)開 催回数  年 間 1回 (1回 の講習期間-2日 程度)

(0開 催方式  座 学及び実技講習

【平成 12年 度報告】

次のとおり技術講習会を開催した。

1 食 品カロエ高度技術講習会

2 地 域食品技術講習会

講 習
△
バ の 名 称 開 催 年 月 日 参加者数

食品成分分析技術講習会 12. 11.16-12.11.17 4 9

講 習
△
= の 名 称 開 催 年 月 日 参カロ者数

微生物管理技術講習会 12. 10。
●
Ｊ 1 6
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2-5 技 術研修生の受入れ

食品製造企業等の技術者の資質向上を図るため、随時、研修生を受け入れる。

1 研 修内容  食 品カロエに関する技術の修得

2 申 し込み  随 時

3 研 修期間  原 則として6ヶ 月以内

4 費   用   無 料 (ただし、研修に関する試料、消耗品などは企業負担)

【平成 12年 度報告】

26企 業31名 の研修生を当センターに受け入れ、各種食品加工技術の向上を図

った。

研 修 項 目 研 修 期 間

1 ホタテ軟体部のエキス化技術の修得 12. 4. 1-12. 8.18

2 蛍光ディファレンシャルディスプレイ装置を用いた遺伝子解析技術の取得 12. 4. 1´V12. 6.30

う
０ ホタテミトコンドリア遺伝子DNAの調整、及びミトコンドリア縮 DNAの制限酵素切断パターンの解析 12, 4. 1-12. 9.30

4 チいズ製造技術の修得 12. 4. 1-12. 9.30

5 マルトース価、損傷澱粉及び粒度分布の測定技術の習得 12. 4. 1-12.10.31

6 サザンプロット及びコロニ‐ハイプリダイゼ‐ションに関する技術の取得 12. 4. 1´ V12. 7.19

7 徹生物培養及び画像デ‐夕収集技術 12. 4, 1´ V12. 5,31

8 培地による徹生物検査、及びその他衛生管理技術について 12. 4. 1´ V13. 3.31

9 培地による徹生物検査、及びその他衛生管理技術について 12. 4. 1～ 13. 3.31

10 麺の全般的な性能の改良について 12. 5.17 V́13. 1.26

食品の微生物検査及び栄養成分分析技術の修得 12. 5.22-12. 7.22

12 食品及び医薬品に係る微生物管理技術の修得 12. 5.22´ ウ12. 8.31

つ
０ 徹生物菌体内タンパク質の遺伝子配列解析に関する技術について 12. 6. 1´ Ψ13. 3.31

14 微生物菌体内タンパク質の遺伝子配列解析にllする技術について 12. 6. 1´Ψ12.11.30

15 装置処理水における界面活性力の測定技術について 12. 6. 1-12.11.30

16 電気泳動法を用いた食肉珈I品中の異種蛋自の同定について 12. 7. 3´ V12.12.28

ワ
ー 食品中の徹生物相解析技術について 12. 6.19´V13. 3.15

18 食品の衛生管理技術について 12. 7. 1´V12.12.31

19 砂糖類を利用した食品の乾燥,粉砕,成形等に関する技術について 12. 7. 1-12.11.30

20 イオン交換繊維による脱金属法について 12. 7. 1´ V12.12.31

21 ジャガイモを使つた加I食品の開発について 12. 7.17´ V12.12.31

22 植物病原菌抑制メカニズムの解明に関する技術について 12. 7.18-12.12.31

う
０

０
ろ 縦型スキンナーをllいて剥皮した豚の内質評価に関する技術について 12. 7.24～ 12。11.30

24 微生物検査に伴う技術について 12. 8. 1-12. 9.30

25 微生物管理に係る技術について 12. 8. 9´ V12.10.31

26 ワイン成分の分析技術について 12.10. 1-13. 3.31

０
４ 牛乳受入に係る分析検査技術について 12. 9.28-13. 3. 17

28 植物病原菌抑制メカニズムの解明に係る技術について 12. 9。28-13. 3.27

29 イオン交換繊維による脱金属法及びホタテ内臓成分解析技術について 12.11. 1-13. 3.31

30 チ‐ズに出来する呈味及び匂い物質の同定について 12.12. 1´ V13. 3.31

31 食品の
一
般栄養分析、及び付帯する

一
般分析技術等について 13. 1.15-13. 3.31

△ 計 31名 (26企 業)
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2-6 試 験測定検査機器及び加工機械の開放

食品製造企業等の研究開発を支援するため、試験測定検査機器やカロエ機械を開放

する。

1 主 な開放機器

(1)試験 、測 定

及び検査機器

(2)加 工 機 械

(3)オ ープンラボ

ラ トリー施設

(4)バ イオテクノ

ロジー開放試

験室

2利 用 金 額

【平成 12年 度報告】

設備使用実績は次のとおり。

ガスクロマ トグラフ質量分析計、核磁気共鳴装置、透過

型電子顕微鏡、走査型電子顕微鏡、X線 回折装置、近赤外

分光分析計、高速液体クロマ トグラフ、粒度分布測定装置、

F値 測定装置、原子吸光分光光度計、自記分光光度計 他

チーズ製造装置、エクストルーダー、超高圧処理装置、

薄膜真空蒸発装置、膜分離装置、遠赤外線減圧 ・常圧乾燥

機、マイクロ波減圧乾燥機、噴霧乾燥機、カロ圧 ・減圧かく

はん試験機、試料粉砕機、超遠心粉砕機 他

全自動食塩定量装置、全自動センイ分析装置、アルコー

ルアナライザー、水分活性測定装置、K値 測定装置 他

クリーンベンチ、高圧滅菌機、バイオリアクター装置、

恒温恒湿装置、顕微鏡及び画像解析装置 他

2 ,  4 0 0～ 5 0 ,  9 0 0円 /日

(単位 :日)

試 験 測 定

検 査 機 器
加 工 機 械

オープンラボ

ラ トリー施設

バイオテクノ
ロジー開放試

験室

△
計

1 3 5 9 4 7 6
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2-7 依 頼試験分析

食品製造企業等からの依頼により、試験分析を行 う。

1 依 頼 試 験   一 般生菌数、大腸菌群、耐熱性菌数、PH測 定、粘度測定、

色測定、比重測定、屈折率測定 等

2 依 頼 分 析   灰 分分析、水分分析、たんぱく質分析、脂質分析、繊維分析、

食塩分析、アルコール分析、脂肪酸組成分析、アミノ酸組成分

析、有機酸組成分析、無機質分析 等

3  手 数料金額    2 ,  3 0 0～ 5 4 ,  8 2 0円 /件

【平成12年 度報告】

次のとおり試験分析を行つた。

区 分 申 込 件 数 試験分析件数

試 験 分 析 5 8 181
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2-8 食 品加エリサーチプラザ

食品工業おける業種や技術別の共通課題を検討するとともに、産官の研究者や

技術者の交流を図るため、各種研究会を開催する。

【平成 12年 度報告】

技術別、業種別に食品カロエリサーチプラザを開催した。

区 分 研 究
△
言 名 開 催 年 月 日 出席者数 開 催 地

食品加工

リサーチ

プラザ

冷凍食品技術研究会 1 2 .  7 . 2 7 1 9 江別市

1 2 .  1 0 . 2 5 1 5 〃

1 3 .  1 . 2 5 5 0 札幌市

新技術セ ミナー 1 3 .  2 .  1 4 7 0 江別市

食品バイオ研究会 1 2 .  1 1 . 2 9 3 0 〃

1 3 .  2 .  1 4 9 0 〃

北方系機能性植物研究会 12.  7.  4 3 5 札幌市

1 2 .  1 2 .  5 1 2 0 〃

1 3 .  3 . 1 4 1 9 〃

アロニア研究会 1 2.    6。     9

1 2 .  8  3 0

1 2 . 1 2 .  7

1 3   3 . 2 7

2 6

2 4

2 2

3 1

江別市

〃

〃

〃

豆くらすたぁ 1 2 .  5。  1 8

1 2 .  7 . 2 1

1 2 .  9 ,  1 3

1 2 .  1 1 . 2 1

1 2 .  1 2 . 2 0

1 3 .   1 .  1 7

1 3 .   2 .   9

2 3

1 6

1 4

1 7

2 0

1 8

1 9

札幌市

当別町

札幌市

〃

〃

〃

―-109-―



2-9 技 術情報の提供

【平成 12年 度報告】

1 技 術情報誌 「食加研だより」の発行

センターの業務案内、研究報告を中心とした技術情報を主な内容 として、

3回 発行し、関係機関、団体などに提供 した。

2 食 品カロエ研究センター研究報告書の発行

平成 12年 度研究成果発表会において、試験研究成果発表会要旨集を発行し

た。

3 図 書 。資料室の開放

国内外の食品工業関係専門誌、大学 。国公設試験研究機関から提供を受けた

図書、報告書類を一般に開放する。

<図 書 ・資料室利用時間>

月曜日～金曜日  9100～ 17:00

ただし、祝祭 日、年末年始は休館。
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2-10 そ の他

1 技 術審査

国、団体等からの依頼を受けて、製品の品質や新開発技術の内容について、審査

を行つた。

内 容 依 頼 者

部 男U 審 査 件 数

カロ エ

食品部

酵

部口”

発

食
応 用

技術部
計

術技る係
＞

に
次

請
１

申
＜

奨
査

推
審

(社)優良道産品推奨
協議会

1 2 1 2

術技る係
＞

に
次

請
２

申
＜

奨
査

推
審

(社)優良道産品推奨
協議会

1 0 3 2 4 2

研究開発助成に係る
技術審査

(社)北海道中小企業
振興基金協会

2

及
係

託
に

委
成

発
助

開
発
査

術
開
審

技
究
術

度
研
技

高
び
る

(財)道央テクノポリ
ス開発機構

4 4

研究開発支援に係る
技術審査

(財)北海道科学 。産
業技術振興財団

1 1

技術開発補助に係 る
技術審査

北海道経済部 1 2

新産業創出奨励に係
る技術審査

北海道経済部 3 1 4

△
計 2 7 3 3 7 6 7

2 展 示会 ・紹介展

センターの試験研究と技術開発成果を展示会等に出展 し、技術の普及振興及び交

流を図つた。

展 示 会 等 の 名 称 主 催 者 開催地 開催期間

平成 12年 度研究発表会 食品加工研究センター 札幌市 12. 4.27

2000試験研究機関おもしろ祭 り 北海道 札幌市 12. 7.25

サケと私たちのくらし～食卓の
サケ～展

(財)千歳青少年教育財団
千歳サケのふるさと館

千歳市 12. 9. 9
～ 11.30

バイオジャバン2000 (財)バイオイングス トリ
ー協会

東京都 ６

８

２

２

９

勺

つ
４

2000えべつ消費者まつ り 江別市 江別市 12.10, 7

ものづ くリフェスタ in江 男J
2000

ものづくリフェスタ in
江別2000実行委員会

江別市 12.10.28

インターナショナル トレー ドシ
ョー Jヒ海道産業フェア 晃隣戻雲

会議所世界会議 札幌市 12.11. ７

１

綿彗ラ碁肇嘉整91デイ轟歪交1:落3植壼i]〕ili3言皇IFし 札幌市
●
０

９

０

１

２

１

ヽ

豆 食品札所巡り 札幌圏豆くらすたぁ 札幌市 13. 3.18
～ 20

一 - 1 1 1 - ―



3 講 習会などへの講師派遣

市町村、団体等からの依頼を受けて、センター研究員を講師として派遣した。

講 習 会 等 の 名 称 派遣 日 派遣地 依  頼   者 派 遣 者

北大先端科学技術共同研究センタ‐機能水プロジェクト . 4.20 札  幌  市 機能水プロジェクト 史軽
撃

十
↑

仕
仰

空知学校綸食連絡協議会栄養士部会研修会 6. 5 砂 川 市 空知学校給食連絡協議会 池田隆幸

北海道機械工業会食品機鱗研究会 6.26 江 別 市 北海道機械工業会 林柿晃

　

茂

義林

　

部

熊

　

阿

製バン講習会 6.27 斜 里 町 斜里町農業振興センタ‐
由
民一

＋
小

――‐
円

農業低温科学研究会食品部会第7回セミナ‐ 7.13 帯  広  市 農業低温科学研究会
由
天一

＋
ハ

ーー‐
円

食品llI技術普及講座 徹生物検査講習会 7.25～27 砂 原 町 北海道食品産業協議会 一

一

邊
Ｆ

自
飼

Ｅ
Ｘ

一

一

白
只

市
Ｔ

食品加工技術普及講座 微生物検査講習会 8.8～10 留  萌  市 北海道食品産業協議会 柿本雅史 中川良二

岩下敦子 奥村幸広

夏期洒造講習会 8.24～25 札  幌  市 北海道酒造組合 下林義昭 富永―哉

柿本雅史

愛別町特産品(きのこ)加Iに関する研修会 8.29 愛  別  町 愛別町特産品研究会 岩下敦子

食品加I技術普及講座 微生物検査講習会 8.29～31 中標津町 北海道食品産業協議会 田村吉史 川上 誠

北網目農業談訪会,オホーツク農業技術情報連絡協議会

共催シンポジウム

9. 1 訓子府町 北網目農業談訪会。オホーツク農業技術情報

連絡協議会

損 賢治

第3回製麺講習会 9. 6 札  幌  市 本田製粉(株)
市
民一

＋
ハ

占
円

北海道フードシステム研究会 9. 8 江 別 市 (社)北海道冷凍食品協会
法
貝

臓
豫

↓
小

凛
儡

清酒貯蔵=出荷管理講習会 9.14 札  幌  市 北海道酒造組合
苗
天

聾
猥

十
分

壮
仰

食品加工技術普及講座 微生物検査講習会 9.19～21 江  別  市 北海道食品産業協議会 誠上一
一
　

司

浩

　

修

競

訓

チ‐ズ講習会 9.26 天 塩 町 北留萌地区乳製品加I研究会 田村吉史 川上 il

獅 玲誦 パイれ雛 期始 9.29 札  幌  市 機能性食品の開発とノy着ス利用研究分科会 本堂正明

食品加I技術普及講座 微生物検査講習会 10.17～ 19 江 別 市 北海道食品産業協議会 長島浩二 川上 il

吉川修司

地域特産品研究部会 10.19 滝  川  市 江部乙農産加I研究会 田中常雄

平成12年度中央及び後志プロック保健所生活衛生課

食品健康係研修会

10。20 江  別  市 測1保健所
由
天

壼
準

＋
朴

壮
仰

冷凍食品技術研究会 10.25 江  別  市 (社)北海道冷凍食品協会 阿部 茂

新型乾燥粉砕機テスト評価 11. 2 枚  方  市 三宝運輸(株) 子善
秋

て
Ｆ

豊
石

氷室を活用したlびばい雪蔵 漬け物」の開発 11,9 美  唄  市 美唄自然エネルギー研究会 富永
―哉

北海道水産加I促進連絡協議会研修会 11.9 江 別 市 水産加I促進連絡協議会 大堀忠志
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講 習 会 等 の 名 称 派遣 日 派遣地 依 頼 者 派 遣 者

食品加I技術普及講座 微生物検査講習会 11。14～16 余  市  町 北海道食品産業協議会
史

　

二

雅

　

良

本

　

川

柿

　

中

一
一
　

誠

　

広

浩

　

　

　

　

幸

島

　

上

　

村

一長

　

川

　

奥

高齢化対応食品開発検討委員会 11.20 旭  川  市 (株)旭川産業高度化センタ‐
長
母

洋
昴

中

農産加I食品の見本市 11.21 札  幌  市
並
副

■
ス

菫
辰

■
胆

漱
愕

ル
４Ｌ

払
佃

口
貝

楷
候

第1回ばれいしょフォ‐ラム 11.22 千 歳 市 北海道アグリフーズ 清水條資 槙 賢治

中野敦博

札幌商I会議所バイオ:食品工業研究会 11.22 札 幌 市 食品加I新技術利用研究分科会
旧
リ

正占
■

＋
令

醸造技術交流会研修会 11.28～30 江 別 市 北海道地ピ‐ル連絡協議会 富永
一哉 柿本雅史

新型乾燥粉砕機テスト評価 1. 9 枚  方  市 三宝運輸(株) 岩下敦子

衛生管理講習会 江  別  市 ホクレン札幌食肉高度加工場
ヨ
剛

放
移

士
ロ

栽培漁業セミナ‐ 1.22 札  幌  市 (株)北日本海洋センタ‐ 長島浩二

食品加工技術普及講座 徹生物検査講習会 1.23～25 江 別 市 北海道食品産業協議会 長島浩二 川上 誠

吉川修司

∫ICA農畜水産物安全管理コ‐ス 1.25～26 江 別  市
あ
十

大園あ
ｆ

菫
辰

説
田 本堂正明 大堀忠志

佐々木茂文吉り1修司

食品加I研修会 2.  1 江  別  市 舗土shari錮協議会
士
心

由
心

褥
畑

■
Ａ

第16回北方圏国際シンポジウム1公開講座オホ‐ツク

ふるさとの海1

2. 5 紋 別 市
十
１１１脚 二性

”
Ｅ
層

三
又

日本学術会議第3回公開シンポジウム 2. 9 札  幌  市 栄養̀食糧科学連絡委員会
工
旧

迫
理

薔
埃

HACCP専門講習会 2.13 岩見沢市 岩見沢保健所 吉川修司

IICA食品保健行政コース 技術協力研修 2.14～15 江  別  市 札幌市保健福祉局 井上貞仁 柿本雅史

知床らうす深層水の利活用学習会 2.23 羅  自 町 羅臼町
ヨ
剛

晨
移

士
ロ

道北地区洒造研究会 3. 6 旭  川  市 脚|1酒造研究同志会 下林義昭 富永
―哉

平成12年度高分子学会北海道支部会講演会 3.12 帯  広  市 高分子学会北海道支部 清水英樹

平成12年度国内産麦技術情報交換会
う
０

つ
０ 千  葉  市

亡
＝

糧△
■

出
叉一

＋
小

――‐
円

食品llI指導者養成講座 3.13～14 中頓別町 中頓別町農産物llI研究施設 阿部 茂 吉川修司

川上 誠 濱岡直裕

道央テクノポリスロ地域等バイオ研究交流会研究発表会 3.14 恵 庭 市 側)道央テクノポリス開発機構
由
天

聾
椎

十
分

壮
側

高齢化対応食品開発検討委員会 3.19 旭 川  市 株)掛‖産業高度化センタ‐ 池田隆幸

∫ICA食肉及び食肉加工品の保蔵技術コ‐ス 3.21～23 江  別  市 eD北方固センタ‐帯広国際センタ‐ 井上貞仁
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4 学 会誌投稿

目題表発 投 稿 者 投 稿 誌 名

キクイモ塊茎由来レクチンの清酒酵母に対

する凝集特性

中川 良 二

人十川大輔

奥村 幸 広

長島 浩 二

日本醸造協会誌

キクイモカルス由来 レクチンによる泡なし

酵母の選択分離

中川 良 二

人十川大輔

奥村 幸 広

長島 浩 二

日本醸造協会誌

Molecular Characterrzation of a Mitoch-

ondrial DNA Segment from the Japanese

Scallop @atin opecten yessoensis): De-

monstration of a Region Showing Sequen-

ce Polymorphism in the Population.

(佐藤 希 実)

長島 浩 二

Marine Biotechnology

Mechanisms of the Ant ioxidant Act iv i ty

of a High Molecular weight Fract ion of

whey.

(1. M. Tone)

S. Sasaki

(D. J.  McCle

ments)

(E. A. Decker)

」.Agri.Food Chem。,48,

1473～1478(2000)

Impact of Emulsi f iers on the oxidat ive

stabi l i ty of  Lipid Dispersions High in

Omega-3 FatIy acid.

(E.A.Pecker)

(D.」.McCle

ments)

(」.R Mancuso)

(L.M.Tong)

(L.Mei)

S.Sasaki

(S.G.Zeller)

(」.H.Flatt)

Symposium Series No.7

88 0mega-3 Fatly Acid

: Chemistry,  Nutr i t ion

and Health Effects Le

d by F. Shahidi and J.

W. Finley

Improving effect of  feeding with a pho-

sphorylated guar gum hydrolysate on ca-

lcium absorption impaired by ovariecto-

my in rats.

渡邊 治

(原  博  )

(青山 頼 孝)

(葛西 隆 貝J)

Biosc i .  B io techno l .  B io

chem.
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発 表 題 目 投 稿 者 投 稿 誌 名

超強力粉を利用しておいしいパン。中華麺

をつくる

(山内 宏 昭)

(高田 兼 貝J)

山木 一 史

化学と生物

ブナサケを用いたカツオ節様加工食品の

開発と商品化

阿部 茂

(立花 信 雄)

(田中 雅 章)

日本食品科学工業学会

誌

フラクトオリゴ糖含有ヤーコンビネガー

の製法

本堂 正 明

奥村 幸 広

山木 携

日本食品科学工学会誌

高圧処理イヌ リナーゼ酵素剤を用いたフ

ラク トオ リゴ糖の生産

本堂 正 明

奥村 幸 広

山木 携

(小野寺秀一)

(塩見 徳 夫)

日本食品科学工学会誌

チーズホエーからの食酢製造 田村 吉 史 Milk Science

※ 投 稿者欄の ( )書 きは、当センター以外の投稿者
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5 学 会における発表

発 表 題 目 発 表 者 発 表 日 学
△
= 名

キクイモカルスおよび塊茎由来 レクチ

ンの発現 とその性質の違い

中り||

奥村

川上

長島

一
一　
広

　

　

一
一

良

幸

誠

浩

H12. 4. 2 日本農芸化学会

水分散系での高度不飽和脂質の酸化に

及ぼす乳化剤の影響

(久保内宏晶)

(甲斐 秀 仁)

佐々木茂文

(松田 孝 二)

(官下 和 夫)

H12. 4. 2 日本水産学会

エマルジョン中での油脂の酸化に及ぼ

す平L化剤の影響

(久保内宏晶)

(甲斐 秀 仁)

佐々木茂文

(松田 孝 二)

(宮下 和 夫)

H12. 4. 2 日本農芸化学会

Effects of Emulsi f iers on the Oxid-

at ive Stabi l i ty of  polyunsaturated

Lipids in aqueous phase.

(H.Kubouchi)

(H.Kai)

S.Sasaki

(KI Miyashita)

I112. 4.26 Americam Oil C-

hemical Society

腸管 と細菌の相互作用に関する2、

の知見 ― ヒ ト腸上皮細胞株 Cac

-2を 使つて―

３

　

　

ｏ

中川 良 二 H12.5。 9 食品研究交流シ

ンポジウム

ホタテガイ ミトコン ドリアDNAの解析

と遺伝子多型

(佐藤 希 実)

長島 浩 二

H12. 5.20 マリンバイオテ

クノロジー学会

Degenerated PCRによる魚類 Type Iコ

ラーゲン ・サブユニットcDNA断片の増

幅および塩基配列解析

長島 浩 二

中川 良 二

奥村 幸 広

り|1上 誠

H12. 5.24 マ トリックス研

究大会

各種電解水のモヤシ製造工程への利用 柿本 雅 史

中野 淳 博

田村 吉 史

富永 一 哉

田中 常 雄

H12. 6.17 日本食品保蔵科

学会
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発 表 題 目 発 表  者 発 表 日 学  会  名

黄色ブ ドゥ球菌検査培地の改良 (第2

報)

吉り|1 修司

(浅野 行 蔵)

田村 吉 史

H12. 7.22 日本農芸化学会

北海道支部

サケ鼻軟骨由来コンドロイチン硫酸の

新規機能性

中川 良 二

長島 浩 二

H12. 9.13 生命工学連合部

会北海道 。東北

地方部会

Thiol Antioxidants Modulate Hepato-

cyte Growth Factor Signaling in Ca-

rdiac Myocytes.

(Kazumi Ki

tta)

(Regina M.

Dav)

Takayuki I

keda

(Jeffrey R

. Blumberg)

(Yuichiro

J. Suzuki)

H12.10.16 10th Biennial

Meeting of the

Society for Fr-

ee Radical Res-

earch Internat-

ional

北海道産赤ワインのマロラクティク発

酵微生物の検索

山木 携

(井関 渉  )

(ノ|1口 政 憲)

池 田 隆 幸

I‐112.11.17 日本ブ ドウ

イン学会

植物由来乳酸菌のヒト腸上皮細胞株

Caco-2へ の付着

中川

奥村

川上

長島

一
一　
広
　
　
　
一
一

良

幸

誠

浩

H13. 2. 9 生命工学研究総

合推進会議ニュ

ーバイオ技術検

討会

耐塩性酵母を用いた味噌発酵用 ドライ

スターターの開発

田村 吉史 H13. 3. 9 中小食品産業 ・

ベンチャー育成

技術開発支援事

業成果発表会

キクイモカルス由来レクチン (HTA)

の細胞死過程における発現と変動

中川 良 二

奥村 幸 広

川上 誠

長島 浩 二

H13. 3.24

-25

日本植物生理学

△
=
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発   表 、 題   目 発 表  者 発 表 日 学  会  名

酵母のミトコンドリア小リボゾーム

RNA遺伝子の解析

奥村

中川

川上

長島

広
　
一
一　
　
　
一
一

幸

良

誠

浩

H13. 3.25 日本農芸化学会

乳廃牛を用いた新規乾燥食肉製品の開

発

阿部 茂

井上 貞 仁

(西邑 隆 徳)

(滝澤 克 則)

H13. 3.29 日本食肉研究会

※ 発表者欄の (  )書 きは、当センター以外の発表者
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6 出 願済工業所有権 「特許」

発 明 の 名 称 出 願 年 月 日

出 願 番 号

登 録 年 月 日

特 許 番 号

果実酒およびその製造方法 4. 12. 16 8. 11. 21

特許第2683178号

水産発酵ゲル化食品およびその製造方法 5.  6. 30 8。  9.  5

特許第2556813号

大豆の軟化法 5. 12. 22 9.  6. 20

特許第2663101号

生分解性を有する成形品用原料の製法と生分解性

を有する成形品の製法

6.  2.  7 10.  1. 30

特許第2741476号

キクイモ由来レクチン及びその分離精製法 6. 10. 19 9.  6. 13

特許第2660175号

水産発酵食品およびその製造法 6. 10. 25 9.  5.  2

特許第2640088号

海洋生物を原料とした代用皮膚 7.  6. 26 9. 12. 26

特許第2731833号

アルコ=ル 飲料の製造法 7.  7. 31 10.  9. 25

特許第2829716号

乳酸菌乾燥粉末の製造方法 8.  4. 25 1 1 .  6 .  4

特許第2935101号

魚類ゼラチンの製造方法 9.  4.  4 10. 12. 18

特許第2864459号

黄色ブ ドウ球菌の検出培地 9.  6. 26

特願平 9-184505号

豆乳入 リアイスクリーム及びその製造方法 9. 11. 10

特願平 9-342332号

冷凍食品の離水防止剤 9.  12.   5 1 1 .  1 0 .   1

特許第2985953号

カ ドミウムを除去した魚介類エキスの製造方法 10.  3. 30 11.  5. 28

特許第2933309号

魚類コラーゲンの製造方法 10.  8. 11

特願平10-239584号
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発 明 の 名 称 出 願 年 月 日

出 願 番 号

登 録年 月 日

特 許 番 号

エン ドグルカナーゼをコー ドする遺伝子 10,  9. 30

特願平10-377864号

12. 7. 21

榊第3089245号

カルシウム吸収を促進する多糖類食品素材および

その製造方法

10, 11. 26

特願平10-353968号

耐塩性酵母の乾燥菌体スターター及びその製造

方法

11.  3.  2

特願平11- 54779号

12. 6.  16

特許第3079096号

肥満及び糖尿病予防を目的 とする食品素材 11.  6.  3

特願平ll-194845号

甘味飲料 1 1 .  7 .  6

特願平11-191261号

12. 6. 16

特許第3076908号

細菌検出方法 11.  7. 23

特願平ll-208647号

13. 3. 30

特許第3172917号

ホタテガイ系統解析方法 12.  5. 16

特願2000-148570号

α一グルコシダーゼ阻害物質 13.   1. 18

特願2001-45778号
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7 視 察実績

平成 12年 度の視察者は、47団 体、737人 でセンター業務内容の説明、各施

設の案内、懇談、意見交換等により普及指導に努めた。

○ 月 別視察状況

区 分 ＼ 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月

視 察 件 数 4 1 6 5 1 5 6

視 察 人 数 19 4 167 92 3 134 134

区 分 ＼ 月 11   リヨ 12 月 1   月 2 月 3 月 計

視 察 件 数 4 2 4 6 3 47

視 察 人 数 64 7 13 64 32 737
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